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訂正箇所 
原                 文 訂        正        文 

ページ 行 

前見返  （添付別紙 1 参照） （添付別紙 2 参照） 

前見返  （添付別紙 1 参照） （添付別紙 2 参照） 

前見返  （添付別紙 1 参照） （添付別紙 2 参照） 

52 11-13    ➊ 
ジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index，GGI） 
が 156 か国中 120 位（2021 年） 

   ➊ 
ジェンダー・ギャップ指数（Gender Gap Index，GGI） 
が 146 か国中 116 位（2022 年） 

52 右上グラフ 

２  

（添付別紙 3 参照） （添付別紙 3 参照） 

52 下表 

３  

（添付別紙 3 参照） （添付別紙 3 参照） 

52 右下グラフ 

４  

（添付別紙 3 参照） （添付別紙 3 参照） 

53 左下グラフ 

５  

（添付別紙 4 参照） （添付別紙 4 参照） 

57 下図 

 

（添付別紙 5 参照） （添付別紙 6 参照） 

63 右上グラフ 

４  

（添付別紙 7 参照） （添付別紙 7 参照） 

69 左上図 

３  

（添付別紙 7 参照） （添付別紙 7 参照） 

71 上図 

３  

キャプション 

なお，2012 年に東日本大震災からの復興をになう機関

として復興庁が設置された。 

なお，2012 年に東日本大震災からの復興をになう機関

として復興庁が設置された。また，2023 年 4 月，内閣

府のもとにこども家庭庁が設置される。 

 

74 左上写真 

１  

（添付別紙 8 参照） （添付別紙 8 参照） 

74 6-7 成人が一人一票をもつ普通選挙 成年であればだれでも選挙権をもつ普通選挙 

75 左上表 

３  

（添付別紙 8 参照） （添付別紙 8 参照） 

75 注③ ➌2019 年の参議院選挙では最大 3.00 倍，2021 年の衆

議院選挙では最大 2.08 倍であった。 

➌2021 年の衆議院選挙では最大 2.08 倍，2022 年の参

議院選挙では最大 3.03 倍であった。 
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75 右下グラフ 

５  

（添付別紙 9 参照） （添付別紙 9 参照） 

77 上図 

２  

２戦後のおもな政党の推移（2021 年 9 月現在） ２戦後のおもな政党の推移（2022 年 9 月現在） 

78 左上図１  

および 

キャプション 

（添付別紙 10 参照） （添付別紙 10 参照） 

80 右下図 

３ 

（添付別紙 11 参照） （添付別紙 11 参照） 

94 18 未成年者（18 歳未満の人） 
2022 年 4月以降 

未成年者（18 歳未満の人） 
2022 年 4月以降 

95 右上表２  

および 

キャプション 

（添付別紙 12 参照） （添付別紙 12 参照） 

95 4 18 歳以上の成年 
2022 年 4月以降 

18 歳以上の成年 
2022 年 4月以降 

102 左段 3 裁判員は，18 歳以上（2022 年 4 月以降）の 裁判員は，18 歳以上の 

107 注⑦ 審査員は選挙権を有する者（2022 年 4 月以降）のなか

から 
審査員は選挙権を有する者のなかから 

116 右表 

３  

（添付別紙 12 参照） （添付別紙 12 参照） 

122 左下図 

２  

（添付別紙 13 参照） （添付別紙 13 参照） 

123 5 価格変動の影響を取り除いた実質経済成長率が， 物価変動の影響を取り除いた実質経済成長率が， 

125 上グラフ （添付別紙 14 参照） （添付別紙 14 参照） 

134 左段 3-4 現在，国の借金（国債残高）は 1000 兆円をこえよう

としている（2021 年現在）。 

現在，国の借金（国債残高）は 1000 兆円をこえてい

る（2022 年現在）。 

134 右グラフ 

１  

（添付別紙 15 参照） （添付別紙 15 参照） 

134 右下グラフ 

２  

（添付別紙 15 参照） （添付別紙 15 参照） 
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134 右下グラフ 

２  

（添付別紙 15 参照） （添付別紙 15 参照） 

135 右グラフ 

４  

（添付別紙 15 参照） （添付別紙 15 参照） 

135 右グラフ 

４  

（添付別紙 15 参照） （添付別紙 15 参照） 

137 左上グラフ 

３  

（添付別紙 16 参照） （添付別紙 16 参照） 

137 19-20 なお，歳出から公債金（公債への元金と利
り

子
し

の支払い）

を差し引いたもの 
なお，歳出から国債費（公債への元金と利

り

子
し

の支払い）

を差し引いたもの 

139 左上グラフ 

５  

（添付別紙 16 参照） （添付別紙 16 参照） 

139 15-16 2021 年度末には累
るい

積
せき

国債残高は 1000 兆円をこえると

見こまれ，財政収入（歳入）に占める国債収入（公債

金）の割合は 40%をこえている。 
p.137 ３ 

2022 年度末には累
るい

積
せき

国債残高は 1000 兆円をこえ，財

政収入（歳入）に占める国債収入（公債金）の割合は

30%をこえている。 
p.137 ３ 

142 6 高齢化率 28.7%（2020 年）の日本 高齢化率 29.1%（2021 年）の日本 

142 注① ➊1975 年に 1.91 だったのが，2005 年には 1.26 まで低

下した（2020 年は 1.34）。 

➊1975 年に 1.91 だったのが，2005 年には 1.26 まで低

下した（2021 年は 1.30）。 

155 右下グラフ 

７  

（添付別紙 17 参照） （添付別紙 17 参照） 

165 右下グラフ 

５  

（添付別紙 17 参照） （添付別紙 17 参照） 

171 上年表 （添付別紙 18 参照） （添付別紙 18 参照） 

171 右段 3-4 東欧ではクリミア半島の帰属をめぐってロシアとウク

ライナの対立が激化し， 

東欧ではクリミア半島の帰属をめぐってロシアとウク

ライナの対立が激化し，2022 年にはロシアがウクライ

ナに軍事侵攻した。 

172 1 ゴルバチョフ政権が 
M. Gorbachev（1931～） 
 

ゴルバチョフ政権が 
M. Gorbachev（1931～2022） 

176 8-12 （添付別紙 19 参照） （添付別紙 19 参照） 
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177 上地図 

４  

（添付別紙 19 参照） （添付別紙 19 参照） 

179 左上図 

７  

（添付別紙 20 参照） （添付別紙 20 参照） 

179 右上グラフ 

８  

（添付別紙 20 参照） （添付別紙 20 参照） 

183 視点２  （添付別紙 21 参照） （添付別紙 21 参照） 

189 上グラフ （添付別紙 22 参照） （添付別紙 22 参照） 

189 上グラフ （添付別紙 22 参照） （添付別紙 22 参照） 

191 左上地図 

３  

および 

キャプション 

（添付別紙 23 参照） （添付別紙 23 参照） 

192 左下グラフ 

２  

（添付別紙 23 参照） （添付別紙 23 参照） 

193 左上グラフ 

３  

（添付別紙 24 参照） （添付別紙 24 参照） 

224 右段 

中央 

（添付別紙 24 参照） （添付別紙 24 参照） 

後見返 左中写真 

キャプション 

（添付別紙 24 参照） （添付別紙 24 参照） 

後見返  （添付別紙 25 参照） （添付別紙 25 参照） 

後見返  （添付別紙 25 参照） （添付別紙 25 参照） 

後見返  （添付別紙 25 参照） （添付別紙 25 参照） 
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アフリカ連合（AU）
（55か国・地域）

CIS（10か国）

OECD（38か国）

OAPEC（10か国）

APEC（21か国・地域）
上海協力機構（8か国）
中国
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ラテンアメリカ経済機構（26か国）●はALADI加盟国（13か国）

　バハマ
●キューバ
   ジャマイカ
●チリ
●ペルー
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●エクアドル
スリナム
ガイアナ

メルコスール
（6か国）
南米南部共同市場
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●パラグアイ
●ウルグアイ
●ベネズエラ
●ボリビア

＊2020年にNAFTAに代わって米国・メキシコ・
カナダ協定（USMCA）が発効した。
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ラオス

朝鮮民主主義人民共和国
大韓民国

カナダ

アメリカ合衆国

キューバ
メキシコ

コロンビア

エクアドル

チリ

中華人民共和国 日本

フィリピンベトナム

ブルネイ

パラオ

シンガポール

カンボジア

ミクロネシア連邦

マーシャル諸島

パプアニューギニア
ソロモン諸島

キリバス

ツバル

ナウル

フィジー

ニュージーランド

オーストラリア
トンガ

サモア
インドネシア 東ティモール

バヌアツ

（フ）

クック諸島
ニウエ

マレーシア

オーストリア
ポーランド
スロバキア
ハンガリー
セルビア
コソボ
ルーマニア

アフガニスタン

インド

シリア
キプロス

トルコ
ブルガリア

ネパール
ブータン
バングラデシュ

ベリーズ
グアテマラ

エルサルバドル
ホンジュラス
ニカラグア
コスタリカ
パナマ

イエメン
エリトリア

（デ）

南スーダン

1 モナコ
2 リヒテンシュタイン
3 サンマリノ
4 バチカン市国

5 スロベニア
6 クロアチア
7 エストニア
8 ラトビア
9 リトアニア

10 ベラルーシ
11 ウクライナ
12 モルドバ
13 ジョージア
14 アルメニア

21 ボスニア・
　　ヘルツェゴビナ
22 北マケドニア
23 モンテネグロ
24 アルバニア

15 アゼルバイジャン
16 カザフスタン
17 ウズベキスタン
18 トルクメニスタン
19 タジキスタン
20 キルギス

［2017年現在］［2019年現在］

ドミニカ共和国
セントクリストファー
 ・ネービス
アンティグア・バーブーダ
ドミニカ
セントルシア
セントビンセント
　・グレナディーン諸島
バルバドス
グレナダ
トリニダード・トバゴ
ガイアナ　

パラグアイ
ウルグアイ

ドイツ
オランダ
イギリス
アイルランド
ベルギー
フランス
スペイン
ポルトガル
ギリシャ

チェコ

チュニジア
モロッコ

アンドラ

ルクセンブルク
スイス

アイスランド
デンマーク

イタリア

セネガル
ガンビア
ギニアビサウ
ギニア
シエラレオネ
リベリア
ブルキナファソ
コートジボワール
ガーナ
トーゴ
ベナン
サントメ・プリンシペ
赤道ギニア
ガボン

カーボベルデ

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
トルクメニスタン

タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク

アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ
トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
韓国
オーストラリア
ニュージーランド

ASEAN（10か国）
タイ
マレーシア
フィリピン
インドネシア
シンガポール
ブルネイ
ベトナム
ラオス
ミャンマー
カンボジア

USMCA（3か国）

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ

2021年10月現在の加盟国・地域

＊

ポーランド
チェコ
ハンガリー
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

日本
アメリカ合衆国
カナダ
オーストラリア
ニュージーランド
韓国

シンガポール
マレーシア
インドネシア
フィリピン
タイ
ブルネイ

中国
台湾
香港
メキシコ
チリ
パプアニューギニア

ロシア連邦
ペルー
ベトナム

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

OPEC（13か国）
ベネズエラ
イラン
ナイジェリア
アンゴラ

ガボン
赤道ギニア
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア

バーレーン
シリア

エジプト
カタール

EU（27か国）

NATO（30か国）

EFTA（4か国）

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ

アルバニア
モンテネグロ
北マケドニア

ノルウェー
アイスランド

スイス　
リヒテンシュタイン

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア

アイルランド
オーストリア

デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ
ポーランド

ハンガリー
エストニア
ラトビア
リトアニア
スロバキア
スロベニア

ブルガリア
ルーマニア
クロアチア

フィンランド
スウェーデン

マルタ
キプロス

アフリカ圏の全独立国と
西サハラ

アフリカ連合（AU）
（55か国・地域）

CIS（10か国）

OECD（38か国）

OAPEC（10か国）

APEC（21か国・地域）
上海協力機構（8か国）
中国
ロシア連邦
カザフスタン

ウズベキスタン
タジキスタン
キルギス

インド
パキスタン

●メキシコ
グアテマラ
ベリーズ
ホンジュラス
エルサルバドル
ニカラグア
●パナマ
ハイチ
ドミニカ共和国
バルバドス
トリニダード・トバゴ

ラテンアメリカ経済機構（26か国）●はALADI加盟国（13か国）

　バハマ
●キューバ
   ジャマイカ
●チリ
●ペルー
●コロンビア
●エクアドル
スリナム
ガイアナ

メルコスール
（6か国）
南米南部共同市場

●アルゼンチン
●ブラジル
●パラグアイ
●ウルグアイ
●ベネズエラ
●ボリビア

＊2020年にNAFTAに代わって米国・メキシコ・
カナダ協定（USMCA）が発効した。

オーストリア
ルクセンブルク

アイスランド

デンマーク
アイルランド

ノルウェー

スウェーデン

フィンランド

ベルギー

オランダ
イギリス

モナコ

バチカン市国
サンマリノ

ドイツ

イタリア

ポーランド

エストニア
ラトビア
リトアニア
ベラルーシ

ウクライナ
モルドバ

ジョージア

ロシア

フランス
リヒテンシュタイン

スペイン

ギリシャ

北マケドニア

セルビア
コソボ

モンテネグロ

マルタ
スロベニア
クロアチア

ボスニア・ヘルツェゴビナ

キプロス

ポルトガル
アンドラ

スイス

チェコ
スロバキア
ハンガリー

ルーマニア

トルコ

アルバニア

ブルガリア

ヨーロッパ拡大図

一人あたりGNI（米ドル）
12536以上
（高所得国）
4046～12535
（中所得国・上位）
1036～4045
（中所得国・下位）
1035以下
（低所得国）

調査年2019年
（世界銀行 “World Development
 　Indicators”）

国連加盟国は黒字
（2021年10月末現在） 
非加盟の独立国は赤字
（　）は属領をあらわす
　　は200海里水域不明
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国数（197）［2022年8月現在］

［2018年］面積（13454万Km2）

人口（78億3660万人）
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4

4 バチカン市国

コソボ

ノルウェー
フィンランド
スウェーデン

アルジェリア

マリ

リビア

マルタ

エジプト

スーダン
サウジアラビア

ヨルダン

チャドニジェール
モーリタニア

（西サハラ）

イスラエル
レバノン

ミャンマー

タイ

スリランカ

モルディブ

クウェート

モーリシャス
マダガスカル

コモロ

タンザニア
セーシェル

アンゴラ

カメルーン

ボツワナ

南アフリカ

コンゴ
民主共和国

コンゴ
共和国

ブルンジ
ルワンダ
ケニア

ウガンダ ソマリア

エチオピア中央アフリカ

ナイ
ジェリア

ジブチ

バハマ

ベネズエラ

（フ）
スリナム

ブラジル

ボリビア

ペルー

アルゼンチン

ジャマイカ

ハイチ

ザンビア
ナミビア

マラウイ
モザンビーク
ジンバブエ
エスワティニ
レソト

アラブ首長国連邦
オマーン

バーレーン
カタール

イラク
イラン

ロシア連邦

モンゴル

パキスタン

ラオス

朝鮮民主主義人民共和国
大韓民国

カナダ

アメリカ合衆国

キューバ
メキシコ

コロンビア

エクアドル

チリ

中華人民共和国 日本

フィリピンベトナム

ブルネイ

パラオ

シンガポール

カンボジア

ミクロネシア連邦

マーシャル諸島

パプアニューギニア
ソロモン諸島

キリバス

ツバル

ナウル

フィジー

ニュージーランド

オーストラリア
トンガ

サモア
インドネシア 東ティモール

バヌアツ

（フ）

クック諸島
ニウエ

マレーシア

オーストリア
ポーランド
スロバキア
ハンガリー
セルビア
コソボ
ルーマニア

アフガニスタン

インド

シリア
キプロス

トルコ
ブルガリア

ネパール
ブータン
バングラデシュ

ベリーズ
グアテマラ

エルサルバドル
ホンジュラス
ニカラグア
コスタリカ
パナマ

イエメン
エリトリア

（デ）

南スーダン

1 モナコ
2 リヒテンシュタイン
3 サンマリノ
4 バチカン市国

5 スロベニア
6 クロアチア
7 エストニア
8 ラトビア
9 リトアニア

10 ベラルーシ
11 ウクライナ
12 モルドバ
13 ジョージア
14 アルメニア

21 ボスニア・
　　ヘルツェゴビナ
22 北マケドニア
23 モンテネグロ
24 アルバニア

15 アゼルバイジャン
16 カザフスタン
17 ウズベキスタン
18 トルクメニスタン
19 タジキスタン
20 キルギス

［2017年現在］

ドミニカ共和国
セントクリストファー
 ・ネービス
アンティグア・バーブーダ
ドミニカ
セントルシア
セントビンセント
　・グレナディーン諸島
バルバドス
グレナダ
トリニダード・トバゴ
ガイアナ　

パラグアイ
ウルグアイ

ドイツ
オランダ
イギリス
アイルランド
ベルギー
フランス
スペイン
ポルトガル
ギリシャ

チェコ

チュニジア
モロッコ

アンドラ

ルクセンブルク
スイス

アイスランド
デンマーク

イタリア

セネガル
ガンビア
ギニアビサウ
ギニア
シエラレオネ
リベリア
ブルキナファソ
コートジボワール
ガーナ
トーゴ
ベナン
サントメ・プリンシペ
赤道ギニア
ガボン

カーボベルデ

［2021年現在］

ロシア連邦
ベラルーシ
カザフスタン
ウズベキスタン
トルクメニスタン

タジキスタン
キルギス
アルメニア
アゼルバイジャン
モルドバ

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ
イギリス
フランス
ドイツ
イタリア
ベルギー
オランダ
ルクセンブルク
ノルウェー
スウェーデン
デンマーク

アイスランド
フィンランド
アイルランド
スイス
オーストリア
ギリシャ
トルコ
スペイン
ポルトガル
日本
韓国
オーストラリア
ニュージーランド

USMCA（3か国）

アメリカ合衆国
カナダ
メキシコ

2022年8月現在の加盟国・地域

＊

ポーランド
チェコ
ハンガリー
スロバキア
チリ
スロベニア
イスラエル
エストニア
ラトビア
リトアニア
コロンビア
コスタリカ

日本
アメリカ合衆国
カナダ

オーストラリア
ニュージーランド
韓国

シンガポール
マレーシア
インドネシア

フィリピン
タイ
ブルネイ

中国
台湾
香港

メキシコ
チリ
パプアニューギニア

ロシア連邦
ペルー
ベトナム

EU（27か国）

NATO（30か国）

EFTA（4か国）

カナダ
アメリカ合衆国
イギリス
トルコ

アルバニア
モンテネグロ
北マケドニア

ノルウェー
アイスランド

スイス　
リヒテンシュタイン

オランダ
ベルギー
ルクセンブルク
ドイツ
フランス
イタリア

アイルランド
オーストリア

デンマーク
ギリシャ
スペイン
ポルトガル
チェコ
ポーランド

ハンガリー
エストニア
ラトビア
リトアニア
スロバキア
スロベニア

ブルガリア
ルーマニア
クロアチア

フィンランド
スウェーデン

マルタ
キプロス

アフリカ圏の全独立国と西サハラ

アフリカ連合（AU）（55か国・地域）

CIS（10か国）

OECD（38か国）

APEC（21か国・地域）

上海協力機構（8か国）
中国
ロシア連邦
カザフスタン
ウズベキスタン

タジキスタン
キルギス
インド
パキスタン

ラテンアメリカ経済機構（25か国）

●はALADI加盟国（13か国）

●メキシコ
グアテマラ
ベリーズ
ホンジュラス
エルサルバドル
ニカラグア
●パナマ
ハイチ
ドミニカ共和国
バルバドス
トリニダード・トバゴ
　バハマ
●キューバ
●チリ
●ペルー

●コロンビア
●エクアドル
スリナム
ガイアナ

メルコスール
（6か国）
南米南部共同市場

●アルゼンチン
●ブラジル
●パラグアイ
●ウルグアイ
●ベネズエラ
●ボリビア

＊2020年にNAFTAに代わって
米国・メキシコ・カナダ協定
（USMCA）が発効した。

中国 韓国

タイ
フィリピン
インドネシア

ラオス
ミャンマー
カンボジア

マレーシア
シンガポール
ブルネイ

ベトナム

日本
ニュージーランド

オーストラリア

カナダ
チリ
ペルー
メキシコ

OPEC（13か国）
ベネズエラ
イラン
ナイジェリア
アンゴラ

ガボン
赤道ギニア
コンゴ共和国

イラク
クウェート
サウジアラビア

アラブ首長国連邦
アルジェリア
リビア

バーレーン
シリア

エジプト
カタール
OAPEC（10か国）

RCEP協定（15か国）

ASEAN（10か国）

TPP11協定（11か国）

オーストリア
ルクセンブルク

アイスランド

デンマーク
アイルランド

ノルウェー

スウェーデン

フィンランド

ベルギー

オランダ
イギリス

モナコ

バチカン市国
サンマリノ

ドイツ

イタリア

ポーランド

エストニア
ラトビア
リトアニア
ベラルーシ

ウクライナ
モルドバ

ジョージア

ロシア

フランス
リヒテンシュタイン

スペイン

ギリシャ

北マケドニア

セルビア
コソボ

モンテネグロ

マルタ
スロベニア
クロアチア

ボスニア・ヘルツェゴビナ

キプロス

ポルトガル
アンドラ

スイス

チェコ
スロバキア
ハンガリー

ルーマニア

トルコ

アルバニア

ブルガリア

ヨーロッパ拡大図

一人あたりGNI（米ドル）
13206以上
（高所得国）
4256～13205
（中所得国・上位）
1086～4255
（中所得国・下位）
1085以下
（低所得国）

調査年2021年
（世界銀行 “World Development
 　Indicators”）

国連加盟国は黒字
（2022年8月末現在） 
非加盟の独立国は赤字
（　）は属領をあらわす
　　は200海里水域不明
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北アメリカ 2
オセアニア 16

ロシア 1
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アジア 47 アフリカ 54 ヨーロッパ 44 中・南アメリカ 
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国数（197）［2022年8月現在］

［2018年］面積（13454万Km2）

人口（78億3660万人）
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4

4 バチカン市国

コソボ

ノルウェー
フィンランド
スウェーデン

アルジェリア

マリ

リビア

マルタ

エジプト

スーダン
サウジアラビア

ヨルダン

チャドニジェール
モーリタニア

（西サハラ）

イスラエル
レバノン

ミャンマー

タイ

スリランカ

モルディブ

クウェート

モーリシャス
マダガスカル

コモロ

タンザニア
セーシェル

アンゴラ

カメルーン

ボツワナ

南アフリカ

コンゴ
民主共和国

コンゴ
共和国

ブルンジ
ルワンダ
ケニア

ウガンダ ソマリア

エチオピア中央アフリカ

ナイ
ジェリア

ジブチ

バハマ

ベネズエラ

（フ）
スリナム

ブラジル

ボリビア

ペルー

アルゼンチン

ジャマイカ

ハイチ

ザンビア
ナミビア

マラウイ
モザンビーク
ジンバブエ
エスワティニ
レソト

アラブ首長国連邦
オマーン

バーレーン
カタール

イラク
イラン

ロシア連邦

モンゴル

パキスタン

ラオス

朝鮮民主主義人民共和国
大韓民国

カナダ

アメリカ合衆国

キューバ
メキシコ

コロンビア

エクアドル

チリ

中華人民共和国 日本

フィリピンベトナム

ブルネイ

パラオ

シンガポール

カンボジア

ミクロネシア連邦

マーシャル諸島

パプアニューギニア
ソロモン諸島

キリバス

ツバル

ナウル

フィジー

ニュージーランド

オーストラリア
トンガ

サモア
インドネシア 東ティモール

バヌアツ

（フ）

クック諸島
ニウエ

マレーシア

オーストリア
ポーランド
スロバキア
ハンガリー
セルビア
コソボ
ルーマニア

アフガニスタン

インド

シリア
キプロス

トルコ
ブルガリア

ネパール
ブータン
バングラデシュ

ベリーズ
グアテマラ

エルサルバドル
ホンジュラス
ニカラグア
コスタリカ
パナマ

イエメン
エリトリア

（デ）

南スーダン

1 モナコ
2 リヒテンシュタイン
3 サンマリノ
4 バチカン市国

5 スロベニア
6 クロアチア
7 エストニア
8 ラトビア
9 リトアニア

10 ベラルーシ
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52 第３章　 公共的な空間における  
基本的原理

　敗戦後，女性が参政権を獲得し，憲法第24条に両性の
本質的平等が明記されて以降，1975年の国際婦人年を契

けい

機
き

として，日本の男女共同参画に向けた取り組みが推進さ
れてきた。85年には国連で採択された女子差別撤

てっ

廃
ぱい

条約
の批

ひ

准
じゅん

に先立って男女雇
こ

用
よう

機会均等法を，99年には男女
共同参画社会基本法を制定した。たとえば，看護婦から看
護師，保母から保育士に名称が変更されるなど，「男女共
同参画」の考え方は広まっている。実際，女性の労働力率
は上昇し，いわゆる「M字カーブ」は解消傾向にある。

法改正による男女格差の是正措置1

₁₉₄₅年

₁₉₄₆年

　

　日本は，各国の男女格差の度合いを示すジェンダー・ギ
ャップ指数（Gender Gap Index，GGI）が156か国中120位
（2021年）と先進国のなかでも最低水準である。
　GGIの指数は，経済，政治，教育，健康の4分野で女性
の地位を分析し，総合順位を決めている。日本は，読み書
き能力，初等教育（小学校），出

しゅっ

生
しょう

率
りつ

の分野では，男女間に
不平等はみられないという評価で前年同様世界1位のラン
クである。一方，中等教育（中学校・高校），高等教育（大学・

日本の男女格差の実態2
1

　男女共同参画社会とは，男性も女性も，意欲に応じてあらゆる分野で活動に参画する機会が確保され，均等に政
治的，経済的，社会的および文化的利益を享

きょう

受
じゅ

することができ，かつ，ともに責任をになうべき社会である。しかし，
女性労働力率は上昇しているものの，男女間賃金格差は解消されず，現実に男女格差は存在する。あらゆる人々が
豊かで活力のある社会を実現するためには，どうすればよいだろうか。

男女共同参画社会の実現に向けて

1945 日本の降伏 女性参政権獲得

75 国際婦人年 国際連合が全世界の男女平等をめざして設定

79 女子差別撤廃条約
採択 国連総会で採択（日本は85年に批准）

85 男女雇用機会均等
法制定 女子差別撤廃条約にともない国内法を整備

91 育児休業法制定 子育てができる環境実現をめざす

94 高等学校家庭科　男女共修

95 育児・介護休業法
制定

91年制定の育児休業法を改正。その後，数度の法改正
で少しずつ制度が拡充される

97 男女雇用機会均等
法改正

募集・採用，配置・昇進などについて従来の「努力義務」
が「禁止」へ強化

99 男女共同参画社会
基本法制定

男女が対等な立場であらゆる分野の社会活動に参加で
きることを目的としている

2006 男女雇用機会均等
法改正

男女双方への性差別を禁止
「間接差別」＊を禁止。妊娠・出産・産休の規定を理由に
した不利益扱いを禁止　など

13 男女雇用機会均等
法改正

間接差別の対象を拡大
同性へのセクシュアル・ハラスメントも禁止　など

15 女性活躍推進法制
定

女性の職業生活での活躍推進をめざす
大企業に行動計画の策定を義務づけ

15 SDGsが国連で
採択

持続可能な開発のための2030アジェンダの17目標の一
つに「ジェンダー平等を実現しよう」をかかげる

18 政治分野の男女共
同参画推進法制定

政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に
推進することをめざす。法的強制力はない

19 男女雇用機会均等
法改正 職場でのセクシュアル・ハラスメント防止を強化

＊間接差別とは，一見，性別とは関係のないように見える基準が，結果的に一方に不利益にな
ること。

1男女格差是正措置の動向

2女性の年齢別労働力率の国際比較（ILO資料）
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４4日本のジェンダー ・ギャップ指数の
分野別比較（世界経済フォーラム資料）

［2022年］

※0から1までの値をとり，
1に近いほどギャップ
が小さいことを示す。＊146か国中の順位 ［2022年］

順位 国名 値
1 アイスランド 0.908
2 フィンランド 0.860
3 ノルウェー 0.845
4 ニュージーランド 0.841
5 スウェーデン 0.822
6 ルワンダ 0.811
7 ニカラグア 0.810
8 ナミビア 0.807
9 アイルランド 0.804
10 ドイツ 0.801

15 フランス 0.791
22 イギリス 0.780
27 アメリカ 0.769
99 韓国 0.689
102 中国 0.682
116 日本 0.650
135 インド 0.629
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りつ

の分野では，男女間に
不平等はみられないという評価で前年同様世界1位のラン
クである。一方，中等教育（中学校・高校），高等教育（大学・

日本の男女格差の実態2
1

　男女共同参画社会とは，男性も女性も，意欲に応じてあらゆる分野で活動に参画する機会が確保され，均等に政
治的，経済的，社会的および文化的利益を享

きょう

受
じゅ

することができ，かつ，ともに責任をになうべき社会である。しかし，
女性労働力率は上昇しているものの，男女間賃金格差は解消されず，現実に男女格差は存在する。あらゆる人々が
豊かで活力のある社会を実現するためには，どうすればよいだろうか。

男女共同参画社会の実現に向けて

1945 日本の降伏 女性参政権獲得

75 国際婦人年 国際連合が全世界の男女平等をめざして設定

79 女子差別撤廃条約
採択 国連総会で採択（日本は85年に批准）

85 男女雇用機会均等
法制定 女子差別撤廃条約にともない国内法を整備

91 育児休業法制定 子育てができる環境実現をめざす

94 高等学校家庭科　男女共修

95 育児・介護休業法
制定

91年制定の育児休業法を改正。その後，数度の法改正
で少しずつ制度が拡充される

97 男女雇用機会均等
法改正

募集・採用，配置・昇進などについて従来の「努力義務」
が「禁止」へ強化

99 男女共同参画社会
基本法制定

男女が対等な立場であらゆる分野の社会活動に参加で
きることを目的としている

2006 男女雇用機会均等
法改正

男女双方への性差別を禁止
「間接差別」＊を禁止。妊娠・出産・産休の規定を理由に
した不利益扱いを禁止　など

13 男女雇用機会均等
法改正

間接差別の対象を拡大
同性へのセクシュアル・ハラスメントも禁止　など

15 女性活躍推進法制
定

女性の職業生活での活躍推進をめざす
大企業に行動計画の策定を義務づけ

15 SDGsが国連で
採択

持続可能な開発のための2030アジェンダの17目標の一
つに「ジェンダー平等を実現しよう」をかかげる

18 政治分野の男女共
同参画推進法制定

政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に
推進することをめざす。法的強制力はない

19 男女雇用機会均等
法改正 職場でのセクシュアル・ハラスメント防止を強化

＊間接差別とは，一見，性別とは関係のないように見える基準が，結果的に一方に不利益にな
ること。

1男女格差是正措置の動向

2女性の年齢別労働力率の国際比較（ILO資料）
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４4日本のジェンダー ・ギャップ指数の
分野別比較（世界経済フォーラム資料）

［2022年］

※0から1までの値をとり，
1に近いほどギャップ
が小さいことを示す。＊146か国中の順位 ［2022年］

順位 国名 値
1 アイスランド 0.908
2 フィンランド 0.860
3 ノルウェー 0.845
4 ニュージーランド 0.841
5 スウェーデン 0.822
6 ルワンダ 0.811
7 ニカラグア 0.810
8 ナミビア 0.807
9 アイルランド 0.804
10 ドイツ 0.801

15 フランス 0.791
22 イギリス 0.780
27 アメリカ 0.769
99 韓国 0.689
102 中国 0.682
116 日本 0.650
135 インド 0.629
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52 第３章　 公共的な空間における  
基本的原理

　敗戦後，女性が参政権を獲得し，憲法第24条に両性の
本質的平等が明記されて以降，1975年の国際婦人年を契

けい

機
き

として，日本の男女共同参画に向けた取り組みが推進さ
れてきた。85年には国連で採択された女子差別撤

てっ

廃
ぱい

条約
の批

ひ

准
じゅん

に先立って男女雇
こ

用
よう

機会均等法を，99年には男女
共同参画社会基本法を制定した。たとえば，看護婦から看
護師，保母から保育士に名称が変更されるなど，「男女共
同参画」の考え方は広まっている。実際，女性の労働力率
は上昇し，いわゆる「M字カーブ」は解消傾向にある。

法改正による男女格差の是正措置1

₁₉₄₅年

₁₉₄₆年

　

　日本は，各国の男女格差の度合いを示すジェンダー・ギ
ャップ指数（Gender Gap Index，GGI）が156か国中120位
（2021年）と先進国のなかでも最低水準である。
　GGIの指数は，経済，政治，教育，健康の4分野で女性
の地位を分析し，総合順位を決めている。日本は，読み書
き能力，初等教育（小学校），出

しゅっ

生
しょう

率
りつ

の分野では，男女間に
不平等はみられないという評価で前年同様世界1位のラン
クである。一方，中等教育（中学校・高校），高等教育（大学・

日本の男女格差の実態2
1

　男女共同参画社会とは，男性も女性も，意欲に応じてあらゆる分野で活動に参画する機会が確保され，均等に政
治的，経済的，社会的および文化的利益を享

きょう

受
じゅ

することができ，かつ，ともに責任をになうべき社会である。しかし，
女性労働力率は上昇しているものの，男女間賃金格差は解消されず，現実に男女格差は存在する。あらゆる人々が
豊かで活力のある社会を実現するためには，どうすればよいだろうか。

男女共同参画社会の実現に向けて

1945 日本の降伏 女性参政権獲得

75 国際婦人年 国際連合が全世界の男女平等をめざして設定

79 女子差別撤廃条約
採択 国連総会で採択（日本は85年に批准）

85 男女雇用機会均等
法制定 女子差別撤廃条約にともない国内法を整備

91 育児休業法制定 子育てができる環境実現をめざす

94 高等学校家庭科　男女共修

95 育児・介護休業法
制定

91年制定の育児休業法を改正。その後，数度の法改正
で少しずつ制度が拡充される

97 男女雇用機会均等
法改正

募集・採用，配置・昇進などについて従来の「努力義務」
が「禁止」へ強化

99 男女共同参画社会
基本法制定

男女が対等な立場であらゆる分野の社会活動に参加で
きることを目的としている

2006 男女雇用機会均等
法改正

男女双方への性差別を禁止
「間接差別」＊を禁止。妊娠・出産・産休の規定を理由に
した不利益扱いを禁止　など

13 男女雇用機会均等
法改正

間接差別の対象を拡大
同性へのセクシュアル・ハラスメントも禁止　など

15 女性活躍推進法制
定

女性の職業生活での活躍推進をめざす
大企業に行動計画の策定を義務づけ

15 SDGsが国連で
採択

持続可能な開発のための2030アジェンダの17目標の一
つに「ジェンダー平等を実現しよう」をかかげる

18 政治分野の男女共
同参画推進法制定

政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に
推進することをめざす。法的強制力はない

19 男女雇用機会均等
法改正 職場でのセクシュアル・ハラスメント防止を強化

＊間接差別とは，一見，性別とは関係のないように見える基準が，結果的に一方に不利益にな
ること。

1男女格差是正措置の動向

2女性の年齢別労働力率の国際比較（ILO資料）
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分野別比較（世界経済フォーラム資料）
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※0から1までの値をとり，
1に近いほどギャップ
が小さいことを示す。＊156か国中の順位 ［2021年］

順位 国名 値
1 アイスランド 0.892
2 フィンランド 0.861
3 ノルウェー 0.849
4 ニュージーランド 0.840
5 スウェーデン 0.823
6 ナミビア 0.809
7 ルワンダ 0.805
8 リトアニア 0.804
9 アイルランド 0.800
10 スイス 0.798

16 フランス 0.784
23 イギリス 0.775
30 アメリカ 0.763
102 韓国 0.687
107 中国 0.682
120 日本 0.656
140 インド 0.625
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けい

機
き
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共同参画社会基本法を制定した。たとえば，看護婦から看
護師，保母から保育士に名称が変更されるなど，「男女共
同参画」の考え方は広まっている。実際，女性の労働力率
は上昇し，いわゆる「M字カーブ」は解消傾向にある。

法改正による男女格差の是正措置1

₁₉₄₅年
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　日本は，各国の男女格差の度合いを示すジェンダー・ギ
ャップ指数（Gender Gap Index，GGI）が156か国中120位
（2021年）と先進国のなかでも最低水準である。
　GGIの指数は，経済，政治，教育，健康の4分野で女性
の地位を分析し，総合順位を決めている。日本は，読み書
き能力，初等教育（小学校），出

しゅっ

生
しょう

率
りつ

の分野では，男女間に
不平等はみられないという評価で前年同様世界1位のラン
クである。一方，中等教育（中学校・高校），高等教育（大学・

日本の男女格差の実態2
1

　男女共同参画社会とは，男性も女性も，意欲に応じてあらゆる分野で活動に参画する機会が確保され，均等に政
治的，経済的，社会的および文化的利益を享

きょう

受
じゅ

することができ，かつ，ともに責任をになうべき社会である。しかし，
女性労働力率は上昇しているものの，男女間賃金格差は解消されず，現実に男女格差は存在する。あらゆる人々が
豊かで活力のある社会を実現するためには，どうすればよいだろうか。

男女共同参画社会の実現に向けて

1945 日本の降伏 女性参政権獲得

75 国際婦人年 国際連合が全世界の男女平等をめざして設定

79 女子差別撤廃条約
採択 国連総会で採択（日本は85年に批准）

85 男女雇用機会均等
法制定 女子差別撤廃条約にともない国内法を整備

91 育児休業法制定 子育てができる環境実現をめざす

94 高等学校家庭科　男女共修

95 育児・介護休業法
制定

91年制定の育児休業法を改正。その後，数度の法改正
で少しずつ制度が拡充される

97 男女雇用機会均等
法改正

募集・採用，配置・昇進などについて従来の「努力義務」
が「禁止」へ強化

99 男女共同参画社会
基本法制定

男女が対等な立場であらゆる分野の社会活動に参加で
きることを目的としている

2006 男女雇用機会均等
法改正

男女双方への性差別を禁止
「間接差別」＊を禁止。妊娠・出産・産休の規定を理由に
した不利益扱いを禁止　など

13 男女雇用機会均等
法改正

間接差別の対象を拡大
同性へのセクシュアル・ハラスメントも禁止　など

15 女性活躍推進法制
定

女性の職業生活での活躍推進をめざす
大企業に行動計画の策定を義務づけ

15 SDGsが国連で
採択

持続可能な開発のための2030アジェンダの17目標の一
つに「ジェンダー平等を実現しよう」をかかげる

18 政治分野の男女共
同参画推進法制定

政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に
推進することをめざす。法的強制力はない

19 男女雇用機会均等
法改正 職場でのセクシュアル・ハラスメント防止を強化

＊間接差別とは，一見，性別とは関係のないように見える基準が，結果的に一方に不利益にな
ること。

1男女格差是正措置の動向

2女性の年齢別労働力率の国際比較（ILO資料）
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　日本は，各国の男女格差の度合いを示すジェンダー・ギ
ャップ指数（Gender Gap Index，GGI）が156か国中120位
（2021年）と先進国のなかでも最低水準である。
　GGIの指数は，経済，政治，教育，健康の4分野で女性
の地位を分析し，総合順位を決めている。日本は，読み書
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することができ，かつ，ともに責任をになうべき社会である。しかし，
女性労働力率は上昇しているものの，男女間賃金格差は解消されず，現実に男女格差は存在する。あらゆる人々が
豊かで活力のある社会を実現するためには，どうすればよいだろうか。

男女共同参画社会の実現に向けて

1945 日本の降伏 女性参政権獲得

75 国際婦人年 国際連合が全世界の男女平等をめざして設定

79 女子差別撤廃条約
採択 国連総会で採択（日本は85年に批准）

85 男女雇用機会均等
法制定 女子差別撤廃条約にともない国内法を整備

91 育児休業法制定 子育てができる環境実現をめざす

94 高等学校家庭科　男女共修

95 育児・介護休業法
制定

91年制定の育児休業法を改正。その後，数度の法改正
で少しずつ制度が拡充される

97 男女雇用機会均等
法改正

募集・採用，配置・昇進などについて従来の「努力義務」
が「禁止」へ強化

99 男女共同参画社会
基本法制定

男女が対等な立場であらゆる分野の社会活動に参加で
きることを目的としている

2006 男女雇用機会均等
法改正

男女双方への性差別を禁止
「間接差別」＊を禁止。妊娠・出産・産休の規定を理由に
した不利益扱いを禁止　など

13 男女雇用機会均等
法改正

間接差別の対象を拡大
同性へのセクシュアル・ハラスメントも禁止　など

15 女性活躍推進法制
定

女性の職業生活での活躍推進をめざす
大企業に行動計画の策定を義務づけ

15 SDGsが国連で
採択

持続可能な開発のための2030アジェンダの17目標の一
つに「ジェンダー平等を実現しよう」をかかげる

18 政治分野の男女共
同参画推進法制定

政治分野における男女共同参画を効果的かつ積極的に
推進することをめざす。法的強制力はない

19 男女雇用機会均等
法改正 職場でのセクシュアル・ハラスメント防止を強化

＊間接差別とは，一見，性別とは関係のないように見える基準が，結果的に一方に不利益にな
ること。

1男女格差是正措置の動向

2女性の年齢別労働力率の国際比較（ILO資料）
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［2019年］

イギリス
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３3ジェンダー ・ギャップ指数上位国お
よびおもな国の順位（世界経済フォーラム
資料）

４4日本のジェンダー ・ギャップ指数の
分野別比較（世界経済フォーラム資料）

［2021年］

※0から1までの値をとり，
1に近いほどギャップ
が小さいことを示す。＊156か国中の順位 ［2021年］

順位 国名 値
1 アイスランド 0.892
2 フィンランド 0.861
3 ノルウェー 0.849
4 ニュージーランド 0.840
5 スウェーデン 0.823
6 ナミビア 0.809
7 ルワンダ 0.805
8 リトアニア 0.804
9 アイルランド 0.800
10 スイス 0.798

16 フランス 0.784
23 イギリス 0.775
30 アメリカ 0.763
102 韓国 0.687
107 中国 0.682
120 日本 0.656
140 インド 0.625
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大学院），労働所得，政治家・経営管理職，教授・専門職，
国会議員数では，男女間に差が大きいという評価で世界ラ
ンクがいずれも100位以下となっており，政治分野は世界
最低水準で，経済分野も低水準となっている。
　政府は2003年に「社会のあらゆる分野において，2020年
までに指導的地位に女性が占める割合が，少なくとも30％
程度となるよう期待する（いわゆる202030）」として目標を
かかげてきたが，世界で大きく女性の地位が向上している
一方で，日本は大

おお

幅
はば

に後
おく

れをとっている。
　男女の賃金格差はどうだろう。これまで男女の賃金格差
は，正規・非正規雇用など，雇用形態の違いが要因とされ
てきた。しかし，正規雇用の男女でも賃金格差があること
が明らかになっている。これは，雇用する側が出産・育児
によって女性がキャリアを中断すると想定していること，
また性別や年齢などの属性によって判断する統計的差別が
要因といわれる。統計的差別とは，属性にもとづいた過去
の統計データによる推定から結果的に生じる差別のことで，
入学試験や採用試験などで起こりやすい。実際に2018年
に大学医学部の一般入試で，女子受験者の得点を一律に減
点し，合格者数をおさえていたことが明らかになり，差別
があったことを大学側が認めた。このように，女性を取り
巻く環境は依

い

然
ぜん

として厳しいのが現状である。

6世界最年少の
指導者として就

しゅう

任
にん

したフィンラ
ンド首相　サン
ナ ・マリン

あらゆる人が活躍できる社会へ3
　男女の平等を実現するにはどうすればよいか。具体的に
は，ポジティブ（アファーマティブ）・アクション（p.45）とし
てのクオータ制（割

わり

当
あて

制）の導入などが考えられる。たとえ
ば，議員や管理職の定員に対して一定の女性枠

わく

を割りあて，
男女の比率の偏りを解消するものである。クオータ制は
1970年代はじめにノルウェー初の女性党首ベリット・オ
ースが，党の要職につく人や，候補者の構成を強制的に半々
にしたため，ノルウェーが発祥の国といわれる。現在では
世界120か国以上で導入されており，国内外で議論が活発
化している。フィンランドでは2019年に34歳の女性首相
が誕生し，国会議員の比率も46%が女性となっている。日
本では2018年に，政治分野における男女共同参画を効果
的かつ積極的に推進することをめざして「政治分野の男女
共同参画推進法」が成立したが，あくまでも努力目標にと
どまっており，法的拘

こう

束
そく

力
りょく

はない。
　また，育児休業などをとろうとする男性にいやがらせを
する「パタニティ・ハラスメント」を防止し，男性も育児休
業をとりやすくするなど，ジェンダーの固定観念にとらわ
れない職場や環境づくりも必要である。男性の育児休業取
得率は女性に比べ，著

いちじる

しく低くなっているが，一部の企業
では，配偶者が出産した男性社員に育児休業取得を促

そく

進
しん

す
るため，仕事のやり方や社内制度を見直したり，管理職へ
の研修を実施したりするなどの動きもはじまっている。
　性別などによる差別や偏

へん

見
けん

の是
ぜ

正
せい

は，他者を理解するこ
とからはじまる。一人ひとりが社会の対等な構成員として，
活躍できる社会を築くことが重要である。

2

quota system

5各分野におけるおもな「指導的地位」に女性が占める割合
（内閣府資料）

［2021年］

＊1は2022年の値，＊2は2020年の値
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65.2

国会議員（衆議院）
国会議員（参議院）＊1
都道府県議会議員

都道府県知事
国家公務員採用者（総合職試験）
本省課室長相当職の国家公務員

国の審議会等委員
都道府県における本庁課長相当職の職員

検察官（検事）
裁判官＊2
弁護士

民間企業（10人以上）における管理職（課長相当職）
民間企業（10人以上）における管理職（部長相当職）

初等中等教育機関の教頭以上
大学教授等（学長，副学長及び教授）

研究者
医師＊2

歯科医師＊2
薬剤師＊2

（％）

1 ジェンダーとは，文化的・社会的につくられた性別のことである。
2人種や性別など，歴史的に差別されてきた側に優遇措

そ
置
ち
を設けること。
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大学院），労働所得，政治家・経営管理職，教授・専門職，
国会議員数では，男女間に差が大きいという評価で世界ラ
ンクがいずれも100位以下となっており，政治分野は世界
最低水準で，経済分野も低水準となっている。
　政府は2003年に「社会のあらゆる分野において，2020年
までに指導的地位に女性が占める割合が，少なくとも30％
程度となるよう期待する（いわゆる202030）」として目標を
かかげてきたが，世界で大きく女性の地位が向上している
一方で，日本は大

おお

幅
はば

に後
おく

れをとっている。
　男女の賃金格差はどうだろう。これまで男女の賃金格差
は，正規・非正規雇用など，雇用形態の違いが要因とされ
てきた。しかし，正規雇用の男女でも賃金格差があること
が明らかになっている。これは，雇用する側が出産・育児
によって女性がキャリアを中断すると想定していること，
また性別や年齢などの属性によって判断する統計的差別が
要因といわれる。統計的差別とは，属性にもとづいた過去
の統計データによる推定から結果的に生じる差別のことで，
入学試験や採用試験などで起こりやすい。実際に2018年
に大学医学部の一般入試で，女子受験者の得点を一律に減
点し，合格者数をおさえていたことが明らかになり，差別
があったことを大学側が認めた。このように，女性を取り
巻く環境は依

い

然
ぜん

として厳しいのが現状である。

6世界最年少の
指導者として就

しゅう

任
にん

したフィンラ
ンド首相　サン
ナ ・マリン

あらゆる人が活躍できる社会へ3
　男女の平等を実現するにはどうすればよいか。具体的に
は，ポジティブ（アファーマティブ）・アクション（p.45）とし
てのクオータ制（割

わり

当
あて

制）の導入などが考えられる。たとえ
ば，議員や管理職の定員に対して一定の女性枠

わく

を割りあて，
男女の比率の偏りを解消するものである。クオータ制は
1970年代はじめにノルウェー初の女性党首ベリット・オ
ースが，党の要職につく人や，候補者の構成を強制的に半々
にしたため，ノルウェーが発祥の国といわれる。現在では
世界120か国以上で導入されており，国内外で議論が活発
化している。フィンランドでは2019年に34歳の女性首相
が誕生し，国会議員の比率も46%が女性となっている。日
本では2018年に，政治分野における男女共同参画を効果
的かつ積極的に推進することをめざして「政治分野の男女
共同参画推進法」が成立したが，あくまでも努力目標にと
どまっており，法的拘

こう

束
そく

力
りょく

はない。
　また，育児休業などをとろうとする男性にいやがらせを
する「パタニティ・ハラスメント」を防止し，男性も育児休
業をとりやすくするなど，ジェンダーの固定観念にとらわ
れない職場や環境づくりも必要である。男性の育児休業取
得率は女性に比べ，著

いちじる

しく低くなっているが，一部の企業
では，配偶者が出産した男性社員に育児休業取得を促

そく

進
しん

す
るため，仕事のやり方や社内制度を見直したり，管理職へ
の研修を実施したりするなどの動きもはじまっている。
　性別などによる差別や偏

へん

見
けん

の是
ぜ

正
せい

は，他者を理解するこ
とからはじまる。一人ひとりが社会の対等な構成員として，
活躍できる社会を築くことが重要である。

2

quota system

5各分野におけるおもな「指導的地位」に女性が占める割合
（内閣府資料）

［2019年］
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国の審議会等委員
都道府県における本庁課長相当職の職員

検察官（検事）
裁判官＊2
弁護士

民間企業（100人以上）における管理職（課長相当職）
民間企業（100人以上）における管理職（部長相当職）

初等中等教育機関の教頭以上
大学教授等（学長，副学長及び教授）

研究者
医師＊2

歯科医師＊2
薬剤師＊2

（％）

1 ジェンダーとは，文化的・社会的につくられた性別のことである。
2人種や性別など，歴史的に差別されてきた側に優遇措

そ
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ち
を設けること。
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57

このページでの学習から得られた見
解をまとめ，続く【本文ページ】の学
習を方向づけましょう。

主題をさらに焦
しょう

点
てん

化して，私たちが取り組むべき具体
的な現代の課題を示しています。その課題について，
解説や資料をとおして現状を理解しましょう。

という探究学習のプロセスにそって構成されています。

主題を設定した学習

　「公共」の学習で大切なことは，学習の主題を設定すること
です。「主題」とは，現代社会の動向をふまえて私たちが取り
組むべき具体的な探究課題のことです。たとえば，「財政の
役割と持続可能な社会保障制度」を学習する場合，関連する
用語をただ順番にならべて暗記していくのではありません。
「少

しょう

子
し

高齢化の進行によってどんな財政的課題が生じている

のか，その課題に対してどのように対処すべきか」などの具
体的な探究課題（問い）を定め，これを意識しながら一つひと
つの学習事項（用語や諸資料など）を意味づけていくのです。
このトレーニングとなるのが，各テーマのはじめにある【〈追
究しよう〉】のページです。

追究
しよう

※本文ページの構成は第 1部と同じです。

〈つかむ〉で理解した現代の課題について，その解決に向けて設定
した問いについて考えましょう。

考えるためのガイドとして，幸福，正義，公正など，特定
の〈視点〉に着目した切り口を示しています。
また，欄外の　　　　に〈視点〉を示しています。

上で示した〈視点〉などを活用した意見の例を示しています。

調べる，議論する，など関連する学習活動を示しています。

各テーマに関する主題（具体的
な探究課題）の例をあげて説明
しています。これが同時にこ
こでの学習課題となります。

視点

〈追究しよう〉
ページの構成

追究
しよう
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化して，私たちが取り組むべき具体
的な現代の課題を示しています。その課題について，
解説や資料をとおして現状を理解しましょう。

という探究学習のプロセスにそって構成されています。

主題を設定した学習

　「公共」の学習で大切なことは，学習の主題を設定すること
です。「主題」とは，現代社会の動向をふまえて私たちが取り
組むべき具体的な探究課題のことです。たとえば，「財政の
役割と持続可能な社会保障制度」を学習する場合，関連する
用語をただ順番にならべて暗記していくのではありません。
「少

しょう

子
し

高齢化の進行によってどんな財政的課題が生じている

のか，その課題に対してどのように対処すべきか」などの具
体的な探究課題（問い）を定め，これを意識しながら一つひと
つの学習事項（用語や諸資料など）を意味づけていくのです。
このトレーニングとなるのが，各テーマのはじめにある【〈追
究しよう〉】のページです。

追究
しよう

※本文ページの構成は第 1部と同じです。

〈つかむ〉で理解した現代の課題について，その解決に向けて設定
した問いについて考えましょう。

考えるためのガイドとして，幸福，正義，公正など，特定
の〈視点〉に着目した切り口を示しています。
また，欄外の　　　　に〈視点〉を示しています。

上で示した〈視点〉などを活用した意見の例を示しています。

調べる，議論する，など関連する学習活動を示しています。

各テーマに関する主題（具体的
な探究課題）の例をあげて説明
しています。これが同時にこ
こでの学習課題となります。

視点
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ページの構成

追究
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631テーマ 民主政治と政治参加

地方公共団体は，かつて｢三割自治」とよばれ，中央からの地方交付税（交

付金）や国庫支出金（補助金）などに頼っていた。また，中央政府が地方に

代行させる事務（機
き

関
かん

委
い

任
にん

事務）の多さが中央集権体制の象
しょう

徴
ちょう

とされてきた。

しかし，1999年の地方分権一
いっ

括
かつ

法の成立により，地方公共団体の事務は

自治事務と法
ほう

定
てい

受
じゅ

託
たく

事務に整理された。効率的な地方行政をめざして市町

村合
がっ

併
ぺい

も進展した。さらに，補助金の削減，税源の地方への移
い

譲
じょう

，地方交

付税の見直しを内容とする「三
さん

位
み

一
いっ

体
たい

改革」が進められ，所得税（国税）の一

部を削って，その分を住民税に移すようになった。納税者が住民税・所得

税の一部を任意の自治体に寄
き

付
ふ

できる「ふるさと納税」制度もつくられた。

住民参加の
地方自治へ

地域における住民運動は，そのときどきの環境問

題などの課題に対応して展開してきた。ごみ処理

場建設などの公共事業や原子力発電所の立地，アメリカ軍基地の問題など

をめぐって，個別問題での民意を確かめるために，住民による直接投票（住

民投票）が行われることもある。また，「常設型住民投票」制度も一部の自

治体で導入されている。そして，住民たちが情報公開条例を活用して地方

公共団体の腐
ふ

敗
はい

を追
つい

及
きゅう

する運動は全国的広がりをみせた。オンブズマン

（行政監察官）制度が設置された地方公共団体もある。選挙での投票率が低

い傾向にあるのと対照的に，住民の参加意識は新しい形で活発化している。

住民の活動には，地方公共団体と連
れん

携
けい

しながら成果をあげるものも多い。

高齢者サービス，国際交流，観光，文化遺産の保護など，まちづくりにお

いて，地方公共団体と住民との協力関係は欠かせない。地域の防災に関し

ても，地方公共団体の発信する防災情報を生かしながら，地域コミュニテ

ィのなかで防災のために何ができるか，住民自身が積極的に考え提案して

いくことが求められる。

3

4

4

2008年

5

p.67 p.67

ombudsman

日本の地方自治が抱える問題点は何か，身近な自治体を事例にして調べてみよう。

台風・豪
ごう

雨
う

災害などの場合，予報にもと
づき行政が防災情報を発信するものの，
住民の避

ひ

難
なん

行動に結びつきにくいことが
課題となっている。防災情報を避難行動
につなげるために，行政と住民にできる
ことは何か，話しあってみよう。

防災情報をどのように
生かすか？

3地方自治の機構　 地方公共団体の首長と議会の関係はどのようなものだろうか。

4地方財政の歳入と歳出（総務省資料）　 地
方公共団体の財源はどれくらい国に依

い

存
そん

して
いるだろうか。

地方譲与税 
2.1地方特例交付金 0.4

地方税
42.6%

自主
財源

地方交付税
19.4

地方債
12.5

国庫
支出金
16.4

雑収入 4.9 ［2021年度］使用料･手数料
1.7

歳入総額
898 407億円

歳出総額
898 060億円

一
般

財
源

給与関係経費
       22.4%

一般行政経費
45.5

投資的経費
13.3

その他
  5.6

公債費
13.1

特
定
財
源

執行機関
知事
（市町村長）

議決機関
都道府県議会
（市町村議会）

政府
法定受託事務への関与

拒否権（再議権）・議会解散権
不信任決議権

任命

同意

（選任）

選挙選
挙

副
知
事
・
副
市
町
村
長
・
選
挙
管
理

委
員
な
ど
の
解
職
請
求

条
例
の
制
定
・
改
廃
請
求

住民

選
挙
・
住
民
投
票

議会の解散請
求， 首長・議員
の解職請求

事務監査
請求

解職
請求

選
挙
管
理
委
員
会

監
査
委
員

人
事（
公
平
）委
員
会

収
用
委
員
会

（
都
道
府
県
の
み
）

労
働
委
員
会

（
都
道
府
県
の
み
）

公
安
委
員
会

（
都
道
府
県
の
み
）

教
育
委
員
会

農
業
委
員
会

　
（
市
町
村
の
み
）

副
知
事

（
副
市
町
村
長
）

3地方公共団体の財源のうち，地方税などの
自主財源が歳入の3割程度しかない状態をさ
している。近年，その割合が5割程度になる
など，中央と地方の関係にも変化がみられる。
4従来の機関委任事務が廃止され，地方公共
団体が自主的に処理する自治事務と，本来は
国が果たすべき役割だが法令により地方公共
団体が処理する法定受託事務の二つになった。
その例として，自治事務には，小中学校の建
設，飲食店の営業許可，都市計画の決定など
がある。法定受託事務には，国政選挙，パス
ポートの交付，生活保護の決定などがある。
自治事務へは国の関与が是

ぜ

正
せい

の要求にとどま
る一方，法定受託事務へは是正の指示や代

だい

執
しっ

行
こう

など国の強い関与が認められている。
5社会的に必要な事業でも，自らの居住地域
で行うことには反対する住民の姿勢を「Not 
In My Back Yard（わが家の裏庭ではやらない
で）」の頭文字をとり「N

ニ ン ビ ー

IMBY」問題という。
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地方公共団体は，かつて｢三割自治」とよばれ，中央からの地方交付税（交

付金）や国庫支出金（補助金）などに頼っていた。また，中央政府が地方に

代行させる事務（機
き

関
かん

委
い

任
にん

事務）の多さが中央集権体制の象
しょう

徴
ちょう

とされてきた。

しかし，1999年の地方分権一
いっ

括
かつ

法の成立により，地方公共団体の事務は

自治事務と法
ほう

定
てい

受
じゅ

託
たく

事務に整理された。効率的な地方行政をめざして市町

村合
がっ

併
ぺい

も進展した。さらに，補助金の削減，税源の地方への移
い

譲
じょう

，地方交

付税の見直しを内容とする「三
さん

位
み

一
いっ

体
たい

改革」が進められ，所得税（国税）の一

部を削って，その分を住民税に移すようになった。納税者が住民税・所得

税の一部を任意の自治体に寄
き

付
ふ

できる「ふるさと納税」制度もつくられた。

住民参加の
地方自治へ

地域における住民運動は，そのときどきの環境問

題などの課題に対応して展開してきた。ごみ処理

場建設などの公共事業や原子力発電所の立地，アメリカ軍基地の問題など

をめぐって，個別問題での民意を確かめるために，住民による直接投票（住

民投票）が行われることもある。また，「常設型住民投票」制度も一部の自

治体で導入されている。そして，住民たちが情報公開条例を活用して地方

公共団体の腐
ふ

敗
はい

を追
つい

及
きゅう

する運動は全国的広がりをみせた。オンブズマン

（行政監察官）制度が設置された地方公共団体もある。選挙での投票率が低

い傾向にあるのと対照的に，住民の参加意識は新しい形で活発化している。

住民の活動には，地方公共団体と連
れん

携
けい

しながら成果をあげるものも多い。

高齢者サービス，国際交流，観光，文化遺産の保護など，まちづくりにお

いて，地方公共団体と住民との協力関係は欠かせない。地域の防災に関し

ても，地方公共団体の発信する防災情報を生かしながら，地域コミュニテ

ィのなかで防災のために何ができるか，住民自身が積極的に考え提案して

いくことが求められる。

3

4

4

2008年

5

p.67 p.67

ombudsman

日本の地方自治が抱える問題点は何か，身近な自治体を事例にして調べてみよう。

台風・豪
ごう

雨
う

災害などの場合，予報にもと
づき行政が防災情報を発信するものの，
住民の避

ひ

難
なん

行動に結びつきにくいことが
課題となっている。防災情報を避難行動
につなげるために，行政と住民にできる
ことは何か，話しあってみよう。

防災情報をどのように
生かすか？

3地方自治の機構　 地方公共団体の首長と議会の関係はどのようなものだろうか。

4地方財政の歳入と歳出（総務省資料）　 地
方公共団体の財源はどれくらい国に依

い

存
そん

して
いるだろうか。

地方譲与税 
2.9地方特例交付金 0.3

地方税
45.5%

自主
財源

地方交付税
19.9

地方債
8.4

国庫
支出金
16.4

雑収入
4.9

［2022年度］使用料･手数料
1.7

歳入総額
905 918億円

歳出総額
905 918億円

一
般

財
源

給与関係経費
       22.0%

一般行政経費
45.8

投資的経費
13.2

その他
  6.4

公債費
12.6

特
定
財
源

執行機関
知事
（市町村長）

議決機関
都道府県議会
（市町村議会）

政府
法定受託事務への関与

拒否権（再議権）・議会解散権
不信任決議権

任命

同意

（選任）

選挙選
挙

副
知
事
・
副
市
町
村
長
・
選
挙
管
理

委
員
な
ど
の
解
職
請
求

条
例
の
制
定
・
改
廃
請
求

住民

選
挙
・
住
民
投
票

議会の解散請
求， 首長・議員
の解職請求

事務監査
請求

解職
請求

選
挙
管
理
委
員
会

監
査
委
員

人
事（
公
平
）委
員
会

収
用
委
員
会

（
都
道
府
県
の
み
）

労
働
委
員
会

（
都
道
府
県
の
み
）

公
安
委
員
会

（
都
道
府
県
の
み
）

教
育
委
員
会

農
業
委
員
会

　
（
市
町
村
の
み
）

副
知
事

（
副
市
町
村
長
）

3地方公共団体の財源のうち，地方税などの
自主財源が歳入の3割程度しかない状態をさ
している。近年，その割合が5割程度になる
など，中央と地方の関係にも変化がみられる。
4従来の機関委任事務が廃止され，地方公共
団体が自主的に処理する自治事務と，本来は
国が果たすべき役割だが法令により地方公共
団体が処理する法定受託事務の二つになった。
その例として，自治事務には，小中学校の建
設，飲食店の営業許可，都市計画の決定など
がある。法定受託事務には，国政選挙，パス
ポートの交付，生活保護の決定などがある。
自治事務へは国の関与が是

ぜ

正
せい

の要求にとどま
る一方，法定受託事務へは是正の指示や代

だい

執
しっ

行
こう

など国の強い関与が認められている。
5社会的に必要な事業でも，自らの居住地域
で行うことには反対する住民の姿勢を「Not 
In My Back Yard（わが家の裏庭ではやらない
で）」の頭文字をとり「N

ニ ン ビ ー

IMBY」問題という。
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権限がある。憲法改正については，両院それぞれの総議員の 3分の 2以上

の賛成で改正を発議する権限をもつ。なお，国会議員には，職務を安心し

て行うために，会期中にむやみに逮
た い

捕
ほ

されないことが保障されている。

国会の構成と
運営

衆議院議員の任期は 4年であるが，任期満了前に

衆議院が解散されることが多い。参議院は解散さ

れることはなく，その任期は 6年で，3年ごとに半数が改選される。衆参

両院の結論が一
い っ

致
ち

しない場合には，衆議院の優越が憲法に規定されている。

すなわち，衆議院で可決した法律案が参議院で否決された場合，衆議院が

再度，出席議員の 3分の 2以上の賛成で可決すれば，その法律案は成立す

る。また，予算については衆議院が先
せ ん

議
ぎ

権をもち，予算の議決や，条約の

承認，内閣総理大臣の指名について，両院協議会で協議しても一致しない

場合は衆議院の議決が国会の議決となる。衆議院が優越しているのは，短

い任期や解散可能性に起因して，衆議院が国民の意向をより敏感に反映で

きるからとされる。

いわゆる「55年体制」の時期には，衆参両院の結論が一致する場合が多か

った。近年では別の結論が出る「ねじれ国会」という現象が一時みられ， 

「ねじれ」は慎重審議につながる面もあった。しかし，最近では与党が両院

で多数を占め，国会でじゅうぶんな審議がなされない状態もみられるよう

になった。

国会では，本会議のほかに予算委員会などの常任委員会や特別委員会で

実質的な審議が行われ，そこでの議決をへて本会議に上
じょう

程
て い

され，最終的に

議決される。かつては官僚が大臣のかわりに政府委員として答弁すること

が多かったが，1999年に国会審議活性化法が制定されて政府委員制度は廃

止された。また，首
し ゅ

相
しょう

と野
や

党
と う

党首が直接対決する党首討論も導入された。

p.47

第96条 1

第59条

第60条

第61条 第67条

2

p.76, p.77 3

4

5 6

二院制の意義や問題点について，まとめてみよう。

2国会で両院の議決が異
こと

なったときに開かれ
る協議機関。両院各10人の議員からなる。
法律案の議決に関しては任意だが，予算の議
決，条約の承認，内閣総理大臣の指名につい
て議決が異なった場合は必ず開かれる。

3衆議院と参議院とで多数派が異なる現象。
4国会法第45条にもとづき，その院が必要
と認めた案件について臨時に設置する委員会。
5これにかわり，政府特別補佐人（内閣法制
局長官や公正取引委員会委員長など）や政府
参考人（各省庁の局長など）が答弁できる制度
が設けられた。

1不逮捕特権（第50条）や，院内での発言や
表
ひょう

決
けつ

について院外で責任を問われない免
めん

責
せき

特
権をもつ（第51条）。

国会

両院協議会

裁判官訴追
委員会

国立国会
図書館

裁判官
弾劾裁判所

経
済
産
業

国
土
交
通

環
境
国
家
基
本
政
策

予
算
決
算
行
政
監
視

議
院
運
営

懲
罰

農
林
水
産

厚
生
労
働

文
教
科
学

財
政
金
融

外
交
防
衛

法
務

総
務

内
閣

経
済
産
業

国
土
交
通

環
境
安
全
保
障

国
家
基
本
政
策

予
算
決
算
行
政
監
視

議
院
運
営

懲
罰

農
林
水
産

厚
生
労
働

文
部
科
学

財
務
金
融

外
務

法
務

総
務

内
閣

常
任
委
員
会

特
別
委
員
会

憲
法
審
査
会

情
報
監
視
審
査
会

政
治
倫
理
審
査
会

公聴会公聴会

事務局 法制局 本会議

衆議院
定数465（小選挙区289，
 比例代表176）
任期4年， 解散あり

本会議 法制局 事務局

政
治
倫
理
審
査
会

情
報
監
視
審
査
会

憲
法
審
査
会

調
査
会

特
別
委
員
会

常
任
委
員
会

参議院
定数248（比例代表100，
 選挙区148）任期6年，
 3年ごとに半数改選

衆（
参
）議
院
議
長

常
任（
特
別
）委
員
会

参（
衆
）議
院
議
長

常
任（
特
別
）委
員
会

内閣
内
閣
提
出
案

議
員
発
議
案

本
会
議

本
会
議

修
正
可
決

可
決

立
案

（回付）

（通知）
衆議院で出席議員の
3分の2以上で再可決

回付案可決

成

　
　立

内
閣（
署
名
）

天
皇（
公
布
）

議員

内閣法制局

議院法制局

公聴会 公聴会

否
決
＊

両院協議会 両院で可決

＊参議院が衆議院で可決
された法律案を受け取っ
た後，60日以内に議決
しなかった場合にも否決
したとみなされる。

4国会の組織　 二つの議院があるのはなぜだろうか。 5法律の成立過程　法律案は衆議院・参議院
のどちらへ先に提出してもかまわない。
法律はどのような過程をへてつくられて

いるだろうか。

6党首討論　イギリス下
か

院
い ん

のクエスチョン・
タイムがモデルで，日本では1999年にはじ
めて行われた。
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権限がある。憲法改正については，両院それぞれの総議員の 3分の 2以上

の賛成で改正を発議する権限をもつ。なお，国会議員には，職務を安心し

て行うために，会期中にむやみに逮
た い

捕
ほ

されないことが保障されている。

国会の構成と
運営

衆議院議員の任期は 4年であるが，任期満了前に

衆議院が解散されることが多い。参議院は解散さ

れることはなく，その任期は 6年で，3年ごとに半数が改選される。衆参

両院の結論が一
い っ

致
ち

しない場合には，衆議院の優越が憲法に規定されている。

すなわち，衆議院で可決した法律案が参議院で否決された場合，衆議院が

再度，出席議員の 3分の 2以上の賛成で可決すれば，その法律案は成立す

る。また，予算については衆議院が先
せ ん

議
ぎ

権をもち，予算の議決や，条約の

承認，内閣総理大臣の指名について，両院協議会で協議しても一致しない

場合は衆議院の議決が国会の議決となる。衆議院が優越しているのは，短

い任期や解散可能性に起因して，衆議院が国民の意向をより敏感に反映で

きるからとされる。

いわゆる「55年体制」の時期には，衆参両院の結論が一致する場合が多か

った。近年では別の結論が出る「ねじれ国会」という現象が一時みられ， 

「ねじれ」は慎重審議につながる面もあった。しかし，最近では与党が両院

で多数を占め，国会でじゅうぶんな審議がなされない状態もみられるよう

になった。

国会では，本会議のほかに予算委員会などの常任委員会や特別委員会で

実質的な審議が行われ，そこでの議決をへて本会議に上
じょう

程
て い

され，最終的に

議決される。かつては官僚が大臣のかわりに政府委員として答弁すること

が多かったが，1999年に国会審議活性化法が制定されて政府委員制度は廃

止された。また，首
し ゅ

相
しょう

と野
や

党
と う

党首が直接対決する党首討論も導入された。
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二院制の意義や問題点について，まとめてみよう。

2国会で両院の議決が異
こと

なったときに開かれ
る協議機関。両院各10人の議員からなる。
法律案の議決に関しては任意だが，予算の議
決，条約の承認，内閣総理大臣の指名につい
て議決が異なった場合は必ず開かれる。

3衆議院と参議院とで多数派が異なる現象。
4国会法第45条にもとづき，その院が必要
と認めた案件について臨時に設置する委員会。
5これにかわり，政府特別補佐人（内閣法制
局長官や公正取引委員会委員長など）や政府
参考人（各省庁の局長など）が答弁できる制度
が設けられた。
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責
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特
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＊

両院協議会 両院で可決

＊参議院が衆議院で可決
された法律案を受け取っ
た後，60日以内に議決
しなかった場合にも否決
したとみなされる。

4国会の組織　 二つの議院があるのはなぜだろうか。 5法律の成立過程　法律案は衆議院・参議院
のどちらへ先に提出してもかまわない。
法律はどのような過程をへてつくられて

いるだろうか。

6党首討論　イギリス下
か

院
い ん

のクエスチョン・
タイムがモデルで，日本では1999年にはじ
めて行われた。
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74 第１章　民主政治と私たち

政治参加の
さまざまな方法

政治参加にはさまざまな方法がある。選挙以外に

も，請願や陳
ちん

情
じょう

，ロビイング，署名活動，集会・

討論会への参加，デモへの参加なども政治参加の方法である。また，同じ

投票でも，特に地方自治の場合は住民投票などに参加することもある。

民主政治と
選挙制度

間接民主制では，選挙によって選ばれた代表者た

ちが決定を行う。近代以降の選挙では，成人が一

人一票をもつ普通選挙，一票の価値が平等な平等選挙，だれに投票したか

を秘密にできる秘密選挙，有権者が自分で直接投票できる直接選挙という

四つを原則としている。日本では，2015年に選挙権年齢が20歳から18歳に

引き下げられた（18歳選挙権）。

選挙制度にはさまざまなものがあるが，選挙区定数の違いによって区別

することが多い。一つの選挙区から一人の議員を選出するのが小選挙区制

である。二人以上を選出する場合は大選挙区制とよばれる。一人を選出す

る小選挙区制では，二大政党制になりやすく，選挙が政権選択という性格

をもちやすいといわれる。しかし，少数意見の反映は難しく，少数派の票

は当選に結びつかない死
し

票
ひょう

となりがちである。各政党の得
とく

票
ひょう

数に応じて議

席を配分する比例代表制は，一つの選挙区から二人以上の議員を選出する

ことから大選挙区制の一種と考えられる。比例代表制では，小政党や新政

党も議席を獲得しやすく，連立政権が成立しやすい。そのため，この選挙

制度は，多様な意見や少数意見を反映しやすいが，小党分立と政権の不安

定を招く可能性があるといわれる。

p.64

p.67

p.41

p.80

2

選挙で当選するのに必要とされる「地盤（後援会組織），看板（知名度），カバン（選
挙資金）」のことを「三バン」という。

選挙に参加することは，
どのような意義をもっているのだろうか？

5 政治参加と選挙

1高等学校に設置された期日前投票所と投票する高校生
（千

ち

葉
ば

県富
とみ

里
さと

市，2016年）

投票率の低下を食いとめるには？
　選挙における投票率の低下が問題となって久しい。とりわ
け若

じゃく

年
ねん

層
そう

の投票率低下が顕
けん

著
ちょ

であり，高齢層の政治的な影響
力が増す「シルバーデモクラシー」（p.37，p.80）が生じている
との指摘もある。近年，大学や高等学校への期日前投票所の
設置や，事前に指定された投票所以外でも投票できる共通投
票所の設置など，さまざまな取り組みがなされているが，投
票率が回復したとはいいがたい。
　世界には，投票しなかった場合に罰

ばっ

金
きん

を科
か

す国があり，オ
ーストラリアでは約1,500円，ベルギーでは約600〜3,000円
の罰金が科せられる。日本もこうした「義務投票制度」の導入
を検討すべきなのだろうか。

　衆議院議員選挙の小選挙区制では得票
率と議席数の乖

かい

離
り

が大きく，死票が半数
近くにのぼった。国民の意見が多様化し
ているなかで，「つくられた多数派」を生
みだす選挙制度の問題点が指摘されてい
る。政治の根幹ともいえる選挙について
は，つねに制度の是非を検討する必要が
ある。

0 20 40 60 80 100%

4.6 4.9

189議席

公明党 1.5

9 1116

48.4％自由民主党得票率

（計289議席）

●2021年10月31日

立憲民主党 30.08.4

57

日本維新の会

その他
6 1

共産党
国民民主党 2.2

議席数

選挙制度の問題点

年 年齢
性別

納税額
（直接国税）

総人口に対す
る有権者比率

1889
（明治22）

25歳以上
の男子

15円以上 1.13%
（1890年）

1900
（明治33） 10円以上 2.18%

（1902年）
1919
（大正8） 3円以上 5.50%

（1920年）
1925
（大正14）

制限なし

19.98%
（1928年）

1945
（昭和20）

20歳以上
の男女

48.65%
（1946年）

2015
（平成27）

18歳以上
の男女

83.63%
（2016年）

2選挙権の拡大　 選挙権年齢が18歳以上に
引き下げられたのはなぜだろうか。
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討論会への参加，デモへの参加なども政治参加の方法である。また，同じ

投票でも，特に地方自治の場合は住民投票などに参加することもある。

民主政治と
選挙制度

間接民主制では，選挙によって選ばれた代表者た
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人一票をもつ普通選挙，一票の価値が平等な平等選挙，だれに投票したか

を秘密にできる秘密選挙，有権者が自分で直接投票できる直接選挙という

四つを原則としている。日本では，2015年に選挙権年齢が20歳から18歳に

引き下げられた（18歳選挙権）。

選挙制度にはさまざまなものがあるが，選挙区定数の違いによって区別

することが多い。一つの選挙区から一人の議員を選出するのが小選挙区制

である。二人以上を選出する場合は大選挙区制とよばれる。一人を選出す

る小選挙区制では，二大政党制になりやすく，選挙が政権選択という性格

をもちやすいといわれる。しかし，少数意見の反映は難しく，少数派の票

は当選に結びつかない死
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ことから大選挙区制の一種と考えられる。比例代表制では，小政党や新政

党も議席を獲得しやすく，連立政権が成立しやすい。そのため，この選挙

制度は，多様な意見や少数意見を反映しやすいが，小党分立と政権の不安

定を招く可能性があるといわれる。
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挙資金）」のことを「三バン」という。

選挙に参加することは，
どのような意義をもっているのだろうか？
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日本の選挙制度
と課題

日本の衆議院議員選挙は，長い間，一つの選挙区

から複数の議員を選出する大選挙区制（日本では

中
ちゅう

選挙区制とよんだ）を採用していた。しかし，1994年に小選挙区と11ブ

ロックを単位とする比例代表制とを組み合わせた小選挙区比例代表並
へい

立
りつ

制

が導入された。政党に所属する候補者が小選挙区と比例代表制との両方に

立候補できる重
ちょう

複
ふく

立候補制度も導入された。この選挙制度改革によって，

候補者中心の選挙から政党中心の選挙になることが期待された。

参議院議員選挙では，原則として都道府県を単位とする選挙区制と，全

国を単位とする比例代表制が採用されている。比例代表制は非拘
こう

束
そく

名簿式

を基本とするが，2019年から特定枠
わく

を設けられる拘束名簿式も導入された。

国会議員や地方公共団体の首長や議員の選挙は，公職選挙法にもとづい

て行われる。選挙が正しく行われるように実際に事務を担当するのは選挙

管理委員会である。

完全な選挙というものはなく，さまざまな課題がある。選挙制度につい

ては，小選挙区と比例代表制の並立やそれぞれへの定数配分をどうみるか

について，さまざまな見解がある。平等選挙の原則からは，「一票の格差」

も問題である。裁判所からは違憲判決や違憲状態とする判決が何度もださ

れており，立法府の対応が求められる。さらに，投票率の低下への対応も

課題である。その極
きょく

端
たん

な低下は，間接民主制自体への疑いにもつながるか

らである。そのため，期日前投票制度の導入やインターネットでの選挙運

動の解禁などの対応も行われている。日本では戸
こ

別
べつ

訪問は禁止されている

が，諸外国のように認めるべきとする意見もある。

p.80

1

p.80 23

₁₉₅₀年

4

3

5

p.41

投票率の低下を防ぐためには，どのような方法が考えられるだろうか。諸外国の取
り組みも参考にして，具体的な例をあげてまとめてみよう。

1小選挙区で落選した場合でも，比例代表の
名簿順位が上位ならば復活当選できることが
ある。また，各政党は比例代表の候補者名簿
で複数の候補者を同一順位にならべることが
でき，同一順位の場合は惜

せき

敗
はい

率
りつ

（小選挙区に
おける落選者の得票数を当選者の得票数で割
った数値）が高い候補者から順に当選者が決
まる。ただし，小選挙区での得票数が有効投
票総数の10分の1に満たないと，比例代表で
の復活当選はできない。
2各政党は順位を決めずに候補者名簿を作成
し，有権者は候補者名または政党名のいずれ
かを書いて投票する。候補者名の得票数と政
党名の得票数を合算したものを政党の得票総
数とし，各政党の当選者数はドント式で配分
される。そのうえで，個人としての得票数が
多い候補者から順に当選が決まる。
32021年の衆議院選挙では最大2.08倍，2022 
年の参議院選挙では最大3.03倍であった。

衆議院〔小選挙区比例代表並立制〕
（465名，任期4年，解散あり）

参議院
（248名，任期6年，3年ごとに半数を改選）

被選挙権 25歳以上 30歳以上

選挙の種類 小選挙区選挙 比例代表選挙
〔拘束名簿式〕 選挙区制選挙

比例代表選挙
〔非拘束（一部拘
束）名簿式〕

定数 289名 176名 148名（74名を改選）100名（50名を改選）
選挙区の数 289 11（ブロック単位）45（都道府県単位＊）1（全国）
投票の
しかた 立候補者名を記入 政党名を記入 立候補者名を記入 政党名か立候補者名を記入

当選者

各選挙区で得票
数の1位の者が
当選（有効投票
数の6分の1以
上の得票が必
要）

各ブロックごと
に，ドント式で
各党に議席を配
分し，各党の順
位の上位者から
当選

各選挙区ごとに
得票数の上位者
から定数が当選
＊ 鳥取県と島根県，
徳島県と高知県
は合区

政党票と個人票
の合計でドント
式により議席を
配分し，特定枠
は名簿順，ほか
は個人票の多い
順に当選

3衆議院と参議院の選挙制度　「ドント式」は，各党の得票数を自然数で
割り商

しょう

の大きい順に議席を配分する。　 日本の選挙制度にはどのよう
な問題があるだろうか。

4衆議院議員選挙の議員定数　小選挙区の区割りや比例代表の定数
は，国勢調査で調べた人口をもとに，原則10年ごとに見直される。 
2022年以降の見直しでは，人口比がより反映される「アダムズ方式」
が導入される。　 なぜ「アダムズ方式」が導入されるのだろうか。
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5国政選挙における投票率の推移（総務省資
料）　 近年，投票率が低下しているのはな
ぜだろうか。
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751テーマ 民主政治と政治参加

日本の選挙制度
と課題

日本の衆議院議員選挙は，長い間，一つの選挙区

から複数の議員を選出する大選挙区制（日本では

中
ちゅう

選挙区制とよんだ）を採用していた。しかし，1994年に小選挙区と11ブ

ロックを単位とする比例代表制とを組み合わせた小選挙区比例代表並
へい

立
りつ

制

が導入された。政党に所属する候補者が小選挙区と比例代表制との両方に

立候補できる重
ちょう

複
ふく

立候補制度も導入された。この選挙制度改革によって，

候補者中心の選挙から政党中心の選挙になることが期待された。

参議院議員選挙では，原則として都道府県を単位とする選挙区制と，全

国を単位とする比例代表制が採用されている。比例代表制は非拘
こう

束
そく

名簿式

を基本とするが，2019年から特定枠
わく

を設けられる拘束名簿式も導入された。

国会議員や地方公共団体の首長や議員の選挙は，公職選挙法にもとづい

て行われる。選挙が正しく行われるように実際に事務を担当するのは選挙

管理委員会である。

完全な選挙というものはなく，さまざまな課題がある。選挙制度につい

ては，小選挙区と比例代表制の並立やそれぞれへの定数配分をどうみるか

について，さまざまな見解がある。平等選挙の原則からは，「一票の格差」

も問題である。裁判所からは違憲判決や違憲状態とする判決が何度もださ

れており，立法府の対応が求められる。さらに，投票率の低下への対応も

課題である。その極
きょく

端
たん

な低下は，間接民主制自体への疑いにもつながるか

らである。そのため，期日前投票制度の導入やインターネットでの選挙運

動の解禁などの対応も行われている。日本では戸
こ

別
べつ

訪問は禁止されている

が，諸外国のように認めるべきとする意見もある。

p.80

1

p.80 23

₁₉₅₀年

4

3

5

p.41

投票率の低下を防ぐためには，どのような方法が考えられるだろうか。諸外国の取
り組みも参考にして，具体的な例をあげてまとめてみよう。

1小選挙区で落選した場合でも，比例代表の
名簿順位が上位ならば復活当選できることが
ある。また，各政党は比例代表の候補者名簿
で複数の候補者を同一順位にならべることが
でき，同一順位の場合は惜

せき

敗
はい

率
りつ

（小選挙区に
おける落選者の得票数を当選者の得票数で割
った数値）が高い候補者から順に当選者が決
まる。ただし，小選挙区での得票数が有効投
票総数の10分の1に満たないと，比例代表で
の復活当選はできない。
2各政党は順位を決めずに候補者名簿を作成
し，有権者は候補者名または政党名のいずれ
かを書いて投票する。候補者名の得票数と政
党名の得票数を合算したものを政党の得票総
数とし，各政党の当選者数はドント式で配分
される。そのうえで，個人としての得票数が
多い候補者から順に当選が決まる。
32019年の参議院選挙では最大3.00倍，2021
年の衆議院選挙では最大2.08倍であった。

衆議院〔小選挙区比例代表並立制〕
（465名，任期4年，解散あり）

参議院
（245名，任期6年，3年ごとに半数を改選）

被選挙権 25歳以上 30歳以上

選挙の種類 小選挙区選挙 比例代表選挙
〔拘束名簿式〕 選挙区制選挙

比例代表選挙
〔非拘束（一部拘
束）名簿式〕

定数 289名 176名 147名（74名を改選）98名（50名を改選）
選挙区の数 289 11（ブロック単位）45（都道府県単位＊）1（全国）
投票の
しかた 立候補者名を記入 政党名を記入 立候補者名を記入 政党名か立候補者名を記入

当選者

各選挙区で得票
数の1位の者が
当選（有効投票
数の6分の1以
上の得票が必
要）

各ブロックごと
に，ドント式で
各党に議席を配
分し，各党の順
位の上位者から
当選

各選挙区ごとに
得票数の上位者
から定数が当選
＊ 鳥取県と島根県，
徳島県と高知県
は合区

政党票と個人票
の合計でドント
式により議席を
配分し，特定枠
は名簿順，ほか
は個人票の多い
順に当選

※参議院の定数は2022年7月に選挙区148・比例代表100（計248）になる。

3衆議院と参議院の選挙制度　「ドント式」は，各党の得票数を自然数で
割り商

しょう

の大きい順に議席を配分する。　 日本の選挙制度にはどのよう
な問題があるだろうか。

4衆議院議員選挙の議員定数　小選挙区の区割りや比例代表の定数
は，国勢調査で調べた人口をもとに，原則10年ごとに見直される。 
2022年以降の見直しでは，人口比がより反映される「アダムズ方式」
が導入される。　 なぜ「アダムズ方式」が導入されるのだろうか。
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5国政選挙における投票率の推移（総務省資
料）　 近年，投票率が低下しているのはな
ぜだろうか。
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751テーマ 民主政治と政治参加

日本の選挙制度
と課題

日本の衆議院議員選挙は，長い間，一つの選挙区

から複数の議員を選出する大選挙区制（日本では

中
ちゅう

選挙区制とよんだ）を採用していた。しかし，1994年に小選挙区と11ブ

ロックを単位とする比例代表制とを組み合わせた小選挙区比例代表並
へい

立
りつ

制

が導入された。政党に所属する候補者が小選挙区と比例代表制との両方に

立候補できる重
ちょう

複
ふく

立候補制度も導入された。この選挙制度改革によって，

候補者中心の選挙から政党中心の選挙になることが期待された。

参議院議員選挙では，原則として都道府県を単位とする選挙区制と，全

国を単位とする比例代表制が採用されている。比例代表制は非拘
こう

束
そく

名簿式

を基本とするが，2019年から特定枠
わく

を設けられる拘束名簿式も導入された。

国会議員や地方公共団体の首長や議員の選挙は，公職選挙法にもとづい

て行われる。選挙が正しく行われるように実際に事務を担当するのは選挙

管理委員会である。

完全な選挙というものはなく，さまざまな課題がある。選挙制度につい

ては，小選挙区と比例代表制の並立やそれぞれへの定数配分をどうみるか

について，さまざまな見解がある。平等選挙の原則からは，「一票の格差」

も問題である。裁判所からは違憲判決や違憲状態とする判決が何度もださ

れており，立法府の対応が求められる。さらに，投票率の低下への対応も

課題である。その極
きょく

端
たん

な低下は，間接民主制自体への疑いにもつながるか

らである。そのため，期日前投票制度の導入やインターネットでの選挙運

動の解禁などの対応も行われている。日本では戸
こ

別
べつ

訪問は禁止されている

が，諸外国のように認めるべきとする意見もある。
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p.41

投票率の低下を防ぐためには，どのような方法が考えられるだろうか。諸外国の取
り組みも参考にして，具体的な例をあげてまとめてみよう。

1小選挙区で落選した場合でも，比例代表の
名簿順位が上位ならば復活当選できることが
ある。また，各政党は比例代表の候補者名簿
で複数の候補者を同一順位にならべることが
でき，同一順位の場合は惜

せき

敗
はい

率
りつ

（小選挙区に
おける落選者の得票数を当選者の得票数で割
った数値）が高い候補者から順に当選者が決
まる。ただし，小選挙区での得票数が有効投
票総数の10分の1に満たないと，比例代表で
の復活当選はできない。
2各政党は順位を決めずに候補者名簿を作成
し，有権者は候補者名または政党名のいずれ
かを書いて投票する。候補者名の得票数と政
党名の得票数を合算したものを政党の得票総
数とし，各政党の当選者数はドント式で配分
される。そのうえで，個人としての得票数が
多い候補者から順に当選が決まる。
32019年の参議院選挙では最大3.00倍，2021
年の衆議院選挙では最大2.08倍であった。

衆議院〔小選挙区比例代表並立制〕
（465名，任期4年，解散あり）

参議院
（245名，任期6年，3年ごとに半数を改選）

被選挙権 25歳以上 30歳以上

選挙の種類 小選挙区選挙 比例代表選挙
〔拘束名簿式〕 選挙区制選挙

比例代表選挙
〔非拘束（一部拘
束）名簿式〕

定数 289名 176名 147名（74名を改選）98名（50名を改選）
選挙区の数 289 11（ブロック単位）45（都道府県単位＊）1（全国）
投票の
しかた 立候補者名を記入 政党名を記入 立候補者名を記入 政党名か立候補者名を記入

当選者

各選挙区で得票
数の1位の者が
当選（有効投票
数の6分の1以
上の得票が必
要）

各ブロックごと
に，ドント式で
各党に議席を配
分し，各党の順
位の上位者から
当選

各選挙区ごとに
得票数の上位者
から定数が当選
＊ 鳥取県と島根県，
徳島県と高知県
は合区

政党票と個人票
の合計でドント
式により議席を
配分し，特定枠
は名簿順，ほか
は個人票の多い
順に当選

※参議院の定数は2022年7月に選挙区148・比例代表100（計248）になる。

3衆議院と参議院の選挙制度　「ドント式」は，各党の得票数を自然数で
割り商

しょう

の大きい順に議席を配分する。　 日本の選挙制度にはどのよう
な問題があるだろうか。

4衆議院議員選挙の議員定数　小選挙区の区割りや比例代表の定数
は，国勢調査で調べた人口をもとに，原則10年ごとに見直される。 
2022年以降の見直しでは，人口比がより反映される「アダムズ方式」
が導入される。　 なぜ「アダムズ方式」が導入されるのだろうか。
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料）　 近年，投票率が低下しているのはな
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751テーマ 民主政治と政治参加

日本の選挙制度
と課題

日本の衆議院議員選挙は，長い間，一つの選挙区

から複数の議員を選出する大選挙区制（日本では

中
ちゅう

選挙区制とよんだ）を採用していた。しかし，1994年に小選挙区と11ブ

ロックを単位とする比例代表制とを組み合わせた小選挙区比例代表並
へい

立
りつ

制

が導入された。政党に所属する候補者が小選挙区と比例代表制との両方に

立候補できる重
ちょう

複
ふく

立候補制度も導入された。この選挙制度改革によって，

候補者中心の選挙から政党中心の選挙になることが期待された。

参議院議員選挙では，原則として都道府県を単位とする選挙区制と，全

国を単位とする比例代表制が採用されている。比例代表制は非拘
こう

束
そく

名簿式

を基本とするが，2019年から特定枠
わく

を設けられる拘束名簿式も導入された。

国会議員や地方公共団体の首長や議員の選挙は，公職選挙法にもとづい

て行われる。選挙が正しく行われるように実際に事務を担当するのは選挙

管理委員会である。

完全な選挙というものはなく，さまざまな課題がある。選挙制度につい

ては，小選挙区と比例代表制の並立やそれぞれへの定数配分をどうみるか

について，さまざまな見解がある。平等選挙の原則からは，「一票の格差」

も問題である。裁判所からは違憲判決や違憲状態とする判決が何度もださ

れており，立法府の対応が求められる。さらに，投票率の低下への対応も

課題である。その極
きょく

端
たん

な低下は，間接民主制自体への疑いにもつながるか

らである。そのため，期日前投票制度の導入やインターネットでの選挙運

動の解禁などの対応も行われている。日本では戸
こ

別
べつ

訪問は禁止されている

が，諸外国のように認めるべきとする意見もある。
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p.41

投票率の低下を防ぐためには，どのような方法が考えられるだろうか。諸外国の取
り組みも参考にして，具体的な例をあげてまとめてみよう。

1小選挙区で落選した場合でも，比例代表の
名簿順位が上位ならば復活当選できることが
ある。また，各政党は比例代表の候補者名簿
で複数の候補者を同一順位にならべることが
でき，同一順位の場合は惜

せき

敗
はい

率
りつ

（小選挙区に
おける落選者の得票数を当選者の得票数で割
った数値）が高い候補者から順に当選者が決
まる。ただし，小選挙区での得票数が有効投
票総数の10分の1に満たないと，比例代表で
の復活当選はできない。
2各政党は順位を決めずに候補者名簿を作成
し，有権者は候補者名または政党名のいずれ
かを書いて投票する。候補者名の得票数と政
党名の得票数を合算したものを政党の得票総
数とし，各政党の当選者数はドント式で配分
される。そのうえで，個人としての得票数が
多い候補者から順に当選が決まる。
32021年の衆議院選挙では最大2.08倍，2022 
年の参議院選挙では最大3.03倍であった。

衆議院〔小選挙区比例代表並立制〕
（465名，任期4年，解散あり）

参議院
（248名，任期6年，3年ごとに半数を改選）

被選挙権 25歳以上 30歳以上

選挙の種類 小選挙区選挙 比例代表選挙
〔拘束名簿式〕 選挙区制選挙

比例代表選挙
〔非拘束（一部拘
束）名簿式〕

定数 289名 176名 148名（74名を改選）100名（50名を改選）
選挙区の数 289 11（ブロック単位）45（都道府県単位＊）1（全国）
投票の
しかた 立候補者名を記入 政党名を記入 立候補者名を記入 政党名か立候補者名を記入

当選者

各選挙区で得票
数の1位の者が
当選（有効投票
数の6分の1以
上の得票が必
要）

各ブロックごと
に，ドント式で
各党に議席を配
分し，各党の順
位の上位者から
当選

各選挙区ごとに
得票数の上位者
から定数が当選
＊ 鳥取県と島根県，
徳島県と高知県
は合区

政党票と個人票
の合計でドント
式により議席を
配分し，特定枠
は名簿順，ほか
は個人票の多い
順に当選

3衆議院と参議院の選挙制度　「ドント式」は，各党の得票数を自然数で
割り商

しょう

の大きい順に議席を配分する。　 日本の選挙制度にはどのよう
な問題があるだろうか。

4衆議院議員選挙の議員定数　小選挙区の区割りや比例代表の定数
は，国勢調査で調べた人口をもとに，原則10年ごとに見直される。 
2022年以降の見直しでは，人口比がより反映される「アダムズ方式」
が導入される。　 なぜ「アダムズ方式」が導入されるのだろうか。
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4
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2
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2

3

4

3

5
555

8
55

4

4

34

投票は小選挙区と比例代表の二票制で行われる。
数字は小選挙区の都道府県別選挙区数

比例代表のブロックと定数

九州
20

3

3

44
4

3

近畿
28

北陸信越
11

北海道
8

北海道
8

東北
13

北関東
19

南関東
22

東海
21

東京都
17

四国
6

中国
11

5国政選挙における投票率の推移（総務省資
料）　 近年，投票率が低下しているのはな
ぜだろうか。

20年7060 80 90 2000 10501945
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78 第１章　民主政治と私たち

民主主義に
おける世論

民主主義において，私たちが政治に影響力をもつ

のは，選挙だけではない。世
せろん（よろん）

論もまた，世論調査

の内閣支持率や政党支持率を通じて，政治に大きな影響をおよぼしている。

世論のにない手は私たち市民である。しかし，その世論は，メディアの

報道によって大きな影響を受ける。メディアには，マスメディアとよばれ

る新聞やテレビのほかに，インターネットを使ったソーシャルメディアに

よる情報発信が含まれる。そして，マスメディアがあるできごとや事件を

取り上げること自体が，それが「重要な問題だ」という印象を人々にあたえ，

世論を左右することがある（議題設定機能）。そのため，マスメディアは，

その影響力の強さから，立法，行政，司法につぐ「第四の権力」とよばれる

場合もある。

世論への
メディアの影響

メディアが世論におよぼす影響には悪い面とよい

面の両面がある。メディアは世論操作を行う。た

とえば，近年のアメリカ大統領選挙では，有権者のインターネットの閲
え つ

覧
ら ん

履
り

歴
れ き

などをもとにして，さまざまなメディアを通じて大量に情報を発信す

る選挙キャンペーンが行われるようになった。そのため，人々は日常のな

かで何気なくインターネットを閲覧しているうちに，いつのまにか特定の

政党や候補者への支持を強めることになる可能性がある。

一方，メディアは人々の政治活動の支えとなる可能性もある。2011年か

ら2012年にかけて起こった，エジプトなどのアラブ諸国における「アラブ

の春」とよばれる権威主義体制への大規模な抗議運動では，衛星放送やイ

public opinion

1

media

mass media

2

internet social media

3

agenda-setting

2

4

メディア（media）ということばの語源はラテン語のmedium（メディウム）で，
もともとは「中間」や「媒

ば い

介
か い

」を意味する。

メディアの情報と
どのように接していけばよいのだろうか？メディアと世論7

2新聞やテレビ，ラジオなど，マスコミュニ
ケーションの媒

ばい

体
たい

になるものをいう。マスコ
ミュニケーションは，マスメディアをとおし
て大量の情報が不特定多数の大

たい

衆
しゅう

（マス）に伝
達されることで，個々人間

かん

におけるパーソナ
ル・コミュニケーションと対比される。

1一般的には全数ではなく標本抽
ちゅう

出
しゅつ

法により
行われる。そのため統計的な誤差にも留意す
る必要がある。また，同じ内容でも質問のつ
くり方などで結果が大きく違ってくるという
例もあることから，世論操作の道具となる一
面もある。

3インターネット上で，利用者どうしが情報
を送受信することで成り立つメディアのこと。

1新聞各社の世論調査による「内閣支持率」（2021年）　調査方
法はいずれも，コンピューターで無作為に電話番号を作成し，
固定電話と携帯電話に調査員が電話をかけるRDD方式。

メディアによって世論調査の結果に
違いがあるのはなぜ？
　報道機関は定期的に内閣支持率などの世論調査をしている
が，同じ趣旨の調査なのに報道機関によって数字に差がある
のはなぜだろうか。その理由は，質問文や選択肢

し

，質問方法
の違いなどによる。たとえば，「○○内閣を支持しますか，支
持しませんか」という質問に対して，答えなかった人をそのま
ま「答えない」に計上するメディアがある。一方で，「どちら 
かといえば」と重ねて聞くメディアもある。そのように，あえ
て重ねて聞かれると，内閣に勢いがあるときは内閣支持へ流
れ，落ち目のときは不支持へと流れる傾向がある。世論調査
の結果は，そのような特徴をふまえて読み解くようにしたい。

2太平洋戦争中の新聞報道　大本営発表によ
る虚偽の戦果を伝えるミッドウェー海戦の報
道（1942年6月）

新聞社 質問文／重ね聞き文 調査の結果

A社
１月 23・
24日調査

B 社
１月 16日
調査

C社
１月 15～
17日調査

D社
１月 29～
31日調査

あなたは，菅内閣を，支持し
ますか，支持しませんか。／
どちらかといえば，支持しま
すか，支持しませんか。

あなたは菅内閣を支持します
か，しませんか。／お気持ち
に近いのはどちらですか。

あなたは，菅内閣を支持しま
すか。支持しませんか。
（重ね聞きなし）

菅内閣を支持しますか。
（重ね聞きなし）

すが

支持する
33%

その他・答えない 22

支持しない
45

支持する
33%

答えない 10

支持しない
57

支持する
43%

支持しない
50

いえない，わからない 7

支持する
39%

支持しない
49

その他 4 答えない 8
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78 第１章　民主政治と私たち

民主主義に
おける世論

民主主義において，私たちが政治に影響力をもつ

のは，選挙だけではない。世
せろん（よろん）

論もまた，世論調査

の内閣支持率や政党支持率を通じて，政治に大きな影響をおよぼしている。

世論のにない手は私たち市民である。しかし，その世論は，メディアの

報道によって大きな影響を受ける。メディアには，マスメディアとよばれ

る新聞やテレビのほかに，インターネットを使ったソーシャルメディアに

よる情報発信が含まれる。そして，マスメディアがあるできごとや事件を

取り上げること自体が，それが「重要な問題だ」という印象を人々にあたえ，

世論を左右することがある（議題設定機能）。そのため，マスメディアは，

その影響力の強さから，立法，行政，司法につぐ「第四の権力」とよばれる

場合もある。

世論への
メディアの影響

メディアが世論におよぼす影響には悪い面とよい

面の両面がある。メディアは世論操作を行う。た

とえば，近年のアメリカ大統領選挙では，有権者のインターネットの閲
え つ

覧
ら ん

履
り

歴
れ き

などをもとにして，さまざまなメディアを通じて大量に情報を発信す

る選挙キャンペーンが行われるようになった。そのため，人々は日常のな

かで何気なくインターネットを閲覧しているうちに，いつのまにか特定の

政党や候補者への支持を強めることになる可能性がある。

一方，メディアは人々の政治活動の支えとなる可能性もある。2011年か

ら2012年にかけて起こった，エジプトなどのアラブ諸国における「アラブ

の春」とよばれる権威主義体制への大規模な抗議運動では，衛星放送やイ

public opinion

1

media

mass media

2

internet social media

3

agenda-setting

2

4

メディア（media）ということばの語源はラテン語のmedium（メディウム）で，
もともとは「中間」や「媒

ば い

介
か い

」を意味する。

メディアの情報と
どのように接していけばよいのだろうか？メディアと世論7

2新聞やテレビ，ラジオなど，マスコミュニ
ケーションの媒

ばい

体
たい

になるものをいう。マスコ
ミュニケーションは，マスメディアをとおし
て大量の情報が不特定多数の大

たい

衆
しゅう

（マス）に伝
達されることで，個々人間

かん

におけるパーソナ
ル・コミュニケーションと対比される。

1一般的には全数ではなく標本抽
ちゅう

出
しゅつ

法により
行われる。そのため統計的な誤差にも留意す
る必要がある。また，同じ内容でも質問のつ
くり方などで結果が大きく違ってくるという
例もあることから，世論操作の道具となる一
面もある。

3インターネット上で，利用者どうしが情報
を送受信することで成り立つメディアのこと。

1新聞各社の世論調査による「内閣支持率」（2022年）　調査方
法はいずれも，コンピューターで無作為に電話番号を作成し，
固定電話と携帯電話に調査員が電話をかけるRDD方式。

メディアによって世論調査の結果に
違いがあるのはなぜ？
　報道機関は定期的に内閣支持率などの世論調査をしている
が，同じ趣旨の調査なのに報道機関によって数字に差がある
のはなぜだろうか。その理由は，質問文や選択肢

し

，質問方法
の違いなどによる。たとえば，「○○内閣を支持しますか，支
持しませんか」という質問に対して，答えなかった人をそのま
ま「答えない」に計上するメディアがある。一方で，「どちら 
かといえば」と重ねて聞くメディアもある。そのように，あえ
て重ねて聞かれると，内閣に勢いがあるときは内閣支持へ流
れ，落ち目のときは不支持へと流れる傾向がある。世論調査
の結果は，そのような特徴をふまえて読み解くようにしたい。

2太平洋戦争中の新聞報道　大本営発表によ
る虚偽の戦果を伝えるミッドウェー海戦の報
道（1942年6月）

新聞社 質問文／重ね聞き文 調査の結果

A社
９月 10・
11日調査

B 社
９月 17・
18日調査

C社
９月２～
４日調査

D社
９月 16～
18日調査

あなたは，岸田内閣を，支持
しますか，支持しませんか。
／どちらかといえば，支持し
ますか，支持しませんか。

あなたは岸田内閣を支持しま
すか，しませんか。／お気持
ちに近いのはどちらですか。

あなたは，岸田内閣を支持し
ますか。支持しませんか。
（重ね聞きなし）

岸田内閣を支持しますか。
（重ね聞きなし）

支持する
41%

その他・答えない 12

支持しない
47

支持する
29%

答えない 7

支持しない
64

支持する
43%

支持しない
49

いえない，わからない 8

支持する
50%

支持しない
41

その他 3 答えない 6
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80 第１章　民主政治と私たち

　国立国会図書館の調査（2015年）によると，世界の189の
国・地域のうち９割近くが，日本の衆議院にあたる下

か

院
いん

議
員選挙（一院制を含む）で，18歳から投票できる。日本で
18歳選挙権が導入されたのは，世界標準にあわせるとと
もに，若い世代の政治に対する関心を高め，積極的な参加
をうながすためである。
　現在の日本では，子どもの数が減り高齢者の割合が増え
る少

しょう

子
し

高齢化が進行し，さらに投票率も若い世代より高齢
者のほうが高いため，高齢者向けの政策が重視されやすい
「シルバーデモクラシー」が生じているといわれている（p.37）。
そのため，将来をになう若い世代の意見を政治に反映する
必要性がさけばれている。

18歳選挙権導入の背景
　衆議院議員選挙では小選挙区比例代表並

へい

立
りつ

制が，参議院
議員選挙では選挙区制と比例代表制がとられている。衆議
院の比例代表制（拘

こう

束
そく

名簿式）では，投票用紙に政党名を記
入するが，参議院の比例代表制（非拘束名簿式）では，投票
用紙に候補者名か政党名のどちらかを記入することになっ
ているので，注意しよう。

日本の選挙制度

　公職選挙法の改正によって，2015年から選挙権年齢が18歳以上に引き下げられた。ここでは，選挙のしくみや政治活動・
選挙運動の注意点を確認するとともに，模擬選挙をとおして政治参加のための実践的な力を身につけよう。

模擬選挙をやってみよう

選挙の基本を知ろうフォーカス

2年層別の投票率（総務省資料）

1おもな国・地域の選挙権年齢（国立国会図書館資料）

年齢 おもな国・地域
21歳 オマーン，クウェート，シンガポール，マレーシア，レバノン

20歳 カメルーン，台湾，バーレーン

19歳 韓国

18歳 アメリカ，イギリス，オーストラリア，カナダ，ドイツ，フランス，
ロシア，日本

17歳 インドネシア，東ティモール

16歳 アルゼンチン，オーストリア，キューバ，ブラジル
＊下院議員選挙（一院制含む）の選挙権年齢。 ［2015年］

3衆議院議員選挙と参議院議員選挙のしくみ

100

80

60

40

20

0

（%）

80～歳18・19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 65～6960～64 70～74 75～79

食料生産

＊18・19歳と20歳以上とで調査方法が異なる ［2017年衆議院議員選挙］

46.8346.83
40.4940.49

30.7430.74
36.9036.90

42.4642.46
46.7846.78

51.9151.91全体 53.68全体 53.68 55.1755.17
61.1261.12

65.5165.51
73.4273.4270.33 74.1674.16 70.26

選挙区 74人＊ 比例代表
（非拘束〔一部拘束〕名簿式） 50人＊

・全国1区
・政党が順位なしの名簿を提出
・選挙区との重複立候補不可

・全国1区
・政党が順位なしの名簿を提出
・選挙区との重複立候補不可

得票数の上位者から
選挙区の定数分当選 ・個人名＋政党名の合計の得票数

をドント式で配分
・個人の得票数の順に当選を決定＊定数は2022年7月に選挙区148，比例代表

　100（計248）になる
＊＊鳥取県と島根県，徳島県と高知県は合区

・45選挙区＊＊（定数1～6人）
・選挙区ごとに政党などが候補者を立てる
・無所属も可

比例代表の例
特定枠（拘束名簿）：名簿順に当選

○○党総得票数
300万票 非拘束名簿：得票数の多い順に当選

120万票

100万票b候補
50万票c候補
30万票d候補

政党名

a候補 ̶ 当選

当選
当選
落選

（3議席獲得した場合）

（小選挙区比例代表並立制）　定数465人衆議院

定数245人，3年ごとに定数の半分（124人）を改選＊参議院

比例代表の例

落選（惜敗率80％）
落選（惜敗率30％）

惜敗率の高い
ほうが当選

289人

各小選挙区の1位が当選

候補者名を記入

候補者名を記入 候補者名または政党名を記入

政党名を記入

・289選挙区（定数1人）
・選挙区ごとに政党などが候補者を立てる
・無所属も可

＊＊惜敗率（%）＝落選者の得票数当選者の得票数×100
せき はい りつ

＊政党の得票数を1，2，3…の整数で割り，
数値の大きい順に議席を配分する方法
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　国立国会図書館の調査（2015年）によると，世界の189の
国・地域のうち９割近くが，日本の衆議院にあたる下

か

院
いん

議
員選挙（一院制を含む）で，18歳から投票できる。日本で
18歳選挙権が導入されたのは，世界標準にあわせるとと
もに，若い世代の政治に対する関心を高め，積極的な参加
をうながすためである。
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し
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116 第３章　経済社会で生きる私たち

　企業は，銀行や株式市
し

場
じょう

などから資金を調達して設備投
資を行うとともに労働者を雇

こ

用
よう

することで財・サービスの
生産を行う。経済が発展していくなかで，その姿は大きく
変わり，多様化してきた。企業にはさまざまな規模のもの
が存在する。農家や個人商店のように一人によって経営さ
れている個人事業の形態から，家族が中心になって経営さ
れているもの，何十万人も働いている巨大な企業まで存在
する。企業は，事業の状況や景気に応じて，労働者の雇用
調整を行い，企業の規模を変化させる。
　所有や経営の形態もさまざまである。政府や地方公共団
体によって管理される企業は公

こう

企業とよばれる。一方，民
間の主体によって所有される企業は私

し

企業とよばれる。私
企業が利

り

潤
じゅん

の追求を目的とするのに対して，公企業は私企
業では達成しにくい公的な目的のために生産活動を行う。
　私企業は，個人が自己の財産を用いて経営を行う個人企
業と複数の人々が共同出資によって設立した法

ほう

人
じん

企業とに

さまざまな企業の姿1

p.156

分けられる。法人企業のなかでも，営利を目的とするもの
は会社（会社企業）とよばれ，株式会社，合名会社，合資会
社，合同会社の四つがある。こうした会社のしくみは，会
社法によって規定されており，企業の設立や運営・管理に
ついて定められている。

　法人企業の代表格である株式会社とは，株式の発行によ
って集めた資金をもとに設立される会社である。その出資
者である株

かぶ

主
ぬし

は，出資比率に応じて企業に対する｢持ち分｣
（権利）をもち，この｢持ち分｣を株式とよぶ。株主は，株式
会社の所有者であり，出資比率に応じて配当を受ける権利，
株主総会での議決権などをもつ。企業が負

ふ

債
さい

を抱えて倒
とう

産
さん

した場合，株主は株式を失うだけで，自分の個人的財産を
拠
きょ

出
しゅつ

して負債を弁
べん

償
しょう

する必要はない（有限責任）。主要な企
業の株式は株式市場で売

ばい

買
ばい

され，その時価総額は企業価値
をあらわすめやすとなる。企業の総資産額から総負債額を
引いた残差を純資産といい，発行済み株式や配当されずに
企業に蓄積された内

ない

部
ぶ

留
りゅう

保
ほ

などがその内容をなす。銀行借
かり

入
いれ

や社
しゃ

債
さい

発行など外部からの借り入れによって調達された
資本を他人資本とよぶのに対し，純資産は，企業が内部調
達した資本であるところから自己資本ともよばれる。

₂₀₀₅年

株式会社のしくみ2

1企業の活動例

　私たちが日々の生活で目にする財
ざい

やサービスのほとんどが企業によって生産されたものである。インターネット上の広
告や街で見かける看板にはさまざまな企業の名前が書いてあるが，それらの企業はどのように運営されているのだろうか。
新聞やニュースでは株価が取り上げられているが，それはどのように企業とかかわるのだろうか。

現代の企業

3会社企業の種類　有限責任は自分の出資分だけの責任を負う。

私
企
業

個人企業 個人商店，
農家など

法
人
企
業

会社企業 株式会社など

組合企業
生活協同組合，
農業協同組合な
ど

2企業の種類

公
企
業

地方公営企業 水道，バス，
ガスなど

独立行政法人
形態ほか

国立印刷局，
造幣局など

公私合同企業 ＮＴＴ，JTなど

出資者 経営者 特徴

株
式
会
社

公開
会社 有限責任の

株主

取締役
（3人以上）

旧来の株式会社制度に近い。多額
の資本を要する企業に適する

株式譲渡
制限会社

取締役
（1人以上）

旧来の有限会社のしくみを取り入
れた。中小規模の会社が多い

合名会社 無限責任
社員

無限責任
社員

親子兄弟，知人などによる小規模
会社が多い

合資会社
無限責任社
員と有限責
任社員

無限責任社
員と有限責
任社員

小規模会社が多い

合同会社 有限責任
社員

有限責任
社員

広く定款による組織の運営を認め，
かつ出資者が有限責任を負う

株主へ
の配当

売上金

利潤の
分配

資金

事業の拡大（利潤の一部はつぎの生産へ投下される）

原材料

労働力

資金の
回収

利潤

設備投資 設備拡張

生産

研究・開発 技術革新

販売
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　企業は，銀行や株式市
し
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じょう

などから資金を調達して設備投
資を行うとともに労働者を雇

こ

用
よう

することで財・サービスの
生産を行う。経済が発展していくなかで，その姿は大きく
変わり，多様化してきた。企業にはさまざまな規模のもの
が存在する。農家や個人商店のように一人によって経営さ
れている個人事業の形態から，家族が中心になって経営さ
れているもの，何十万人も働いている巨大な企業まで存在
する。企業は，事業の状況や景気に応じて，労働者の雇用
調整を行い，企業の規模を変化させる。
　所有や経営の形態もさまざまである。政府や地方公共団
体によって管理される企業は公

こう

企業とよばれる。一方，民
間の主体によって所有される企業は私

し

企業とよばれる。私
企業が利

り

潤
じゅん

の追求を目的とするのに対して，公企業は私企
業では達成しにくい公的な目的のために生産活動を行う。
　私企業は，個人が自己の財産を用いて経営を行う個人企
業と複数の人々が共同出資によって設立した法

ほう

人
じん

企業とに

さまざまな企業の姿1

p.156

分けられる。法人企業のなかでも，営利を目的とするもの
は会社（会社企業）とよばれ，株式会社，合名会社，合資会
社，合同会社の四つがある。こうした会社のしくみは，会
社法によって規定されており，企業の設立や運営・管理に
ついて定められている。

　法人企業の代表格である株式会社とは，株式の発行によ
って集めた資金をもとに設立される会社である。その出資
者である株

かぶ

主
ぬし

は，出資比率に応じて企業に対する｢持ち分｣
（権利）をもち，この｢持ち分｣を株式とよぶ。株主は，株式
会社の所有者であり，出資比率に応じて配当を受ける権利，
株主総会での議決権などをもつ。企業が負

ふ

債
さい

を抱えて倒
とう

産
さん

した場合，株主は株式を失うだけで，自分の個人的財産を
拠
きょ

出
しゅつ

して負債を弁
べん

償
しょう

する必要はない（有限責任）。主要な企
業の株式は株式市場で売

ばい

買
ばい

され，その時価総額は企業価値
をあらわすめやすとなる。企業の総資産額から総負債額を
引いた残差を純資産といい，発行済み株式や配当されずに
企業に蓄積された内

ない

部
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留
りゅう

保
ほ

などがその内容をなす。銀行借
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入
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や社
しゃ

債
さい

発行など外部からの借り入れによって調達された
資本を他人資本とよぶのに対し，純資産は，企業が内部調
達した資本であるところから自己資本ともよばれる。
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1企業の活動例

　私たちが日々の生活で目にする財
ざい

やサービスのほとんどが企業によって生産されたものである。インターネット上の広
告や街で見かける看板にはさまざまな企業の名前が書いてあるが，それらの企業はどのように運営されているのだろうか。
新聞やニュースでは株価が取り上げられているが，それはどのように企業とかかわるのだろうか。
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旧来の株式会社制度に近い。多額
の資本を要する企業に適する

株式譲渡
制限会社

取締役
（1人以上）

旧来の有限会社のしくみを取り入
れた。中小規模の会社が多い
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親子兄弟，知人などによる小規模
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広く定款による組織の運営を認め，
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など）が取り消すことができる。そのため未成年者は，親の同意があるか，

あるいは親に代理してもらわないかぎり，契約をすることができず，一人

で契約をした場合にはその契約を取り消すことができる（未成年者取
と り

消
け し

権）。

また，18歳以上の成年ではあるが病気や加齢のために行為能力が乏しい人

に対しては，本人が契約をするのを助ける制度がある（成
せ い

年
ね ん

後
こ う

見
け ん

制度）。

■所有権絶対の原則■　近代私法の原則として，物の持ち主はその物を自

由に扱うことができる。

■私的自治の原則■　人は私的な関係（契約関係など）をその人の自由な意

思にもとづいて築き上げることができる。

ただし，これらの原則も無制限なものではなく，社会全体にとっての利

益（公共の福祉）に反する形での所有権の主張は制限されることもあり，ま

た，社会生活の秩序（公
こ う

序
じ ょ

良
りょう

俗
ぞ く

）に反する契約は無効となる。

過失責任の原則
私

し

的
て き

自
じ

治
ち

の原則によって，個人は活動の自由を保

障されている。その反面，自由な活動の結果は自

ら引き受けなければならない。そこで，他人の故
こ

意
い

（意図的）または過
か

失
し つ

（不

注意）による行為によって損害をこうむった私人（個人や法人）は，加害者

に対して損害賠
ば い

償
しょう

（お金による損害のつぐない）を請求することができる。

この場合，加害者に過失がなければ，損害賠償を支払う責任を負わないの

が原則である。ある者が他人に損害をあたえても，故意や過失がないかぎ

り，つまり，損害をあたえないよう必要な注意をはらっておけば，損害賠

償責任を負わない（過失責任の原則）。しかし，被害者が加害者の過失を立
り っ

証
しょう

しなくても加害者は原則として法的責任を負うという無過失責任を定め

る特別法も存在する（製造物責任法〔PL法〕はその例）。

₂₀₂₂年₄月以降 6

7

8

p.49 9

p.98 

どのような場合に私法の原則は修正されるのか，具体的な事例をあげながら説明し
てみよう。

6財産管理，身
しん

上
じょう

監
かん

護
ご

（生活や療
りょう

養
よう

看
かん

護
ご

など）
のための契約が困難な者に対し，本人の行為
の代理または行為を補助する者を選

せん

任
にん

する制
度。親族などによる家庭裁判所への申し立て
で法定後見人を選任する法定後見と，本人の
判断能力があるうちに自分で後見人を決めて
委
い

任
にん

契約を結ぶ任意後見がある。

9民法は私的自治を原則としているが，これ
を無制限に認めると公

おおやけ

の秩序（国家や社会な
どの一般的な秩序）や善良の風俗（社会の一般
的な道徳観念や社会通念）を害する恐れがあ
る。そのため，民法は公序良俗に反する法律
行為を無効としている（第90条）。

7憲法第29条で個人の財産権を定めており，
民法第206条でも所有物を自由に使用・収益・
処分する権利を認めている。

8近代社会において，個人は自由・平等な存
在であり，その権利・義務の関係は各人が自

じ

律
りつ

的に決定する，という考え方が背景にある。
この原則は，契約自由の原則（p.96）や遺

ゆい

言
ごん

の
自由としてあらわれる。

故意または過失によって他人の権利または
法律上保護される利益を侵害して損害をあた
える行為を不法行為といい，加害者に損害賠
償責任が生じる（民法第709条）。
この考え方がとられる背景には，公害や製

品の欠
けっ

陥
かん

などから被害が生じた場合，それに
かかわる企業の過失を立証することが難しく，
被害者の救済が不十分になることがある。こ
れをふまえ，他人に対する危険をともなう活
動から利益を得ている者は，それによって生
じる損害に対して過失の有無にかかわらず責
任を負担するべきだとされる。

家族法

　民法は，親子関係や夫婦関係といった家
族関係についてのルールも定めている。結
婚により新たな家族ができると，夫婦は同
居し，たがいに扶

ふ

養
よ う

し，協力しあわなけれ
ばならないというルールや，離

り

婚
こ ん

が認めら
れるためのルールが定められている。また，
親は子どもを育てる義務（扶養義務）を負い，
そのかわりに子どもを保護し，教育し，そ
の財産を管理する権利（親

し ん

権
け ん

）をもっている。
　死んだ人が残した財産は，親族などの相
続人に引きつがれる（相

そ う

続
ぞ く

）。相続は，財産
といったプラスになるものだけではなく，
借金の債

さ い

務
む

や連
れ ん

帯
た い

保
ほ

証
しょう

人の地位などマイナ
スのものも清算されずに相続人に移行する。

　家族間に争いが生じたときは，家庭裁判
所で当事者間の調

ちょう

停
て い

が行われたり，審判，
裁判が行われたりする。婚

こ ん

姻
い ん

すると生じる
法律効果の一つに，夫と妻どちらかの姓
（苗

みょう

字
じ

）を名のらなければならない夫婦同
ど う

氏
し

の原則がある。そして，どちらの姓を名の
るか決めていないと婚姻届は受理されない。
これについては反対意見も多く，選択的夫
婦別

べ っ

姓
せ い

の案もあるが，まだ実現されていな
い。
　最近では結婚によらずに生活をともにし
ているカップルも少なくなく，民法による
家族制度や親子制度が家族の多様化にどの
ように対応するか，議論が続けられている。 2さまざまな権利が認められる年齢　

＊は2022年4月に成年年齢が18歳に引き下げ
られることなどにともなう。

15歳 遺言の作成が可能になる

16歳 二輪免許・原付免許が取得可能になる

18歳

選挙権が認められる
国民投票の投票権が認められる
裁判員や検察審査員に選ばれる可能性が
ある＊

（親の同意なく）結婚が可能になる＊

普通自動車運転免許が取得可能になる
深夜の労働が可能になる
親の同意なく契約できる＊

20歳 飲酒・喫
き つ

煙
え ん

が認められる

25歳 衆議院議員，市（区）町村議会・都道府県
議会議員，市（区）町村長に立候補できる

30歳 参議院議員，都道府県知事に立候補でき
る
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122 第３章　経済社会で生きる私たち

経済の指標
一国の経済活動の大きさは，その年に生産された

付加価値の総額によってとらえられる。国内で生

みだされた付加価値総額は国内総生産（GDP）とよばれ，国民の生みだし

た付加価値総額は国民総生産（GNP）とよばれる。かつては，GNPがよく

用いられていたが，外国で働く労働者や国内で働く外国人労働者が増えた

ことから，GDPがよく用いられるようになった。

一国内で生みだされた付加価値は，労働所得や企業収益などとしていず

れかの経済主体へと分配され，消費や投資などとして支出される。GNP

を生産面からだけでなく，分配面と支出面でみても，その額は等しくなる

が，これを三
さ ん

面
め ん

等
と う

価
か

の原則とよぶ。国民総所得（GNI）は，国民の受け取る

総所得であり，GNPを分配面からとらえたものである。

国民一人あたりの所得は，一国の豊かさをあらわす重要な指標と考えら

れているが，人々の生活は所得だけでとらえることができない。このため

近年では，教育，幸福感，健康，自然環境などの要因を考慮した，人間開

発指数（HDI）やグリーンGDPなどの豊かさの新しい指標が注目されつつ

ある。

GDPやNI（国民所得）などの指標は一国全体で一定期間内にどれだけの

経済活動が行われたかを示す指標で，このような量はフローとよばれる。

これに対し，過去から蓄積された個人・企業・国の建物，機械，土地など

の実物資産と対外純資産のある時点での蓄積量は国
こ く

富
ふ

（ストック）とよばれ，

豊かさをはかる重要な指標である。

1

gross domestic product

gross national product

3

gross national income

Human Development Index

2 3

national income 3

flow

stock

2

国際連合の関連団体が明らかにしている「世界幸福度ランキング」では，日本は，
156か国中58位（2019年）である。上位には北欧諸国がならんでいる。

一国の経済の規模はどのようにはかれるだろうか？国民所得と経済成長3

1企業が生産によって新たに生みだした価値
のこと。生産総額から原材料費など中間生産
物を差し引いて得られる。

2保健，教育，所得という「人間開発」の三つ
の側面に関して，ある国の達成度をはかるた
めにつくられた指標である（p.193）。
3国内総生産の額には，生産活動によって生
じた環境汚染などのコストが反映されていな
い。このため，国内総生産から環境悪化を貨

か

幣
へい

評価した額などを差し引くことで計算され
る。

1各国の国民一人あたりGDPの順位の推移

「失われた20年」とは何か？
　日本が，GNP（国民総生産）で資本主義国第２位になっ
たのは1968年のことであった。40年以上たった2010年，
ドル換

か ん

算
さ ん

の名
め い

目
も く

GDP（国内総生産）で中国が日本を上
う わ

回
り，世界第２位になった。
　同年の日本の名目GDPは491兆円，この額は1992年， 
20年前の名目GDPとほぼ同じである。この間，国民一
人あたりのGDPは，世界第４位から第17位になってしま
った。給与所得者一人あたりの平均給与は，455万円か
ら409万円にまで下がっている。まさに「失われた20年」
である。

2フローとストック　 フローとストックと
の関係はどのようになっているだろうか。
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経済の指標
一国の経済活動の大きさは，その年に生産された
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ことから，GDPがよく用いられるようになった。

一国内で生みだされた付加価値は，労働所得や企業収益などとしていず
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れているが，人々の生活は所得だけでとらえることができない。このため
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ある。

GDPやNI（国民所得）などの指標は一国全体で一定期間内にどれだけの

経済活動が行われたかを示す指標で，このような量はフローとよばれる。
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の実物資産と対外純資産のある時点での蓄積量は国
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Human Development Index

2 3

national income 3

flow

stock

2

国際連合の関連団体が明らかにしている「世界幸福度ランキング」では，日本は，
156か国中58位（2019年）である。上位には北欧諸国がならんでいる。

一国の経済の規模はどのようにはかれるだろうか？国民所得と経済成長3

1企業が生産によって新たに生みだした価値
のこと。生産総額から原材料費など中間生産
物を差し引いて得られる。

2保健，教育，所得という「人間開発」の三つ
の側面に関して，ある国の達成度をはかるた
めにつくられた指標である（p.193）。
3国内総生産の額には，生産活動によって生
じた環境汚染などのコストが反映されていな
い。このため，国内総生産から環境悪化を貨

か

幣
へい

評価した額などを差し引くことで計算され
る。

1各国の国民一人あたりGDPの順位の推移

「失われた20年」とは何か？
　日本が，GNP（国民総生産）で資本主義国第２位になっ
たのは1968年のことであった。40年以上たった2010年，
ドル換

か ん

算
さ ん

の名
め い

目
も く

GDP（国内総生産）で中国が日本を上
う わ

回
り，世界第２位になった。
　同年の日本の名目GDPは491兆円，この額は1992年， 
20年前の名目GDPとほぼ同じである。この間，国民一
人あたりのGDPは，世界第４位から第17位になってしま
った。給与所得者一人あたりの平均給与は，455万円か
ら409万円にまで下がっている。まさに「失われた20年」
である。

2フローとストック　 フローとストックと
の関係はどのようになっているだろうか。
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1251テーマ 現代の経済と市場

1974年に戦後はじめてマイナス成長となり，その後，1980
年代前半までの10年間の平均成長率は4％台にとどまった。
政府は国民生活の向上と持続的な経済成長を両立させる
「安定成長」を政策目標にかかげ，企業も資源多消費型産業
からの脱

だ っ

却
きゃく

をめざして知識集約型産業への転換をはかった。
　 1985年のプラザ合意は急激な円

高をもたらし，輸出に依
い

存
そ ん

する
日本経済は大きな打撃を受けた（円

え ん

高
だ か

不況）。また，円高の
影響で生産拠点を海外へ移す企業が増え，「産業の空

く う

洞
ど う

化
か

」
を招いた。その後，ルーブル合意により為

か わ せ

替相
そ う

場
ば

が安定す
ると，日本経済は対米輸出の増加などにより好転したが，
貿易不

ふ

均
き ん

衡
こ う

の是
ぜ

正
せ い

を迫
せ ま

るアメリカとの間では日米構造協議
などが開かれた。政府は内

な い

需
じ ゅ

拡大策を進め，金
き ん

融
ゆ う

緩
か ん

和
わ

策を
とったため，低金利のもとで調達された資金は設備投資に
あてられる一方で，株式や土地の購入にふり向けられ（財
テク），株価や地価が実態をはるかにこえて上昇した。
1990年初頭まで平

へ い

成
せ い

景気とよばれる好景気が持続するが，
これはバブル景気ともよばれている。しかし，経済のバブ
ル化を懸

け

念
ね ん

した日本銀行の金融引き締め策や地価税の導入
などにより株価や地価が急落して，バブル経済は崩

ほ う

壊
か い

した。

円高不況と
バブル景気4 p.188

p.186

　 バブル経済が崩壊すると日本経
済は一転して深刻な不況（平成

不況）となり，不況とデフレが悪
あ く

循
じゅん

環
か ん

するデフレスパイラ
ルの状態におちいった。この間，多額の不

ふ

良
りょう

債
さ い

権
け ん

を抱えた
大手銀行や証

しょう

券
け ん

会社などの倒
と う

産
さ ん

があいつぎ，2000年代初頭
にいたる10年間は「失われた10年」とよばれている。2000年
代に入ると新自由主義的政策がかかげられ，自由化，規

き

制
せ い

緩
か ん

和
わ

，民営化を柱とする「構造改革」が断行された。こうし
て2002年ごろから景気はしだいに回復に向かい，2008年の
世界金融危機まで日本経済はゆるやかな成長を続けた。し
かし，この間に非正規雇

こ

用
よ う

者が増大し，「格差社会」などの
問題が生じた。その後，「アベノミクス」とよばれる経済成
長政策をかかげ，日銀による大

お お

幅
は ば

な金融緩和策などが導入
されたがその成果はじゅうぶんなものとはいえない。
2020年には新型コロナウイルス禍

か

が世界を覆
お お

い，日本経
済にも大きな影響をおよぼした。このような災

さ い

禍
か

にどう対
処するか，日本経済のあり方が問われているといえよう。

バブル後の
日本経済5

p.123

p.121

p.187

p.150 2

p.130

1 補助金の削減，課税強化と均衡予算の実現，1ドル＝360円という単一為
替レートの設定などを断行した。

2�金融緩和，財政出動，成長戦略の「3本の矢」で経済成長とデフレ脱却をは
かるという政策。

1テーマ 現代の経済と市場

日本経済の歩み

4金融機関の破
は

綻
た ん

を報じる新聞
記事（1997年）
5進むデフレ（ハンバーガーチ
ェーンの店頭，2002年）
6東京電力福島第一原子力発電
所のようす（2011年3月）
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1974年に戦後はじめてマイナス成長となり，その後，1980
年代前半までの10年間の平均成長率は4％台にとどまった。
政府は国民生活の向上と持続的な経済成長を両立させる
「安定成長」を政策目標にかかげ，企業も資源多消費型産業
からの脱

だ っ

却
きゃく

をめざして知識集約型産業への転換をはかった。
　 1985年のプラザ合意は急激な円

高をもたらし，輸出に依
い

存
そ ん

する
日本経済は大きな打撃を受けた（円

え ん

高
だ か

不況）。また，円高の
影響で生産拠点を海外へ移す企業が増え，「産業の空

く う

洞
ど う

化
か

」
を招いた。その後，ルーブル合意により為

か わ せ

替相
そ う

場
ば

が安定す
ると，日本経済は対米輸出の増加などにより好転したが，
貿易不

ふ

均
き ん

衡
こ う

の是
ぜ

正
せ い

を迫
せ ま

るアメリカとの間では日米構造協議
などが開かれた。政府は内

な い

需
じ ゅ

拡大策を進め，金
き ん

融
ゆ う

緩
か ん

和
わ

策を
とったため，低金利のもとで調達された資金は設備投資に
あてられる一方で，株式や土地の購入にふり向けられ（財
テク），株価や地価が実態をはるかにこえて上昇した。
1990年初頭まで平

へ い

成
せ い

景気とよばれる好景気が持続するが，
これはバブル景気ともよばれている。しかし，経済のバブ
ル化を懸

け

念
ね ん

した日本銀行の金融引き締め策や地価税の導入
などにより株価や地価が急落して，バブル経済は崩

ほ う

壊
か い

した。

円高不況と
バブル景気4 p.188

p.186

　 バブル経済が崩壊すると日本経
済は一転して深刻な不況（平成

不況）となり，不況とデフレが悪
あ く

循
じゅん

環
か ん

するデフレスパイラ
ルの状態におちいった。この間，多額の不

ふ

良
りょう

債
さ い

権
け ん

を抱えた
大手銀行や証

しょう

券
け ん

会社などの倒
と う

産
さ ん

があいつぎ，2000年代初頭
にいたる10年間は「失われた10年」とよばれている。2000年
代に入ると新自由主義的政策がかかげられ，自由化，規

き

制
せ い

緩
か ん

和
わ

，民営化を柱とする「構造改革」が断行された。こうし
て2002年ごろから景気はしだいに回復に向かい，2008年の
世界金融危機まで日本経済はゆるやかな成長を続けた。し
かし，この間に非正規雇

こ

用
よ う

者が増大し，「格差社会」などの
問題が生じた。その後，「アベノミクス」とよばれる経済成
長政策をかかげ，日銀による大

お お

幅
は ば

な金融緩和策などが導入
されたがその成果はじゅうぶんなものとはいえない。
2020年には新型コロナウイルス禍

か

が世界を覆
お お

い，日本経
済にも大きな影響をおよぼした。このような災

さ い

禍
か

にどう対
処するか，日本経済のあり方が問われているといえよう。

バブル後の
日本経済5
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p.130

1 補助金の削減，課税強化と均衡予算の実現，1ドル＝360円という単一為
替レートの設定などを断行した。

2�金融緩和，財政出動，成長戦略の「3本の矢」で経済成長とデフレ脱却をは
かるという政策。
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日本経済の歩み

4金融機関の破
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を報じる新聞
記事（1997年）
5進むデフレ（ハンバーガーチ
ェーンの店頭，2002年）
6東京電力福島第一原子力発電
所のようす（2011年3月）
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財政の役割と持続可能な社会保障制度3テーマ

追究
しよう

日本の財政状況つかむ

「持続可能な財政」を実現するために
どうするべきだろうか？
　日本の財政は危機的な状況におかれている。その
原因や解決策について考えたことはあるだろうか。
　現在，国の借金（国債残高）は1000兆円をこえよ
うとしている（2021年現在）。一方，教育や保育，
医療，年金などのほか，今後は高度経済成長期に建
設された橋や港など，老

ろう

朽
きゅう

化した社会資本（p.118）の
維
い

持
じ

管理や更新に多額の費用が必要になり，歳
さい

出
しゅつ

へ
の「要望」はさらに拡大することが予想できる。

　財政は，人々に共通の「必要」や「要望」によって生
みだされた公的なしくみである。しかし，財政のに
なう役割が増加し，複雑になっていくなか，「持続
可能な財政」をどのようにして実現するのかという
課題が浮

う

き彫
ぼ

りになっている。
　ここでは，生活に欠かせない財政の持続可能な運
営について，課題とその解決策を考えてみよう。

●日本の財政規模は諸外国と比べて「大きい」か
　日本の財政（政府）の規模を他国と比較してみよう。国
の歳出がGDPに対してどの程度の規模であるのか。1を
みると，日本の歳出額の比率は先進国のなかで比較的小
さいことがわかる。
　また，人口あたりの公務員数を比較することも，政府
の「大きさ」をはかる基準として用いられる。日本の人口
あたりの公務員数は，ヨーロッパの主要国やアメリカと
比べて少ない。
　こうしたデータから，日本は先進国のなかでも比較的

「小さな政府」であることがわかる。
●財政危機の原因は歳出の多さか
　日本の財政赤字は，OECD（p.193）加盟国のなかでも突

とっ

出
しゅつ

して大きい。日本の債
さい

務
む

残高はGDPの2倍をこえており，
主要先進国のなかで最も高くなっている。
　また，2をみると，1990年ごろを境に，歳出を税収が
大きく下回るようになり，その差を公債（国債）の発行に
よって補ってきたことがわかる。そして，税収をこえる
公債の発行を余

よ

儀
ぎ

なくされた年度もみられる。
　このような財政悪化は，高齢化の進行にともなう，歳
出における社会保障関係費の増加が大きな原因である。
社会保障制度は，加入者が支払う保険料と，租

そ

税
ぜい

をおも
な財源とする公費によってまかなわれており，高齢化の
進行は公費負担を増加させてきた。

1おもな国のGDPに対する政府（総）支出の割合（OECD資料）

2日本の歳出・税収と公債発行額の推移（財務省資料）
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視点 歳出／歳入

1353テーマ 財政の役割と
持続可能な社会保障制度

５3広
ひろ

島
しま

県呉
くれ

市健康管理増進システム（呉市資料）　呉市では，
2008年度から診療報

ほう

酬
しゅう

明細書(レセプト)の分析にもとづき，
ジェネリック医薬品の促

そく

進
しん

を進めると同時に，糖尿病の重症化
予防などの保健事業を進め，医療費の削減をはかっている。 4主要税目の税収（一般会計分）の推移（財務省資料）

　私たちは財政により，みんなが必要とするもののために税金を負担しあい，安心して暮らせる社会をつくってき
た。しかし，景気の低

てい

迷
めい

や高齢化の進展などによって，歳入を公債に頼らざるをえない状況にある。公債への依
い

存
そん

は現在世代が将来世代へ負担を先送りしていることを意味するが，一般的に税負担の増加や歳出の削減につながる
政策への賛成は得られにくいことが多い。それでは，どのようにしたら財政収支の均

きん

衡
こう

をはかることができるのだ
ろうか。今後，私たち一人ひとりが当事者意識をもって「持続可能な財政」について考えていく必要がある。

財政の課題を解決するために必要なことは何か？考える

　日本の財政を持続可能なものにするためにはどういった取り組みが必要だろうか。ここでは，増大し続けている社会
保障支出に着目して，財政の課題について，〈歳出〉と〈歳

さい

入
にゅう

〉の視点から考えてみよう。

「持続可能な財政」をめざしてまとめる

視点 １ 〈歳出〉の削減を行うことは可能か？ 視点 2 〈歳入〉の増加のためには，
何が必要か？

　今後，高齢化がいっそう進行すると，介
かい

護
ご

や医療，年
金に関する給付のさらなる増大が見こまれる。そこで，
医学的な根拠にもとづく適正な医療サービスや，健康増
進などの予防的取り組みがさらに必要とされる。
　実施する事業について，予算額より少ない費用で事業
が実施可能かどうか，同じ費用でより大きな成果が得ら
れる方法はないか，予算の執行の結果，事業の目的を達
成しているか，
といった観点か
ら精査する必要
がある。また，
予算編成の際の
厳しいチェック
も必要となるだ
ろう。

　日本における国民所得に対する租税と社会保障費の負
担の割合である国民負担率は，以前に比べて上昇してい
るが，諸外国に比べると低い状況にある (p.143)。今後の国
民負担のあり方については，国民全体で議論する必要が
ある。
　歳入を増やすためには，各税目（所得税，法人税，消費
税など）の特色をふまえた議論と検討が必要である。所
得税は世帯の状況をふまえた控

こう

除
じょ

や累
るい

進
しん

税率，法人税は
課税の対象と範囲および税率のあり方が課題となる。消
費税は景気や人口構成の影響を受けにくいが，逆進性
(p.138)への配

はい

慮
りょ

が必要である。

１歳出削減につながることを，
身のまわりから考えてみよう。

２諸外国の所得税や法人税，消
費税などについて調べ，日本
と比較してみよう。

３公平な税負担のためにどのよ
うな方法があるのか調べてみ
よう。

視点をふまえた
さまざまな意見 歳出や歳入，財政のあ

り方は，国会の審議が
必要であり，政治のあ
り方と密接にかかわっ
ている。しっかりした
責任ある議論が必要。

景気がよくなると所得
税や法人税の税収が増
える。景気をよくする
ための財政支出につい
ても考える必要がある
のではないか。

本当にその予算にむだがなかった
のか，目的を達成したのかどうか
をしっかり調べて，翌年度に生か
す必要があるのではないか。

勧奨通知

負担の軽減 健康 医療費の節減

縦覧点検糖尿病性腎症等重症化予防
重複・頻回受診者の保健指導
生活習慣病2次・3次予防

併用禁忌・回避医薬品の情報提供
医療費分析・調査研究
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５3広
ひろ

島
しま

県呉
くれ

市健康管理増進システム（呉市資料）　呉市では，
2008年度から診療報

ほう

酬
しゅう

明細書(レセプト)の分析にもとづき，
ジェネリック医薬品の促

そく

進
しん

を進めると同時に，糖尿病の重症化
予防などの保健事業を進め，医療費の削減をはかっている。 4主要税目の税収（一般会計分）の推移（財務省資料）

　私たちは財政により，みんなが必要とするもののために税金を負担しあい，安心して暮らせる社会をつくってき
た。しかし，景気の低

てい

迷
めい

や高齢化の進展などによって，歳入を公債に頼らざるをえない状況にある。公債への依
い

存
そん

は現在世代が将来世代へ負担を先送りしていることを意味するが，一般的に税負担の増加や歳出の削減につながる
政策への賛成は得られにくいことが多い。それでは，どのようにしたら財政収支の均

きん

衡
こう

をはかることができるのだ
ろうか。今後，私たち一人ひとりが当事者意識をもって「持続可能な財政」について考えていく必要がある。

財政の課題を解決するために必要なことは何か？考える

　日本の財政を持続可能なものにするためにはどういった取り組みが必要だろうか。ここでは，増大し続けている社会
保障支出に着目して，財政の課題について，〈歳出〉と〈歳

さい

入
にゅう

〉の視点から考えてみよう。

「持続可能な財政」をめざしてまとめる

視点 １ 〈歳出〉の削減を行うことは可能か？ 視点 2 〈歳入〉の増加のためには，
何が必要か？

　今後，高齢化がいっそう進行すると，介
かい

護
ご

や医療，年
金に関する給付のさらなる増大が見こまれる。そこで，
医学的な根拠にもとづく適正な医療サービスや，健康増
進などの予防的取り組みがさらに必要とされる。
　実施する事業について，予算額より少ない費用で事業
が実施可能かどうか，同じ費用でより大きな成果が得ら
れる方法はないか，予算の執行の結果，事業の目的を達
成しているか，
といった観点か
ら精査する必要
がある。また，
予算編成の際の
厳しいチェック
も必要となるだ
ろう。

　日本における国民所得に対する租税と社会保障費の負
担の割合である国民負担率は，以前に比べて上昇してい
るが，諸外国に比べると低い状況にある (p.143)。今後の国
民負担のあり方については，国民全体で議論する必要が
ある。
　歳入を増やすためには，各税目（所得税，法人税，消費
税など）の特色をふまえた議論と検討が必要である。所
得税は世帯の状況をふまえた控

こう

除
じょ

や累
るい

進
しん

税率，法人税は
課税の対象と範囲および税率のあり方が課題となる。消
費税は景気や人口構成の影響を受けにくいが，逆進性
(p.138)への配

はい

慮
りょ

が必要である。

１歳出削減につながることを，
身のまわりから考えてみよう。

２諸外国の所得税や法人税，消
費税などについて調べ，日本
と比較してみよう。

３公平な税負担のためにどのよ
うな方法があるのか調べてみ
よう。

視点をふまえた
さまざまな意見 歳出や歳入，財政のあ

り方は，国会の審議が
必要であり，政治のあ
り方と密接にかかわっ
ている。しっかりした
責任ある議論が必要。

景気がよくなると所得
税や法人税の税収が増
える。景気をよくする
ための財政支出につい
ても考える必要がある
のではないか。

本当にその予算にむだがなかった
のか，目的を達成したのかどうか
をしっかり調べて，翌年度に生か
す必要があるのではないか。

勧奨通知

負担の軽減 健康 医療費の節減

縦覧点検糖尿病性腎症等重症化予防
重複・頻回受診者の保健指導
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財政のしくみ
政府の財政は 1会計年度（日本では 4月 1日から

翌年 3月31日まで）で完結させるのが原則である

（会計年度独立の原則）。政府の収入と支出は 1会計年度の収入，支出とい

う意味で歳
さい

入
にゅう

，歳
さい

出
しゅつ

とよばれる。

政府は新会計年度がはじまるのに先立って歳入と歳出の計画である予算

をたて，それにもとづいて収入と支出の活動を行い，年度末には決算を行

う。資金の出し入れを管理するために設けられているのが会計であり，会

計は，租
そ

税
ぜい

などの収入と政府の基本的な活動のための支出を総合的に管理

する一般会計と，特定の収入を特定の事業のために支出する特別会計とに

分けられ，それぞれについて予算がたてられる。また，予算編成の際には，

公的資金を財源（原
げん

資
し

）とした独立行政法
ほう

人
じん

などへの投資や融
ゆう

資
し

の計画（財

政投
とう

融
ゆう

資
し

計画）も同時に定められる。

歳出には必ずそれに見あった歳入がなければならない。歳入は租税によ

ってまかなわれることが原則とされ，公債や借
かり

入
いれ

金
きん

を財源とすることは特

別の場合を除くと認められていない。また，新たに租税を課す場合は事前

に国会で議決を行う必要がある（租税法律主義）。歳入は返済義務のない収

入（租税収入）と返済義務がある収入（公債収入）の合計であり，歳出と租税

収入の差を財政収支という。歳出が税収を上
うわ

回るとき（赤字財政）には，不

足分を公債収入によって埋
う

めあわせなければならない。なお，歳出から公

債金（公債への元金と利
り

子
し

の支払い）を差し引いたものと租税収入などの歳

入との差をプライマリー・バランス（基礎的財政収支）とよび，財政の健全

性をはかる指標の一つとなっている。

3

5

4

p.139

primary balance

財政の機能を三つに分け，景気後退期にとられる財政政策は何か，まとめてみよう。

4財政のしくみ　 一般会計と特別会計の違
いは何だろうか。

3日本の歳入と歳出（一般会計）（財政金融統計月報ほか）　 ①歳入のなかで一番割合が大きい
ものは何か。②歳出のなかで「文教および科学振

しん

興
こう

費」の割合が低くなっているのはなぜだろう
か。

国
予算

財
投
債

預金・証券購入・
保険料支払いなど行政サービス

料金・代金
支払い

租税・
印紙収入

支払い
料金・代金
保険料・
年金積立金

国　　民

一般会計

特別会計

政府
関係
機関等

金
融
機
関

融資

投融資

繰
入
れ
保証

財投
機関債

政府
保証債

国債

財
政
投
融
資
計
画

6予算委員会のようす　予算案は予算委員会
（p.69）で審議されたのち，本会議に付

ふ

される。

5予算編成のプロセス　本予算（当初予算）の
成立後，年度途中で情勢の変化に応じて補正
予算がたてられる場合もあり，同様に国会で
審議・議決される。　 予算はどのように
決定されるのだろうか。

内閣

内閣

各府省

財務省

内閣

内閣

国会（通常国会）

予算編成の方針を閣議決定

＊財務省が各府省に示す予算方針

概算要求基準（シーリング）＊の
閣議了解

概算要求

財務省の予算査定
（各府省から説明聴取・査定）

財務省原案の策定

政府案を閣議決定

成立

予算案の提出

財務省の概算要求基準にもと
づき各大臣が要求

審議＊
　衆議院　　参議院
＊3月末までの成立をめざす

成立した予算にもとづき政策を行う

6月

7月下旬

8月末

9～12月
ごろ

12月下旬

1月～

3月下旬

4月

歳

　入

歳

　出

年度平均
22.9億円

3.7兆円

106.6兆円

防衛関係費
44.8

国債費
16.9

その他
15.7

地方財政関係費0.3文教および科学振興費0.7%

7.4 6.6 7.6

公共事業関係費
20.0

地方交付税交付金等
19.114.5 13.2 8.2 20.14.6

0.3

恩給関係費

＊2021年度は当初予算

社会保障関係費
33.6 15.05.7 5.1 22.3 13.25.0

0.1

年度平均
22.9億円

3.7兆円

106.6兆円

1934～36

1965年度

2021年度

1934～36

1965年度

2021年度

専売納付金租税および印紙収入

所得税
26.2

その他
28.1

公債金
38.9

その他
13.88.3

30.8 4.5 6.9 7.7法人税
23.9

所得税
法人税
10.9%

17.5 8.4 8.9 40.9 5.2消費税
19.0
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財政のしくみ
政府の財政は 1会計年度（日本では 4月 1日から

翌年 3月31日まで）で完結させるのが原則である

（会計年度独立の原則）。政府の収入と支出は 1会計年度の収入，支出とい

う意味で歳
さい

入
にゅう

，歳
さい

出
しゅつ

とよばれる。

政府は新会計年度がはじまるのに先立って歳入と歳出の計画である予算

をたて，それにもとづいて収入と支出の活動を行い，年度末には決算を行

う。資金の出し入れを管理するために設けられているのが会計であり，会

計は，租
そ

税
ぜい

などの収入と政府の基本的な活動のための支出を総合的に管理

する一般会計と，特定の収入を特定の事業のために支出する特別会計とに

分けられ，それぞれについて予算がたてられる。また，予算編成の際には，

公的資金を財源（原
げん

資
し

）とした独立行政法
ほう

人
じん

などへの投資や融
ゆう

資
し

の計画（財

政投
とう

融
ゆう

資
し

計画）も同時に定められる。

歳出には必ずそれに見あった歳入がなければならない。歳入は租税によ

ってまかなわれることが原則とされ，公債や借
かり

入
いれ

金
きん

を財源とすることは特

別の場合を除くと認められていない。また，新たに租税を課す場合は事前

に国会で議決を行う必要がある（租税法律主義）。歳入は返済義務のない収

入（租税収入）と返済義務がある収入（公債収入）の合計であり，歳出と租税

収入の差を財政収支という。歳出が税収を上
うわ

回るとき（赤字財政）には，不

足分を公債収入によって埋
う

めあわせなければならない。なお，歳出から国

債費（公債への元金と利
り

子
し

の支払い）を差し引いたものと租税収入などの歳

入との差をプライマリー・バランス（基礎的財政収支）とよび，財政の健全

性をはかる指標の一つとなっている。

3

5

4

p.139

primary balance

財政の機能を三つに分け，景気後退期にとられる財政政策は何か，まとめてみよう。

4財政のしくみ　 一般会計と特別会計の違
いは何だろうか。

3日本の歳入と歳出（一般会計）（財政金融統計月報ほか）　 ①歳入のなかで一番割合が大きい
ものは何か。②歳出のなかで「文教および科学振

しん

興
こう

費」の割合が低くなっているのはなぜだろう
か。

国
予算

財
投
債

預金・証券購入・
保険料支払いなど行政サービス

料金・代金
支払い

租税・
印紙収入

支払い
料金・代金
保険料・
年金積立金

国　　民

一般会計

特別会計

政府
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機関等

金
融
機
関

融資

投融資

繰
入
れ
保証

財投
機関債

政府
保証債

国債

財
政
投
融
資
計
画

6予算委員会のようす　予算案は予算委員会
（p.69）で審議されたのち，本会議に付

ふ

される。

5予算編成のプロセス　本予算（当初予算）の
成立後，年度途中で情勢の変化に応じて補正
予算がたてられる場合もあり，同様に国会で
審議・議決される。　 予算はどのように
決定されるのだろうか。

内閣

内閣

各府省

財務省

内閣

内閣

国会（通常国会）

予算編成の方針を閣議決定

＊財務省が各府省に示す予算方針

概算要求基準（シーリング）＊の
閣議了解

概算要求

財務省の予算査定
（各府省から説明聴取・査定）

財務省原案の策定

政府案を閣議決定

成立

予算案の提出

財務省の概算要求基準にもと
づき各大臣が要求

審議＊
　衆議院　　参議院
＊3月末までの成立をめざす

成立した予算にもとづき政策を行う

6月

7月下旬

8月末

9～12月
ごろ

12月下旬

1月～

3月下旬

4月

歳

　入

歳

　出

年度平均
22.9億円

3.7兆円

107.6兆円

防衛関係費
44.8

国債費
16.9

その他
15.7

地方財政関係費0.3文教および科学振興費0.7%

7.4 6.6 7.6

公共事業関係費
20.0

地方交付税交付金等
19.114.5 13.2 8.2 20.14.6

0.3

恩給関係費

＊2022年度は当初予算

社会保障関係費
33.7 14.85.6 5.0 22.6 13.25.0

0.1

年度平均
22.9億円

3.7兆円

107.6兆円

1934～36

1965年度

2022年度

1934～36

1965年度

2022年度

専売納付金租税および印紙収入

所得税
26.2

その他
28.1

公債金
38.9

その他
13.88.3

30.8 4.5 6.9 7.7法人税
23.9

所得税
法人税
10.9%

18.9 12.4 9.2 34.3 5.1消費税
20.1
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事業のために発行する国債であり，その限度や市中消化の原則などが財政

法で定められている。これに対し，公共事業以外の支出をまかなうのが特

例国債である。発行のたびに特別の法律を定めることからこの名でよばれ

る。家計にたとえると，住宅を購入するためのローンが建設国債，飲食費

や光熱費の不足をまかなうための借金が特例国債（赤字補てんであるから

赤字国債ともよばれる）にあたる。また，借換国債は満期をむかえた国債

を償
しょう

還
か ん

（債
さ い

務
む

返済）する財源捻
ね ん

出
しゅつ

のために発行される国債であり，財政収支

が相当悪化しているときには借換債を発行せざるをえなくなる。

財政問題と
財政危機

日本の国家財政は，高度経済成長期のはじめまで

は国債に頼らない均
き ん

衡
こ う

ないし黒字財政を維
い

持
じ

して

いた。経済が成長すれば，法人税，所得税とも自然に増加したからである。

しかし1970年代の石油危機をきっかけに成長が鈍
ど ん

化
か

し，財政赤字が顕
け ん

在
ざ い

化
か

してきた。国債発行（建設国債，特例国債とも）はしだいに増加し，一時的

に財政収支の改善がみられたものの，バブル経済の崩
ほ う

壊
か い

後，再び収支は悪

化し，2021年度末には累
る い

積
せ き

国債残高は1000兆円をこえると見こまれ，財政

収入（歳入）に占める国債収入（公債金）の割合は40%をこえている。

このような財政危機に対し，プライマリー・バランスの赤字の改善が課

題となり，政府は税収の増加に努めてきた。その結果，国民所得に対する

税負担と社会保障負担の比率である国民負担率は上昇し，現在ではその率

は40%をこえている。一方，国債残高の増加は財政の硬
こ う

直
ちょく

化
か

を招き，国民

経済への影響も無視できないものとなっている。日銀によって買い支えら

れている国債の価格が下
げ

落
ら く

すれば金利が上昇し，経済に大きな影響がおよ

ぶ恐れがある。どのようにして財政再建をなしとげるか，このことは大き

な課題である。

2

3

p.124 

p.125

p.1373

p.137 

p.1435

4

p.1298

応能説・応益説という二つの租税負担の考え方について，どちらが公平だと考える
か，説明してみよう。

2日本銀行の国債引き受けを禁止する原則の
こと。市中に過度の通

つう

貨
か

が出回り，インフレ
が起きるのを防止するためである。

3財政法第4条は，原則として公債（国債）の
発行を禁止しているが，但

ただ

し書きを根拠に建
設国債の発行が認められている。一方，現在
は常態化している特例国債（赤字国債）の発行
は，財政法では認められていない。このため，
発行期間を限定した特例公債法を国会でその
都度成立させている。

4借金が累積すれば，借金返済を最優先しな
ければならないため，社会保障や教育など行
政サービスへの支出に回す資金が減り，財政
の正常な働きをそこねる財政の硬直化が起こ
る。さらに，借金を返済するために新たな借
金をするという事態におちいりかねない。

5国債発行額と国債依存度の推移（財政金融統計
月報）　第一次石油危機の影響による不況をきっ
かけに1975年度から特例国債の発行が常態化し，
1990年代前半には一時的に発行額がゼロになった。
しかし，1990年代中盤以降，再び発行されるよう
になり，以降は毎年特例国債を発行し続けている。
国債残高の対GDP比率は約180%と主要先進国の
なかでは最悪の水準になっている。　 1990年代
前半，特例国債が発行されなかったのはなぜだろ
うか。

財政法
第4条　国の歳出は，公債又は借

か り

入
い れ

金
き ん

以外の歳入を以
も っ

て，その財源としなけ
ればならない。但

た だ

し，公共事業費，出資
金及

お よ

び貸
か し

付
つ け

金
き ん

の財源については，国会の
議決を経

へ

た金額の範囲内で，公債を発行
し又は借入金をなすことができる。

　諸外国では，消費税率が20%をこえる
国があるなど，日本の消費税率は必ずし
も高くないともいえる。税収を増やすと
した場合，消費税のさらなる引き上げに
賛成か，反対か，理由とともに考え，話
しあってみよう。また，反対である場合，
どのような代

だ い

替
た い

案があるか考えてみよう。

財政健全化のために消費
税をこれ以上引き上げる
必要があるか？
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1393テーマ 財政の役割と
持続可能な社会保障制度

事業のために発行する国債であり，その限度や市中消化の原則などが財政

法で定められている。これに対し，公共事業以外の支出をまかなうのが特

例国債である。発行のたびに特別の法律を定めることからこの名でよばれ

る。家計にたとえると，住宅を購入するためのローンが建設国債，飲食費

や光熱費の不足をまかなうための借金が特例国債（赤字補てんであるから

赤字国債ともよばれる）にあたる。また，借換国債は満期をむかえた国債

を償
しょう

還
か ん

（債
さ い

務
む

返済）する財源捻
ね ん

出
しゅつ

のために発行される国債であり，財政収支

が相当悪化しているときには借換債を発行せざるをえなくなる。

財政問題と
財政危機

日本の国家財政は，高度経済成長期のはじめまで

は国債に頼らない均
き ん

衡
こ う

ないし黒字財政を維
い

持
じ

して

いた。経済が成長すれば，法人税，所得税とも自然に増加したからである。

しかし1970年代の石油危機をきっかけに成長が鈍
ど ん

化
か

し，財政赤字が顕
け ん

在
ざ い

化
か

してきた。国債発行（建設国債，特例国債とも）はしだいに増加し，一時的

に財政収支の改善がみられたものの，バブル経済の崩
ほ う

壊
か い

後，再び収支は悪

化し，2022年度末には累
る い

積
せ き

国債残高は1000兆円をこえ，財政収入（歳入）に

占める国債収入（公債金）の割合は30%をこえている。

このような財政危機に対し，プライマリー・バランスの赤字の改善が課

題となり，政府は税収の増加に努めてきた。その結果，国民所得に対する

税負担と社会保障負担の比率である国民負担率は上昇し，現在ではその率

は40%をこえている。一方，国債残高の増加は財政の硬
こ う

直
ちょく

化
か

を招き，国民

経済への影響も無視できないものとなっている。日銀によって買い支えら

れている国債の価格が下
げ

落
ら く

すれば金利が上昇し，経済に大きな影響がおよ

ぶ恐れがある。どのようにして財政再建をなしとげるか，このことは大き

な課題である。

2

3

p.124 

p.125

p.1373

p.137 

p.1435

4

p.1298

応能説・応益説という二つの租税負担の考え方について，どちらが公平だと考える
か，説明してみよう。

2日本銀行の国債引き受けを禁止する原則の
こと。市中に過度の通

つう

貨
か

が出回り，インフレ
が起きるのを防止するためである。

3財政法第4条は，原則として公債（国債）の
発行を禁止しているが，但

ただ

し書きを根拠に建
設国債の発行が認められている。一方，現在
は常態化している特例国債（赤字国債）の発行
は，財政法では認められていない。このため，
発行期間を限定した特例公債法を国会でその
都度成立させている。

4借金が累積すれば，借金返済を最優先しな
ければならないため，社会保障や教育など行
政サービスへの支出に回す資金が減り，財政
の正常な働きをそこねる財政の硬直化が起こ
る。さらに，借金を返済するために新たな借
金をするという事態におちいりかねない。

5国債発行額と国債依存度の推移（財政金融統計
月報）　第一次石油危機の影響による不況をきっ
かけに1975年度から特例国債の発行が常態化し，
1990年代前半には一時的に発行額がゼロになった。
しかし，1990年代中盤以降，再び発行されるよう
になり，以降は毎年特例国債を発行し続けている。
国債残高の対GDP比率は約180%と主要先進国の
なかでは最悪の水準になっている。　 1990年代
前半，特例国債が発行されなかったのはなぜだろ
うか。

財政法
第4条　国の歳出は，公債又は借

か り

入
い れ

金
き ん

以外の歳入を以
も っ

て，その財源としなけ
ればならない。但

た だ

し，公共事業費，出資
金及

お よ

び貸
か し

付
つ け

金
き ん

の財源については，国会の
議決を経

へ

た金額の範囲内で，公債を発行
し又は借入金をなすことができる。

　諸外国では，消費税率が20%をこえる
国があるなど，日本の消費税率は必ずし
も高くないともいえる。税収を増やすと
した場合，消費税のさらなる引き上げに
賛成か，反対か，理由とともに考え，話
しあってみよう。また，反対である場合，
どのような代

だ い

替
た い

案があるか考えてみよう。

財政健全化のために消費
税をこれ以上引き上げる
必要があるか？
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1552テーマ 労働者の権利と雇用・労働
問題

働条件を定めており，これを満たしていない部分は契約として無効となり，

最低基準におきかえられる。そして，これらの基準を企業に守らせるため

に，都道府県労働局や労働基準監督署が設置され監督している。

■労働組合法■　労働者が，使用者との交渉で地位の向上をはかるために，

労働組合を組織し，団体交渉を行ったり，争議行為を行ったりすることを

保障している。また，使用者が正当な組合活動を妨
ぼう

害
がい

するなどの不当労働

行為を禁じている。団体交渉を通じて労働組合と使用者との間で結ばれた

労働条件は労働協約とよばれ，労働契約などに優先して効力をもつ。

■労働関係調整法■　ストライキなどの労働争議を予防し，やむをえず起

きた場合には，労働委員会が斡
あっ

旋
せん

・調
ちょう

停
てい

・仲
ちゅう

裁
さい

を行い，第三者の立場から

調整することを定めている。

こうした労働三法に加えて，最低賃金法によって労働者が受け取るべき

賃金の最低額を保障している。その水準はさまざまな状況を考慮に入れて，

都道府県ごとに地域別最低賃金などとして適用される。また，近年，就業

形態の多様化を背景として，労働条件を決定するための基本的ルールを定

めた労働契約法が制定された。

労働条件の改善
に向けて

日本の雇
こ

用
よう

慣行が変化していくなかで，労働組合

の組織率はかつてに比べて低下している。他方，

最近では非正規雇用者の労働組合が設立される動きもある。デジタル化・

情報化などによって，労働者の労働環境が大きく変化しつつあるが，労働

者が安心して働ける労働条件をいかに確保していくかが大きな課題である。

4

1

2

₁₉₅₉年

₂₀₀₇年

5

7

労働者を保護するための法律は何か，まとめてみよう。また，労働契約と労働協約，
労使協定の違いについて説明してみよう。

1労働基準法にもとづき，労働者保護のため
に設置されている監督行政機関。事業者に対
して監督・指導などを行う。
2労使間の紛争解決をはかる権限をもつ行政
委員会（p.70）。使用者・労働者・公益を代表
する委員で構成される。

　会社に労働条件や服務規律などを定め
た「就業規則」や「労働協約」がある場合，
労働協約が最優先で効力をもつ（下図）。
　また，労働基準法で禁止されている「時
間外・休日労働」＊などの労働条件につい
て，使用者が労働者の過半数を代表する
者（労働組合）と「労使協定」を書面で結ん
だうえ労働基準監督署へ届け出ることで，
例外的に就業規則の特則として認められ
る。ただし，労使協定が労働契約を律す
る効力は生じない。
　なお，使用者は，労働者と労働契約を
結ぶ際，労働条件の明示が義務づけられ
ている。もし，実際の労働条件が契約内
容と異

こと

なっていた場合，労働者は契約を
解除することができる。
＊「時間外・休日労働協定」は労働基準法第36条
の例外規定で「36協定」とよばれる。

労働条件の決まり方

6労働法規と労働契約・就業規則・労働
協約との関係

7労働組合の組織率の推移（労働統計要覧）
雇用者数に対する組合組織率はどのように

推移しているだろうか。

　斡旋は斡旋委員が労使双
そう

方
ほう

の交渉をと
りもち自主的解決を働きかける。調停は
調停委員会が調停案を示し，双方が受

じゅ

諾
だく

すれば調停が成立する。仲裁は仲裁委員
会の示す裁定に労使が拘

こう

束
そく

される。

斡旋・調停・仲裁

5最近の労働法制の動き

法律名 改正・施行年 おもな内容

労
働
基
準
法

変形労働
時間制 1999年施行 1日8時間をこえる労働が可能で, ①1週間単位 ②1か月単位 ③1か月をこえ1年以内の期間

単位の3種類ある。③については1日10時間までの労働が認められるようになった。
裁量労働制 2000年施行 みなし労働時間制の適用。研究開発など１１業種から企画などのホワイトカラーに適用拡大。
有期労働契約 2003年改正 原則1年， 専門的知識等に限り3年であった期間の上限を， それぞれ3年と5年に延長。
時間外労働
の上限規制 2019年施行 月45時間，年360時間が原則。臨時的な事情の場合，年720時間，単月100時間未満・複

数月平均80時間を限度（休日労働含む）に設定。違反には罰則。
高度プロフェッ
ショナル制度 2019年施行 一部の高度専門職（年収は基準年間平均給与額の3倍以上）を対象に労働時間・休日・深夜

の割増賃金等の規定を適用除外（特定高度専門業務･成果型の脱時間給制度）。

労働契約法
2008年施行 採用，労働条件の変更，解雇など労使間の雇用ルールの明確化（有期雇用の契約を含む）。
2012年改正 無期労働契約への転換（有期雇用契約がくり返し更新され通算5年をこえたとき）などの導入。

労働者派遣法
1999年改正 26業種に限られていた対象業務を原則自由化。
2015年改正 業種による派遣期間上限の違いを廃止。同一の派遣労働者の同一部署での勤務を上限3年に。

育児・介護
休業法

1995年改正 男女を問わず1歳未満の子や家族を介護する必要のある労働者の休業が認められた。
2001年改正 休業申し出や休業をしたことを理由とした解雇その他不利益な取扱いが禁止された。

2017年施行 育児休業や介護休業の取得要件を緩和し，取得にあたってのハラスメント対策を企業に
義務づけた。

男女雇用機会
均等法

1999年施行 募集, 採用, 配置, 昇進などの差別禁止。違反企業名は公表。

2007年施行 男女双方への差別禁止に拡大，間接差別や妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁
止など。

2017年施行 妊娠や出産などに関するハラスメント（マタニティー・ハラスメント）への対策を企業に
義務づけた。

労働審判法 2006年施行 労働者個人と事業主との労働紛争を迅速に解決するため，労働審判制度を規定。

労働協約がある場合
労働協約

就業規則

労働基準法など 最低基準

労働協約が
優先労働契約
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1552テーマ 労働者の権利と雇用・労働
問題

働条件を定めており，これを満たしていない部分は契約として無効となり，

最低基準におきかえられる。そして，これらの基準を企業に守らせるため

に，都道府県労働局や労働基準監督署が設置され監督している。

■労働組合法■　労働者が，使用者との交渉で地位の向上をはかるために，

労働組合を組織し，団体交渉を行ったり，争議行為を行ったりすることを

保障している。また，使用者が正当な組合活動を妨
ぼう

害
がい

するなどの不当労働

行為を禁じている。団体交渉を通じて労働組合と使用者との間で結ばれた

労働条件は労働協約とよばれ，労働契約などに優先して効力をもつ。

■労働関係調整法■　ストライキなどの労働争議を予防し，やむをえず起

きた場合には，労働委員会が斡
あっ

旋
せん

・調
ちょう

停
てい

・仲
ちゅう

裁
さい

を行い，第三者の立場から

調整することを定めている。

こうした労働三法に加えて，最低賃金法によって労働者が受け取るべき

賃金の最低額を保障している。その水準はさまざまな状況を考慮に入れて，

都道府県ごとに地域別最低賃金などとして適用される。また，近年，就業

形態の多様化を背景として，労働条件を決定するための基本的ルールを定

めた労働契約法が制定された。

労働条件の改善
に向けて

日本の雇
こ

用
よう

慣行が変化していくなかで，労働組合

の組織率はかつてに比べて低下している。他方，

最近では非正規雇用者の労働組合が設立される動きもある。デジタル化・

情報化などによって，労働者の労働環境が大きく変化しつつあるが，労働

者が安心して働ける労働条件をいかに確保していくかが大きな課題である。

4

1

2

₁₉₅₉年

₂₀₀₇年

5

7

労働者を保護するための法律は何か，まとめてみよう。また，労働契約と労働協約，
労使協定の違いについて説明してみよう。

1労働基準法にもとづき，労働者保護のため
に設置されている監督行政機関。事業者に対
して監督・指導などを行う。
2労使間の紛争解決をはかる権限をもつ行政
委員会（p.70）。使用者・労働者・公益を代表
する委員で構成される。

　会社に労働条件や服務規律などを定め
た「就業規則」や「労働協約」がある場合，
労働協約が最優先で効力をもつ（下図）。
　また，労働基準法で禁止されている「時
間外・休日労働」＊などの労働条件につい
て，使用者が労働者の過半数を代表する
者（労働組合）と「労使協定」を書面で結ん
だうえ労働基準監督署へ届け出ることで，
例外的に就業規則の特則として認められ
る。ただし，労使協定が労働契約を律す
る効力は生じない。
　なお，使用者は，労働者と労働契約を
結ぶ際，労働条件の明示が義務づけられ
ている。もし，実際の労働条件が契約内
容と異

こと

なっていた場合，労働者は契約を
解除することができる。
＊「時間外・休日労働協定」は労働基準法第36条
の例外規定で「36協定」とよばれる。

労働条件の決まり方

6労働法規と労働契約・就業規則・労働
協約との関係

7労働組合の組織率の推移（労働統計要覧）
雇用者数に対する組合組織率はどのように

推移しているだろうか。

　斡旋は斡旋委員が労使双
そう

方
ほう

の交渉をと
りもち自主的解決を働きかける。調停は
調停委員会が調停案を示し，双方が受

じゅ

諾
だく

すれば調停が成立する。仲裁は仲裁委員
会の示す裁定に労使が拘

こう

束
そく

される。

斡旋・調停・仲裁

5最近の労働法制の動き

法律名 改正・施行年 おもな内容

労
働
基
準
法

変形労働
時間制 1999年施行 1日8時間をこえる労働が可能で, ①1週間単位 ②1か月単位 ③1か月をこえ1年以内の期間

単位の3種類ある。③については1日10時間までの労働が認められるようになった。
裁量労働制 2000年施行 みなし労働時間制の適用。研究開発など１１業種から企画などのホワイトカラーに適用拡大。
有期労働契約 2003年改正 原則1年， 専門的知識等に限り3年であった期間の上限を， それぞれ3年と5年に延長。
時間外労働
の上限規制 2019年施行 月45時間，年360時間が原則。臨時的な事情の場合，年720時間，単月100時間未満・複

数月平均80時間を限度（休日労働含む）に設定。違反には罰則。
高度プロフェッ
ショナル制度 2019年施行 一部の高度専門職（年収は基準年間平均給与額の3倍以上）を対象に労働時間・休日・深夜

の割増賃金等の規定を適用除外（特定高度専門業務･成果型の脱時間給制度）。

労働契約法
2008年施行 採用，労働条件の変更，解雇など労使間の雇用ルールの明確化（有期雇用の契約を含む）。
2012年改正 無期労働契約への転換（有期雇用契約がくり返し更新され通算5年をこえたとき）などの導入。

労働者派遣法
1999年改正 26業種に限られていた対象業務を原則自由化。
2015年改正 業種による派遣期間上限の違いを廃止。同一の派遣労働者の同一部署での勤務を上限3年に。

育児・介護
休業法

1995年改正 男女を問わず1歳未満の子や家族を介護する必要のある労働者の休業が認められた。
2001年改正 休業申し出や休業をしたことを理由とした解雇その他不利益な取扱いが禁止された。

2017年施行 育児休業や介護休業の取得要件を緩和し，取得にあたってのハラスメント対策を企業に
義務づけた。

男女雇用機会
均等法

1999年施行 募集, 採用, 配置, 昇進などの差別禁止。違反企業名は公表。

2007年施行 男女双方への差別禁止に拡大，間接差別や妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁
止など。

2017年施行 妊娠や出産などに関するハラスメント（マタニティー・ハラスメント）への対策を企業に
義務づけた。

労働審判法 2006年施行 労働者個人と事業主との労働紛争を迅速に解決するため，労働審判制度を規定。

労働協約がある場合
労働協約

就業規則

労働基準法など 最低基準

労働協約が
優先労働契約
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1651テーマ 国際社会のルールとしくみ

能しない場合に備え，国連総会は1950年に「平和のための結集」決議を採択

した。なお，加盟国は個別的自衛権・集団的自衛権を行使して，例外的に

武力行使をともなう防衛措置をとることができる。

これまで国連軍は設置されたことはなく，そのかわりに，紛争の鎮
ち ん

静
せ い

化

などのために，国連が編成して派
は

遣
け ん

する国連平和維持活動（PKO）が，一

定の役割を果たしてきた。なお，国連自身の活動とは別に，湾岸戦争では，

安全保障理事会の決議にもとづいて多国籍軍による武力介
か い

入
にゅう

が行われた。

他方，武力攻撃を定めた安全保障理事会の明確な決議のないまま行われた

アメリカを中心とするイラク攻撃では，国連の存在意義が問われた。

国際連合の
役割と課題

国連は，平和と安全に加えて，経済的・社会的問

題や自然災害などへの対策も進めており，総会お

よび経済社会理事会が，国連教育科学文化機関（U
ユ ネ ス コ

NESCO）や世界保健機

関（WHO）のような各種の専門機関などと連携して，人権・貧困・環境な

どの諸課題の解決に向けて活動している。また，国連は1948年に世界人権

宣言を，1966年には国際人権規約を採択し，国籍・人種・民族・言語・性

別・思想・信条・宗教など，あらゆる差別に反対の立場を示し，現在では

国連人権理事会（UNHRC）を中心に人権状況の改善に取り組んでいる。

国連の予算は，加盟国の分
ぶ ん

担
た ん

金
き ん

に依
い

拠
き ょ

しており，分担金の比率は各国の

経済力に応じて決められている。また，国連の個々の機関には，加盟国か

ら自発的拠
き ょ

出
しゅつ

金
き ん

が提供されている。しかし，組織の肥大化や分担金・拠出

金の滞
た い

納
の う

などにより，国連は恒
こ う

常
じょう

的な財政難におちいっている。また，第

二次世界大戦の敗戦国である日本やドイツ，あるいは地域大国であるブラ

ジルやインドなどを含めて，安全保障理事会常任理事国の数を増やす国連

改革案が議論されてきた。

2

3

4

Peace-Keeping Operation

1991年

2003年

UN Educational, Scientific and Cultural Organization

World Health Organization

p.45 p.45 

UN Human Rights Council 5

国際連合の専門機関は，それぞれどのような活動をしているのか，具体的に調べて
みよう。

2安全保障理事会が平和維持の機能を果たせ
ない場合，総会の3分の2の賛成で軍事的な強
制措置の勧

かん

告
こく

が可能になった。この決議にも
とづく緊急特別総会が過去10回開かれている。
3自国への攻撃があった場合に，自国を防衛
するために実力を行使する権利を個別的自衛
権という。これに対して，自国が直接攻撃を
受けていなくても，同盟国が攻撃された場合，
自国の安全に対する脅

きょう

威
い

とみなして共同して
防衛にあたる権利を集団的自衛権という。
4国連憲章第51条は，国連加盟国に対する
武力攻撃があった場合，安全保障理事会が必
要な措置をとるまでの間，加盟国は個別的ま
たは集団的自衛権を行使でき，この措置を直
ちに安全保障理事会に報告しなければならな
いと定めている。

2国際連合の機構　 国際連合の主要機関はどのような活動をしているか。
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2

3国連加盟国数の推移（世界の国一覧表ほか）
加盟国数や地域バランスはどのように変化

したか。

機能委員会
社会開発委員会
女性の地位委員会
人口開発委員会など
地域委員会
アジア太平洋経済社会委員会
（ESCAP）など
その他の委員会
開発政策委員会
非政府組織委員会
行政専門家委員会など

　独立機関
IAEA（国際原子力機関） 
WTO（世界貿易機関）など

計画と基金
国連開発計画（UNDP）
国連環境計画（UNEP）
国連児童基金（UNICEF）
国連人口基金（UNFPA）
国連世界食糧計画（WFP）など

その他の機関
国連難民高等弁務官事務所
　（UNHCR）
国連貿易開発会議（UNCTAD）
国連大学（UNU）
ジェンダー平等と女性のエンパ
ワーメントのための国連機関
 （UN-Women）など

　総会によって設立された機関

●委員会など ●委員会

事務局安全保障
理事会

経済社会
理事会

信託統治
理事会

国際司法
裁判所

＊信託統治理事会は，1994年
　以降活動を停止している。

＊IAEAは総会と安保理事会に報告

●委員会など
軍事参謀委員会
平和維持活動など

平和構築委員会

国連人権理事会（UNHRC）
平和維持活動特別委員会
パレスチナ委員会
国連軍縮委員会（UNDC）
宇宙空間平和利用委員会
国際人事委員会など

　専門機関

国際労働機関（ILO） 
国連食糧農業機関（FAO） 
国連教育科学文化機関
　（UNESCO） 
世界保健機関（WHO）
〈世界銀行グループ〉
　国際復興開発銀行（IBRD）
　国際開発協会（IDA）
　国際金融公社（IFC）
国際通貨基金（IMF） 
国際民間航空機関（ICAO） 
万国郵便連合（UPU） 
国際電気通信連合（ITU） 
世界気象機関（WMO）  
世界知的所有権機関（WIPO） 
国際農業開発基金（IFAD） 
国連工業開発機関（UNIDO）
　　　　　　　　　　　など ●下部機関　　自治機関　　独立機関

総会

4安全保障理事会のようす　常任理事国5，
非常任理事国（任期2年）10の15か国で構成さ
れる。　 安全保障理事会の役割は何か。

5主要国の国連分担金比率（国連広報センター
資料）　分担率は総会で決定される。　 国
連分担金が多い国はどこか。

ロシア 1.9

アメリカ
22.0％

総額
29.3
億ドル 中国

15.3
日本
8.0

その他
38.0

フランス 4.3
ドイツ 6.1イギリス 4.4

［2022年通常予算］
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1651テーマ 国際社会のルールとしくみ

能しない場合に備え，国連総会は1950年に「平和のための結集」決議を採択

した。なお，加盟国は個別的自衛権・集団的自衛権を行使して，例外的に

武力行使をともなう防衛措置をとることができる。

これまで国連軍は設置されたことはなく，そのかわりに，紛争の鎮
ち ん

静
せ い

化

などのために，国連が編成して派
は

遣
け ん

する国連平和維持活動（PKO）が，一

定の役割を果たしてきた。なお，国連自身の活動とは別に，湾岸戦争では，

安全保障理事会の決議にもとづいて多国籍軍による武力介
か い

入
にゅう

が行われた。

他方，武力攻撃を定めた安全保障理事会の明確な決議のないまま行われた

アメリカを中心とするイラク攻撃では，国連の存在意義が問われた。

国際連合の
役割と課題

国連は，平和と安全に加えて，経済的・社会的問

題や自然災害などへの対策も進めており，総会お

よび経済社会理事会が，国連教育科学文化機関（U
ユ ネ ス コ

NESCO）や世界保健機

関（WHO）のような各種の専門機関などと連携して，人権・貧困・環境な

どの諸課題の解決に向けて活動している。また，国連は1948年に世界人権

宣言を，1966年には国際人権規約を採択し，国籍・人種・民族・言語・性

別・思想・信条・宗教など，あらゆる差別に反対の立場を示し，現在では

国連人権理事会（UNHRC）を中心に人権状況の改善に取り組んでいる。

国連の予算は，加盟国の分
ぶ ん

担
た ん

金
き ん

に依
い

拠
き ょ

しており，分担金の比率は各国の

経済力に応じて決められている。また，国連の個々の機関には，加盟国か

ら自発的拠
き ょ

出
しゅつ

金
き ん

が提供されている。しかし，組織の肥大化や分担金・拠出

金の滞
た い

納
の う

などにより，国連は恒
こ う

常
じょう

的な財政難におちいっている。また，第

二次世界大戦の敗戦国である日本やドイツ，あるいは地域大国であるブラ

ジルやインドなどを含めて，安全保障理事会常任理事国の数を増やす国連

改革案が議論されてきた。
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国際連合の専門機関は，それぞれどのような活動をしているのか，具体的に調べて
みよう。

2安全保障理事会が平和維持の機能を果たせ
ない場合，総会の3分の2の賛成で軍事的な強
制措置の勧

かん

告
こく

が可能になった。この決議にも
とづく緊急特別総会が過去10回開かれている。
3自国への攻撃があった場合に，自国を防衛
するために実力を行使する権利を個別的自衛
権という。これに対して，自国が直接攻撃を
受けていなくても，同盟国が攻撃された場合，
自国の安全に対する脅

きょう

威
い

とみなして共同して
防衛にあたる権利を集団的自衛権という。
4国連憲章第51条は，国連加盟国に対する
武力攻撃があった場合，安全保障理事会が必
要な措置をとるまでの間，加盟国は個別的ま
たは集団的自衛権を行使でき，この措置を直
ちに安全保障理事会に報告しなければならな
いと定めている。

2国際連合の機構　 国際連合の主要機関はどのような活動をしているか。
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2

3国連加盟国数の推移（世界の国一覧表ほか）
加盟国数や地域バランスはどのように変化

したか。

機能委員会
社会開発委員会
女性の地位委員会
人口開発委員会など
地域委員会
アジア太平洋経済社会委員会
（ESCAP）など
その他の委員会
開発政策委員会
非政府組織委員会
行政専門家委員会など

　独立機関
IAEA（国際原子力機関） 
WTO（世界貿易機関）など

計画と基金
国連開発計画（UNDP）
国連環境計画（UNEP）
国連児童基金（UNICEF）
国連人口基金（UNFPA）
国連世界食糧計画（WFP）など

その他の機関
国連難民高等弁務官事務所
　（UNHCR）
国連貿易開発会議（UNCTAD）
国連大学（UNU）
ジェンダー平等と女性のエンパ
ワーメントのための国連機関
 （UN-Women）など

　総会によって設立された機関

●委員会など ●委員会

事務局安全保障
理事会

経済社会
理事会

信託統治
理事会

国際司法
裁判所

＊信託統治理事会は，1994年
　以降活動を停止している。

＊IAEAは総会と安保理事会に報告

●委員会など
軍事参謀委員会
平和維持活動など

平和構築委員会

国連人権理事会（UNHRC）
平和維持活動特別委員会
パレスチナ委員会
国連軍縮委員会（UNDC）
宇宙空間平和利用委員会
国際人事委員会など

　専門機関

国際労働機関（ILO） 
国連食糧農業機関（FAO） 
国連教育科学文化機関
　（UNESCO） 
世界保健機関（WHO）
〈世界銀行グループ〉
　国際復興開発銀行（IBRD）
　国際開発協会（IDA）
　国際金融公社（IFC）
国際通貨基金（IMF） 
国際民間航空機関（ICAO） 
万国郵便連合（UPU） 
国際電気通信連合（ITU） 
世界気象機関（WMO）  
世界知的所有権機関（WIPO） 
国際農業開発基金（IFAD） 
国連工業開発機関（UNIDO）
　　　　　　　　　　　など ●下部機関　　自治機関　　独立機関

総会

4安全保障理事会のようす　常任理事国5，
非常任理事国（任期2年）10の15か国で構成さ
れる。　 安全保障理事会の役割は何か。

5主要国の国連分担金比率（国連広報センター
資料）　分担率は総会で決定される。　 国
連分担金が多い国はどこか。

ロシア 2.4

アメリカ
22.0％

総額
29.5
億ドル

中国
12.0

日本
8.6

その他
39.9

フランス 4.4
ドイツ 6.1イギリス 4.6

［2021年通常予算］
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1712テーマ 国際社会と平和主義

　 1979年にソ連がアフガニスタン
に侵攻すると米ソ関係は再び悪

化した（新冷戦）。しかし，1980年代後半にソ連でゴルバチ
ョフが実権を握ると「新思考外交」が展開され，1987年には
INF（中距離核戦力）全

ぜん

廃
ぱい

条約が締結されて米ソは和解に向
かい，1989年のマルタ会談で米ソ首脳は冷戦の終結を宣言
した。ヨーロッパでは東西ドイツの統一，東欧諸国の社会
主義政権崩

ほう

壊
かい

（東欧革命）など冷戦からの脱
だっ

却
きゃく

が進み，1991
年にはソ連が解体（独立国家共同体〔CIS〕が誕生）した。
　 冷戦の終結は直ちにすべての戦

争の廃
はい

絶
ぜつ

には結びつかず，アメ
リカ主導のもとで湾

わん

岸
がん

戦争が起こり，その後もアジア，ア
フリカ，東欧など各地で地域紛争や民族紛争が多発するよ
うになった。2001年にアメリカで「同時多発テロ」が起こる
と，米英軍などがアフガニスタンのタリバン政権に対する
攻撃を行った。2003年には武力攻撃を定めた安全保障理事
会の明確な決議なしに米英軍などがイラクを攻撃した（イ
ラク戦争）。日本は，これらに対する後方支援や復興支援
のために特別措

そ

置
ち

法を制定して自衛隊の海外派
は

遣
けん

を行った。
2011年にチュニジアで独裁政権が打倒されると，この動

冷戦の終結3

Intermediate-range Nuclear Forces

4

Commonwealth of Independent States

冷戦後の国際関係4

₂₀₀₁～₁₀年

きは北アフリカや中東に波
は

及
きゅう

し，｢アラブの春｣とよばれた。
しかし，民族や宗教などをめぐる対立から内戦が続き，テ
ロ行為も各地で多発している。東欧ではクリミア半島の帰
属をめぐってロシアとウクライナの対立が激化し，東アジ
アでは北

きた

朝
ちょう

鮮
せん

の核実験やミサイル発射をめぐる問題などが
ある。
核軍縮では戦略兵器削減交渉（S

ス タ ー ト

TART）が行われ，包
ほう

括
かつ

的核実験禁止条約（CTBT）が国連で採択された（未発効）。
また，非核地域を設定する動きもあり，2017年には核兵器
禁止条約も国連で採択されている。通常兵器についても，
対人地

じ

雷
らい

全面禁止条約やクラスター爆
ばく

弾
だん

禁止条約が採択さ
れている。なお，2019年にアメリカとロシアの対立から中
距離核戦力（INF）全廃条約が失効した。1990年代から最

さい

新
しん

鋭
えい

ミサイルの開発を進める中
ちゅう

国
ごく

の動きもあり，歯どめのな
い核軍拡競争におちいることが懸

け

念
ねん

されている。

₂₀₁₁年

Strategic Arms Reduction Talks5

Comprehensive Nuclear Test-Ban Treaty ₁₉₉₆年

₁₉₉₇年 ₂₀₀₈年

1 大気圏，宇宙空間，水中での核実験を禁止したが，地下核実験は禁止し
なかった。

2 核非保有国への核兵器移譲や，核非保有国の核兵器製造を禁止する条約。
3 1961年には第1回非同盟諸国首脳会議が開かれた。
4 相手の政治中

ちゅう
枢
すう
を攻撃する戦略兵器と戦場単位で使用される戦術核兵器

の中間のもので，ヨーロッパでの配備が問題となった。
5 すべての核爆発実験を禁止するが発効にはいたっていない。
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第二次世界大戦後の国際政治の動きと日本
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1712テーマ 国際社会と平和主義

　 1979年にソ連がアフガニスタン
に侵攻すると米ソ関係は再び悪

化した（新冷戦）。しかし，1980年代後半にソ連でゴルバチ
ョフが実権を握ると「新思考外交」が展開され，1987年には
INF（中距離核戦力）全

ぜん

廃
ぱい

条約が締結されて米ソは和解に向
かい，1989年のマルタ会談で米ソ首脳は冷戦の終結を宣言
した。ヨーロッパでは東西ドイツの統一，東欧諸国の社会
主義政権崩

ほう

壊
かい

（東欧革命）など冷戦からの脱
だっ

却
きゃく

が進み，1991
年にはソ連が解体（独立国家共同体〔CIS〕が誕生）した。
　 冷戦の終結は直ちにすべての戦

争の廃
はい

絶
ぜつ

には結びつかず，アメ
リカ主導のもとで湾

わん

岸
がん

戦争が起こり，その後もアジア，ア
フリカ，東欧など各地で地域紛争や民族紛争が多発するよ
うになった。2001年にアメリカで「同時多発テロ」が起こる
と，米英軍などがアフガニスタンのタリバン政権に対する
攻撃を行った。2003年には武力攻撃を定めた安全保障理事
会の明確な決議なしに米英軍などがイラクを攻撃した（イ
ラク戦争）。日本は，これらに対する後方支援や復興支援
のために特別措

そ

置
ち

法を制定して自衛隊の海外派
は

遣
けん

を行った。
2011年にチュニジアで独裁政権が打倒されると，この動

冷戦の終結3

Intermediate-range Nuclear Forces

4

Commonwealth of Independent States

冷戦後の国際関係4

₂₀₀₁～₁₀年

きは北アフリカや中東に波
は

及
きゅう

し，｢アラブの春｣とよばれた。
しかし，民族や宗教などをめぐる対立から内戦が続き，テ
ロ行為も各地で多発している。東欧ではクリミア半島の帰
属をめぐってロシアとウクライナの対立が激化し，2022年
にはロシアがウクライナに軍事侵攻した。東アジアでは北

きた

朝
ちょう

鮮
せん

の核実験やミサイル発射をめぐる問題などがある。
核軍縮では戦略兵器削減交渉（S

ス タ ー ト

TART）が行われ，包
ほう

括
かつ

的核実験禁止条約（CTBT）が国連で採択された（未発効）。
また，非核地域を設定する動きもあり，2017年には核兵器
禁止条約も国連で採択されている。通常兵器についても，
対人地

じ

雷
らい

全面禁止条約やクラスター爆
ばく

弾
だん

禁止条約が採択さ
れている。なお，2019年にアメリカとロシアの対立から中
距離核戦力（INF）全廃条約が失効した。1990年代から最

さい

新
しん

鋭
えい

ミサイルの開発を進める中
ちゅう

国
ごく

の動きもあり，歯どめのな
い核軍拡競争におちいることが懸

け

念
ねん

されている。

₂₀₁₁年

Strategic Arms Reduction Talks5

Comprehensive Nuclear Test-Ban Treaty ₁₉₉₆年

₁₉₉₇年 ₂₀₀₈年

1 大気圏，宇宙空間，水中での核実験を禁止したが，地下核実験は禁止し
なかった。

2 核非保有国への核兵器移譲や，核非保有国の核兵器製造を禁止する条約。
3 1961年には第1回非同盟諸国首脳会議が開かれた。
4 相手の政治中

ちゅう
枢
すう
を攻撃する戦略兵器と戦場単位で使用される戦術核兵器

の中間のもので，ヨーロッパでの配備が問題となった。
5 すべての核爆発実験を禁止するが発効にはいたっていない。
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176 第５章　国際社会のなかで生きる私たち

現代の紛争
冷戦という大きな対立構造は終結した。しかし，

現代世界において紛争がなくなったわけではない。

まず，多発しているのは内戦である。旧ユーゴスラビア連邦におけるボ

スニア・ヘルツェゴビナ紛争やコソボ紛争，ソマリア内戦，スーダン西部

でのダルフール紛争，シリア内戦などは，その例である。いずれも，多く

の犠
ぎ

牲
せ い

者を生む激しく凄
せ い

惨
さ ん

な戦
せ ん

闘
と う

が展開され，国際機関や外国が介
か い

入
にゅう

・関

与することもあった。

国際紛争も後を絶たない。冷戦期からのパレスチナ問題は，今もなお解

決していない。アメリカでの「同時多発テロ」をきっかけに，同国などによ

るアフガニスタンのタリバンやイラクへの攻撃もあった。この間，アル・

カーイダや「イスラム国（IS）」など国際テロ組織の存在が注目されるように

なる。また，より近年の東欧では，ロシアがウクライナのクリミア半島を一

方的に編入するなど介入をくり返し，その後，大規模な軍事侵攻に着手した。

紛争の要因
こうした紛争はなぜ起こるのだろうか。その要因

を単純に特定することはできない。これらの紛争

の多くは，宗教的要因あるいは民族的要因に由来しているようにみえる。

確かに，冷戦対立という枠
わ く

組
ぐ

みがなくなったことによって，そうした要因

が表面化した場合もあるだろう。

しかし，それらとは別の要因に目を向けることもできる。たとえば，紛

争の背後に，経済的貧困や格差が存在する場合がある。あるいは，適切な

警察力や武力をもたない，収
しゅう

賄
わ い

などによって腐
ふ

敗
は い

しているなど，当
と う

該
が い

地域

4

₁₉₉₂～₉₅年 p.174 ₁₉₈₈年～

₂₀₀₃年～ ₂₀₁₁年～

2

3

₂₀₀₁年

Islamic State

₂₀₁₄年 ₂₀₂₂年

1 現代の紛争にはどのような特徴があるのだろうか？
現代の紛争と
その影響

1世界報道写真コンテスト2016大賞（2015年）

報道写真にみる現代世界の紛争
　世界報道写真コンテストは，オランダの非営利団体の主催
で1956年から続くもので， 世界中から7万点をこえる応

お う

募
ぼ

が
ある。その入賞作品からは，世界のジャーナリズムの関心が
みえてくる。
　左の写真を見てみよう。なぜここには鉄

て つ

条
じょう

網
も う

がはられてい
るのか？男性はなぜこんなところで，そしてだれに幼児を手
わたしているのか？
　現場はセルビアとハンガリーの国境である。シリア内戦な
どを背景に，100万人をこえる難民が，安全と庇

ひ

護
ご

を求めて
ヨーロッパに流入した。対応に困った国々は，入国制限と国
境警備を強化した。この写真が暗いのは，警備隊に見つから
ないよう，月明かりのなかでの行動だからだ。作品のタイト
ルは，「Hope for a New Life」である。

3イスラエルとパレスチナ　1993年のオスロ
合意にもとづき，ガザ地区とヨルダン川西岸
地区にパレスチナ自治政府が樹立されたが，
その後もイスラエルとの間で対立が続いてい
る。　 パレスチナ紛争の原因は何だろうか。

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は組織として，1954年と1981年の2度に
わたってノーベル平和賞を受賞している。
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［2018年］

　　 パレスチナ
　　 自治政府
　　 イスラエル領
　　 ・管轄地
　　 イスラエル
　　 占領地

2空爆を受けたシリア（2014年）　2011年に
内戦が勃発したシリアでは，ロシアやアメリ
カなどの介入もあり，紛争は複雑化している。
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現代の紛争
冷戦という大きな対立構造は終結した。しかし，

現代世界において紛争がなくなったわけではない。

まず，多発しているのは内戦である。旧ユーゴスラビア連邦におけるボ

スニア・ヘルツェゴビナ紛争やコソボ紛争，ソマリア内戦，スーダン西部

でのダルフール紛争，シリア内戦などは，その例である。いずれも，多く

の犠
ぎ

牲
せ い

者を生む激しく凄
せ い

惨
さ ん

な戦
せ ん

闘
と う

が展開され，国際機関や外国が介
か い

入
にゅう

・関

与することもあった。

国際紛争も後を絶たない。冷戦期から存在するパレスチナ問題は，今も

なお解決していない。アメリカでの「同時多発テロ」をきっかけに，アメリ

カなどによるアフガニスタンのタリバンやイラクへの攻撃もあった。この

間，アル・カーイダや「イスラム国（IS）」など国際テロ組織の存在が注目さ

れるようになった。

紛争の要因
こうした紛争はなぜ起こるのだろうか。その要因

を単純に特定することはできない。これらの紛争

の多くは，宗教的要因あるいは民族的要因に由来しているようにみえる。

確かに，冷戦対立という枠
わ く

組
ぐ

みがなくなったことによって，そうした要因

が表面化した場合もあるだろう。

しかし，それらとは別の要因に目を向けることもできる。たとえば，紛

争の背後に，経済的貧困や格差が存在する場合がある。あるいは，適切な

警察力や武力をもたない，収
しゅう

賄
わ い

などによって腐
ふ

敗
は い

しているなど，当
と う

該
が い

地域

の政府がじゅうぶんな紛争解決能力をもっていない場合もある。
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1 現代の紛争にはどのような特徴があるのだろうか？
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その影響

1世界報道写真コンテスト2016大賞（2015年）

報道写真にみる現代世界の紛争
　世界報道写真コンテストは，オランダの非営利団体の主催
で1956年から続くもので， 世界中から7万点をこえる応

お う

募
ぼ

が
ある。その入賞作品からは，世界のジャーナリズムの関心が
みえてくる。
　左の写真を見てみよう。なぜここには鉄

て つ

条
じょう

網
も う

がはられてい
るのか？男性はなぜこんなところで，そしてだれに幼児を手
わたしているのか？
　現場はセルビアとハンガリーの国境である。シリア内戦な
どを背景に，100万人をこえる難民が，安全と庇

ひ

護
ご

を求めて
ヨーロッパに流入した。対応に困った国々は，入国制限と国
境警備を強化した。この写真が暗いのは，警備隊に見つから
ないよう，月明かりのなかでの行動だからだ。作品のタイト
ルは，「Hope for a New Life」である。

3イスラエルとパレスチナ　1993年のオスロ
合意にもとづき，ガザ地区とヨルダン川西岸
地区にパレスチナ自治政府が樹立されたが，
その後もイスラエルとの間で対立が続いてい
る。　 パレスチナ紛争の原因は何だろうか。

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は組織として，1954年と1981年の2度に
わたってノーベル平和賞を受賞している。
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2空爆を受けたシリア（2014年）　2011年に
内戦が勃発したシリアでは，ロシアやアメリ
カなどの介入もあり，紛争は複雑化している。
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紛争の
解決に向けて

こうした紛争の解決のために，さまざまな機関が

活動している。国際連合は，安全保障理事会の決

議にもとづき，紛争拡大の防止，停戦監視などを行う国連平和維
い

持
じ

活動

（PKO）を展開してきた。この平和維持活動は，紛争後の武装解除，治安

維持，選挙監視，民
みん

生
せい

（人々の生活）支援，独立支援，暫
ざん

定
てい

統治などの活動

にも，その役割を広げている。

近年では，紛争後の地域において，新たな国家制度や社会のしくみをつ

くることは平和構
こう

築
ちく

ともよばれる。この平和構築においては，国連などの

国際機関だけではなく，国際的なNGO（非政府組織）が役割を果たすこと

も多い。

難民問題
現在，戦争や地域紛争によって多くの難

なん

民
みん

が生ま

れている。難民の地位に関する条約（難民条約）に

よる難民とは，「人種，宗教，国籍，政治的意見または特定の社会集団に

属するなどの理由で，自国にいると迫
はく

害
がい

を受けるかあるいは迫害を受ける

恐れがあるために他国に逃
のが

れた」人々のことで，迫害の恐れのある国・地

域へ追放・送
そう

還
かん

してはならない（ノン・ルフールマンの原則）。難民問題の

解決には，国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）が対応する。

なお，近年，内戦などから逃れて他国に移動する人々が増大し，ヨーロ

ッパ諸国などでは，その受け入れをめぐって，さまざまな問題が起こって

いる。また，国内にいながら難民同様の生活をおくっている国内避難民に

ついても救済の必要性がとなえられている。

Peace-Keeping Operation

p.165

Peacebuilding

1

Non-Governmental Organization

6

₁₉₅₁年国連採択，₁₉₅₄年発効

non-refoulement

2

Office of the UN High Commissioner for Refugees

3 5

6

1戦争から平和への移行期にある国や地域を
支援すること。国連事務総長ガリ（当時）が報
告書『平和への課題』（1992年）のなかで言

げん

及
きゅう

して以降，広く議論されるようになった。

2難民条約第33条で定められた原則。フラ
ンス語で「送還禁止」の意味。
31951年，難民問題の解決のために国連総
会によって設けられた機関。難民に対する国
際的保護や，自発的帰国または第三国での定
住を支援するなどの業務を行っている。
1991年から2000年にかけて，日本人の緒

お

方
がた

貞
さだ

子
こ

が高等弁務官を務
つと

めた。

5ロヒンギャ難民（バングラデシュ，2019年）   
ロヒンギャは，おもにミャンマー西部に暮ら
すイスラム系少数民族。差別と迫害に苦しめ
られ，多くの人が国外に逃れて難民となった。
難民に対しては，UNHCRによる救援活動が
続けられている。

6難民数の推移（UNHCR資料）　 近年，難
民が増えているのはなぜだろうか。

難民問題が発生する理由は何か，具体的に調べてみよう。

4世界の紛争地図　世界の各地で深刻な紛争が発
生している。しかし，紛争が起こる以前，宗教や
民族が違っていても，人々は平和な生活を営んで
いたのである。そうだとすれば，今日のさまざま
な紛争の発生理由を，直ちに民族的要因あるいは
宗教的要因に求めることには慎重でなければなら
ない。　 どのような地域で，どのような理由で
武力紛争が起こっているのだろうか。
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の政府がじゅうぶんな紛争解決能力をもっていない場合もある。
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みん

生
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（人々の生活）支援，独立支援，暫
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定
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統治などの活動

にも，その役割を広げている。
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通じた国交正常化がはかられた。現在の外交課題としては，領土問題，戦

後補
ほ

償
しょう

問題，北
きた

朝
ちょう

鮮
せん

との国交正常化などがある。北朝鮮との関係では，首

脳会談により関係改善が試みられたが，核開発問題や日本人の拉
ら

致
ち

問題の

全容解明など，解決すべき課題も多い。

日本と私たち
の役割

日本は，国際平和の実現のための役割を果たして

きた。まず，日本には平和憲法があり，広
ひろ

島
しま

・長
なが

崎
さき

への原爆投下によって世界唯
ゆい

一
いつ

の被
ひ

爆
ばく

国
こく

となった，その経験から，日本

は戦後一
いっ

貫
かん

して，国際平和のメッセージを発信してきた。防衛関係費を

GNPの 1％以内におさえる政策も長期間追求され，武器輸出三原則，非

核三原則もとなえられてきた。平和憲法にもとづく経済政策を通じた経済

大国化は，国家の一つの発展モデルといえる。

さらに，日本の国際的な貢献は，さまざまな分野にわたっている。その

経済力は，発展途
と

上
じょう

国援助に生かされており，日本のODA（政府開発援

助）は，1989年には総額で世界第一位となった（現在は第四位）。また，発

展途上国への技術者派
は

遣
けん

や青年海外協力隊の活動など，人的な貢献にも力

を入れてきた。環境問題についても，かつての経験のなかでつちかってき

た公害防止技術は，世界の二酸化炭素排出量の削減などに大きな力を発
はっ

揮
き

している。近年では，漫画やアニメを含めた文化の発信とそれにもとづく

交流も行われている。こうした交流も，国境をこえた友好的な関係の形成

に役立つであろう。

平和の実現には，国家間の努力だけではなく，国境をこえて人々の間に

友好的・協力的な関係をつくっていくことも大切である。そうだとすれば，

それは私たち一人ひとりにかかわる問題でもあるといえる。

5

p.169

p.169

Official Development Assistance72 8

1～4 9 3

0

日本の国際貢献の現状と課題についてまとめてみよう。
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開
発
援
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Ｏ
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）

計156億ドル

返済義務のない資金援助

研修員の受け入れ，専門家派遣など

低金利・長期返済の資金貸与
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7日本のODA実績（開発協力白書）
日本は発展途上国にどのような援助を行って

いるか。

8おもな国のODA実績（DAC資料）
日本のODAの特色は何か。

9青年海外協力隊による技術協力援助（マラ
ウイ，2016年）

0フランスにおける日本のポップカルチャー
のイベントのようす（パリ，2019年）

日本のODAは減少傾向にあるが，今後，
どのようにしていくのが望ましいだろう
か。自分の意見をまとめたうえで，グル
ープで話しあってみよう。

ODAの増額に
賛成？反対？

2日本のODAの基本理念を定めたODA大
たい

綱
こう

（1992年閣議決定）は，2015年に開発協力
大綱へと改定され，より幅

はば

広い概
がい

念
ねん

を示す「開
発協力」を打ちだし，「国益の確保に貢献する」
ものと位置づけられた。

3日本のODAの一つで，教育や保健，農村
開発などさまざまな分野で発展途上国にボラ
ンティアを派遣している。
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38億ドル

政
府
開
発
援
助（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）

計156億ドル

返済義務のない資金援助

研修員の受け入れ，専門家派遣など

低金利・長期返済の資金貸与

［2019年］

アメリカ

日本

ドイツ
イギリス

フランス
オランダ

スウェーデン

イタリア
ノルウェー

カナダ

政府開発援助額（2019年） 贈与比率（2018～19年平均）
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DAC諸国平均対GNI比0.3％ DAC諸国平均83.0％

は各国の
対GNI比率

7日本のODA実績（開発協力白書）
日本は発展途上国にどのような援助を行って

いるか。

8おもな国のODA実績（DAC資料）
日本のODAの特色は何か。

9青年海外協力隊による技術協力援助（マラ
ウイ，2016年）

0フランスにおける日本のポップカルチャー
のイベントのようす（パリ，2019年）

日本のODAは減少傾向にあるが，今後，
どのようにしていくのが望ましいだろう
か。自分の意見をまとめたうえで，グル
ープで話しあってみよう。

ODAの増額に
賛成？反対？

2日本のODAの基本理念を定めたODA大
たい

綱
こう

（1992年閣議決定）は，2015年に開発協力
大綱へと改定され，より幅

はば

広い概
がい

念
ねん

を示す「開
発協力」を打ちだし，「国益の確保に貢献する」
ものと位置づけられた。

3日本のODAの一つで，教育や保健，農村
開発などさまざまな分野で発展途上国にボラ
ンティアを派遣している。
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1793テーマ 国際平和への課題

通じた国交正常化がはかられた。現在の外交課題としては，領土問題，戦

後補
ほ

償
しょう

問題，北
きた

朝
ちょう

鮮
せん

との国交正常化などがある。北朝鮮との関係では，首

脳会談により関係改善が試みられたが，核開発問題や日本人の拉
ら

致
ち

問題の

全容解明など，解決すべき課題も多い。

日本と私たち
の役割

日本は，国際平和の実現のための役割を果たして

きた。まず，日本には平和憲法があり，広
ひろ

島
しま

・長
なが

崎
さき

への原爆投下によって世界唯
ゆい

一
いつ

の被
ひ

爆
ばく

国
こく

となった，その経験から，日本

は戦後一
いっ

貫
かん

して，国際平和のメッセージを発信してきた。防衛関係費を

GNPの 1％以内におさえる政策も長期間追求され，武器輸出三原則，非

核三原則もとなえられてきた。平和憲法にもとづく経済政策を通じた経済

大国化は，国家の一つの発展モデルといえる。

さらに，日本の国際的な貢献は，さまざまな分野にわたっている。その

経済力は，発展途
と

上
じょう

国援助に生かされており，日本のODA（政府開発援

助）は，1989年には総額で世界第一位となった（現在は第四位）。また，発

展途上国への技術者派
は

遣
けん

や青年海外協力隊の活動など，人的な貢献にも力

を入れてきた。環境問題についても，かつての経験のなかでつちかってき

た公害防止技術は，世界の二酸化炭素排出量の削減などに大きな力を発
はっ

揮
き

している。近年では，漫画やアニメを含めた文化の発信とそれにもとづく

交流も行われている。こうした交流も，国境をこえた友好的な関係の形成

に役立つであろう。

平和の実現には，国家間の努力だけではなく，国境をこえて人々の間に

友好的・協力的な関係をつくっていくことも大切である。そうだとすれば，

それは私たち一人ひとりにかかわる問題でもあるといえる。

5

p.169

p.169

Official Development Assistance72 8

1～4 9 3

0

日本の国際貢献の現状と課題についてまとめてみよう。

二国間援助

贈与

無償資金協力

技術協力

有償資金協力（円借款）

国際機関に対する出資・拠出

計132億ドル

計55億ドル

（31億ドル）

（24億ドル）

77億ドル

31億ドル

政
府
開
発
援
助（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）

計163億ドル

返済義務のない資金援助

研修員の受け入れ，専門家派遣など

低金利・長期返済の資金貸与

［2020年］
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政府開発援助額（2020年） 贈与比率（2019～20年平均）
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DAC諸国平均対GNI比0.4％ DAC諸国平均82.6％

は各国の
対GNI比率

7日本のODA実績（開発協力白書）
日本は発展途上国にどのような援助を行って

いるか。

8おもな国のODA実績（DAC資料）
日本のODAの特色は何か。

9青年海外協力隊による技術協力援助（マラ
ウイ，2016年）

0フランスにおける日本のポップカルチャー
のイベントのようす（パリ，2019年）

日本のODAは減少傾向にあるが，今後，
どのようにしていくのが望ましいだろう
か。自分の意見をまとめたうえで，グル
ープで話しあってみよう。

ODAの増額に
賛成？反対？

2日本のODAの基本理念を定めたODA大
たい

綱
こう

（1992年閣議決定）は，2015年に開発協力
大綱へと改定され，より幅

はば

広い概
がい

念
ねん

を示す「開
発協力」を打ちだし，「国益の確保に貢献する」
ものと位置づけられた。

3日本のODAの一つで，教育や保健，農村
開発などさまざまな分野で発展途上国にボラ
ンティアを派遣している。
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視点 国際的なルール／公正な競争環境

183

　自由貿易の推進によって，経済のグローバル化が急速に進展してきた。グローバル化により身近な生活が豊かに
なった一方，デジタル化にともなって適正な競争環境の維持や貿易に関する新たなルールづくりなどの課題が浮き
彫りとなってきた。グローバル化によるプラスをうまく活用し，活力のある経済社会を築いていくために，私たち
にできることは何か，考えてみよう。

グローバル経済の新たな課題とは何か？考える

　サービス貿易の拡大やデジタル化による「プラットフォーマー」の進出は貿易のあり方に大きな影響をあたえている。
これからの貿易について，課税の〈国際的なルール〉と〈公正な競争環境〉という視点から考えてみよう。

グローバル社会に対応していくためにまとめる

3新たな国際課税ルール（案）のイメージ（2021年現在） 4日本におけるデジタル市場のルールの概要（2021年現在）

視点 １ 「プラットフォーマー」に対する課税の
〈国際的なルール〉をどのようにするか？ 視点 2 「プラットフォーマー」の進出に対して

〈公正な競争環境〉を確保できるか？

　従来の市場のあり方を変える「プラットフォーマー」の
進出と，各国の市場における公正な競争環境の維

い

持
じ

は両
立できるのだろうか。この課題を解決するためには，国
境をこえた国家間の連

れん

携
けい

が必要であり，「プラットフォー
マー」などの多国籍企業に対して，本社のある国だけでな
く，「市場国」にも法人税の課税権をあたえる（「デジタル
課税」）など「国際課税」に関するルールづくりがG20や
OECDなどによって進められている。2021年には，各国
共通の法人税の最低税率を15％にし，「プラットフォー
マー」などへの「デジタル課税」を導入する案が136か国・
地域で合意されている。

　「プラットフォーマー」は多くの利用者を集め，市場の
独占・寡

か

占
せん

化を進めている。独占や寡占は独占禁止法の
規制対象であるが，「プラットフォーマー」は多くのサー
ビスを無料で提供しているため，従来の法律では規制が
難しい。
　公正な競争環境の確保に向けて，日本では，政府がデ
ジタル市場のルールづくりを検討するために「デジタル
市場競争本部」を設置（2019年）し，法整備に取り組むな
どの対応をしている。

１日本企業が海外に輸出しているサービ
スにはどのようなものがあるだろうか。

２身近なサービスのなかで外国企業が提
供しているものをさがしてみよう。

３「プラットフォーマー」が取り上げられ
ている新聞記事などから，現在議論さ
れている課題をみつけ，整理してみよ
う。

視点をふまえた
さまざまな意見

取り引きの透明化や
個人情報の保護，消
費者保護などをさら
に進めることが大切
なのではないか。

グローバル化が社会
にもたらす影響に対
応するために，私た
ちはどのような力を
身につける必要があ
るだろうか。

国境をこえた企業活動が，そ
れぞれの国で適切に行われる
ために，今後どのようなルー
ルづくりが必要だろうか。

法人税の最低税率を15％とし，税率が15
％を下回る低税率国に現地法人がある場
合，その差額分を本社へ課税する

市場国は，工場などの拠点がなくても，利
益率が10％をこえる利益の25％に課税し，
各国の売り上げに応じて分けあう

各国共通の法人税の最低税率 多国籍企業＊へのデジタル課税

最低税率
15％

低税率国
の税率

（15％未満）

利
益
全
体

市場国A
市場国B
市場国C

本社が本国に
納める法人税

低税率国の現地法人が
その国に納める法人税

従来どおりに課税

　＊ 対象は売上高
  200億ユーロ
  （約2.6兆円）超

25％
10％をこえる利益

利益率（売り上げに
対する利益の割合）
が10％まで

法整備 おもな内容

デジタルプラッ
トフォーム取

とり

引
ひき

透
とう

明
めい

化法
（2020年制定）

・ 国内売上高が一定額以上の「特定デジタルプラッ
トフォーム提供者」に対して，取引条件などの情
報開示，苦情対応などの体制整備，運営状況の
報告と行政による評価などを課す

・ 独占禁止法違反の場合，公正取引委員会が関与
・ 利用事業者への取引相談窓口を設置

個人情報保護法
改正（2020年）

個人情報の利用停止・削除などに関する本人の権
利を拡充

取引デジタルプ
ラットフォーム
消費者利益保護
法（2021年制定）

通販トラブルから消費者を保護するため，プラッ
トフォーム事業者への危険商品などの出品削除要
請，販売業者に関する情報の開示請求権などを定
める

4テーマ グローバル化する国際経済
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視点 国際的なルール／公正な競争環境

183

　自由貿易の推進によって，経済のグローバル化が急速に進展してきた。グローバル化により身近な生活が豊かに
なった一方，デジタル化にともなって適正な競争環境の維持や貿易に関する新たなルールづくりなどの課題が浮き
彫りとなってきた。グローバル化によるプラスをうまく活用し，活力のある経済社会を築いていくために，私たち
にできることは何か，考えてみよう。

グローバル経済の新たな課題とは何か？考える

　サービス貿易の拡大やデジタル化による「プラットフォーマー」の進出は貿易のあり方に大きな影響をあたえている。
これからの貿易について，課税の〈国際的なルール〉と〈公正な競争環境〉という視点から考えてみよう。

グローバル社会に対応していくためにまとめる

3新たな国際課税ルール（案）のイメージ（2021年現在） 4日本におけるデジタル市場のルールの概要（2022年現在）

視点 １ 「プラットフォーマー」に対する課税の
〈国際的なルール〉をどのようにするか？ 視点 2 「プラットフォーマー」の進出に対して

〈公正な競争環境〉を確保できるか？

　従来の市場のあり方を変える「プラットフォーマー」の
進出と，各国の市場における公正な競争環境の維

い

持
じ

は両
立できるのだろうか。この課題を解決するためには，国
境をこえた国家間の連

れん

携
けい

が必要であり，「プラットフォー
マー」などの多国籍企業に対して，本社のある国だけでな
く，「市場国」にも法人税の課税権をあたえる（「デジタル
課税」）など「国際課税」に関するルールづくりがG20や
OECDなどによって進められている。2021年には，各国
共通の法人税の最低税率を15％にし，「プラットフォー
マー」などへの「デジタル課税」を導入する案が136か国・
地域で合意されている。

　「プラットフォーマー」は多くの利用者を集め，市場の
独占・寡

か

占
せん

化を進めている。独占や寡占は独占禁止法の
規制対象であるが，「プラットフォーマー」は多くのサー
ビスを無料で提供しているため，従来の法律では規制が
難しい。公正な競争環境の確保に向けて，日本では，政
府がデジタル市場のルールづくりを検討するために「デ
ジタル市場競争本部」を設置（2019年）し，法整備に取り
組むなどの対応をしている。

１日本企業が海外に輸出しているサービ
スにはどのようなものがあるだろうか。

２身近なサービスのなかで外国企業が提
供しているものをさがしてみよう。

３「プラットフォーマー」が取り上げられ
ている新聞記事などから，現在議論さ
れている課題をみつけ，整理してみよ
う。

視点をふまえた
さまざまな意見

取り引きの透明化や
個人情報の保護，消
費者保護などをさら
に進めることが大切
なのではないか。

グローバル化が社会
にもたらす影響に対
応するために，私た
ちはどのような力を
身につける必要があ
るだろうか。

国境をこえた企業活動が，そ
れぞれの国で適切に行われる
ために，今後どのようなルー
ルづくりが必要だろうか。

法人税の最低税率を15％とし，税率が15
％を下回る低税率国に現地法人がある場
合，その差額分を本社へ課税する

市場国は，工場などの拠点がなくても，利
益率が10％をこえる利益の25％に課税し，
各国の売り上げに応じて分けあう

各国共通の法人税の最低税率 多国籍企業＊へのデジタル課税

最低税率
15％

低税率国
の税率

（15％未満）

利
益
全
体

市場国A
市場国B
市場国C

本社が本国に
納める法人税

低税率国の現地法人が
その国に納める法人税

従来どおりに課税

　＊ 対象は売上高
  200億ユーロ
  （約2.6兆円）超

25％
10％をこえる利益

利益率（売り上げに
対する利益の割合）
が10％まで

法整備 おもな内容

デジタルプラッ
トフォーム取

とり

引
ひき

透
とう

明
めい

化法
（2020年制定）

・ 国内売上高が一定額以上の「特定デジタルプラッ
トフォーム提供者」に対して，取引条件などの情
報開示，苦情対応などの体制整備，運営状況の
報告と行政による評価などを課す

・ 独占禁止法違反の場合，公正取引委員会が関与
・ 利用事業者への取引相談窓口を設置

個人情報保護法
改正（2020年）

個人情報の利用停止・削除などに関する本人の権
利を拡充

取引デジタルプ
ラットフォーム
消費者利益保護
法（2021年制定）

通販トラブルから消費者を保護するため，プラッ
トフォーム事業者への危険商品などの出品削除要
請，販売業者に関する情報の開示請求権などを定
める

電気通信事業法
改正（2022年）

ネット閲
えつ

覧
らん

履
り

歴
れき

など利用者情報を外部提供する際，
利用者への通知・公表などを事業者に義務づける

4テーマ グローバル化する国際経済
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高が進行し，日本では円高不況がもたらされた。その後，
G5やG7，サミット（主要国首脳会議）などで為替相場の
安定をはかるなどの政策協調をめざした。
この間，資源ナショナリズムの高揚などで発展途

と

上
じょう

国の
存在感が増し，急速に工業化を進めるN

ニ ー ズ

IES（新興工業経
済地域）も生まれてきた。しかし1980年代になると一次産
品の価格の低落などから膨

ぼう

大
だい

な累
るい

積
せき

債
さい

務
む

を抱える国もみら
れるようになった。また，社会主義国では非能率的な経済
運営などから経済が行きづまり，1980年以降に東欧諸国や
ソ連など社会主義国はつぎつぎに崩

ほう

壊
かい

した。一方，1978年
に改革開放政策にふみきった中

ちゅう

国
ごく

は急速な経済成長をとげ，
2010年にはGDPで世界第2位の経済大国となった。
 貿易についてはGATT体制の

なかで多角的貿易交渉（ケネデ
ィ・ラウンド，東京ラウンド）が行われ，関税の大

おお

幅
はば

な引
き下げや輸入制限措

そ

置
ち

の緩
かん

和
わ

などで大きな成果をあげた。
1986年にはウルグアイ・ラウンドが開始され，サービス貿
易，知的所有権に関するルールづくりや，農産物の関税化
などについて合意がなされた。また，1995年にGATTを世
界貿易機関（WTO）として発展的に解消することも決定さ

group of seven summit

Newly Industrializing Economies

3

GATT体制の変容3
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れた。WTOは2001年にドーハ・ラウンドを立ちあげたが
各国の利害が対立し，2011年に交渉の休止が宣言された。
その一方で，利害が一

いっ

致
ち

して合意しやすい国と国との間で
FTA（自由貿易協定）やEPA（経済連

れん

携
けい

協定）締結の動きが
活発になっている。
 IT革命による情報通信技術の

発展と金
きん

融
ゆう

の自由化は世界規模
での経済活動をうながし，特に国際金融の分野では投

とう

機
き

的
資金が世界経済に大きな影響力をもつようになった。リー
マン・ショックにはじまる2008年の世界金融危機はそれを
如
にょ

実
じつ

に示している。その後，世界経済の不安定化のなかで
B
ブ リ ッ ク ス

RICSを含めたG20サミットなどが行われるようになった。
今後，アメリカの保護主義的な政策の強化や中国の台頭，
2020年の新型コロナウイルス禍

か

にはじまる世界経済の停滞
など，さまざまな要因のなかで世界の経済秩序をどのよう
に維

い

持
じ

発展させていくかが問われている。

free trade agreement economic partnership agreement

グローバル化する
世界経済4

1 複数の国が，他国に高関税や輸入制限などを課す閉鎖的な地域経済圏（ブ
ロック）を形成すること。

2 金1オンス＝38ドルに切り下げられ，1ドルは360円から308円となった。
3 発展途上国のなかで1960年代から80年代に急速に工業化が進んだ国や地
域。シンガポール，台

たい
湾
わん
，韓
かん
国
こく
，香
ホン
港
コン
，ブラジル，メキシコなど。

国際通貨制度の変
へん

遷
せん

と円相場および貿易額の推移

4ユーロ導入
5G20サミットにおけ
る反グローバリズムデ
モ（韓国，2010年）
6アジアインフラ投資
銀行（AIIB）の署名式
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権などを定めるEU（欧州連合）へと発展した。しかし，EUにも分裂の動き

があり，国家主権への制約が大きいと考えるイギリスは，国民投票をへて

EUを離脱（ブレグジット）した。地域統合の動きはヨーロッパ以外でも進

み，北米の北米自由貿易協定（N
ナ フ タ

AFTA），南米のメルコスール（南米南部

共同市場）がつぎつぎに発
ほっ

足
そく

し，アジアでは東南アジア諸国連合（A
ア セ ア ン

SEAN）

諸国が域内経済の活性化のために，ASEAN自由貿易地域（A
ア フ タ

FTA）に関す

る協定を締結した。また，環太平洋諸国12か国は環太平洋経済連
れん

携
けい

協定

（TPP）を結んだが，アメリカの国内批
ひ

准
じゅん

が得られず，残り11か国で再協議

した結果，TPP11協定が合意され発効した。なお，地域統合には自由化の

程度や範囲によって，FTA（自由貿易協定），EPA（経済連携協定）などさま

ざまなものがある。

台頭する新興国
現在，アジア，南米，ロシアなどで新興国の経済

発展がめざましい。これらのうち，ブラジル，ロ

シア，インド，中国，南アフリカの 5か国は頭文字をとってB
ブ リ ッ ク ス

RICSとよ

ばれている。

なかでも中国の発展が著
いちじる

しく，GDPはアメリカについで世界第 2位，

日本の 2倍以上である。国際的にも存在感を高め，日米主導のアジア投資

銀行に対抗してアジアインフラ投資銀行（AIIB）を設立する一方で，「一帯

一路」をうたい，陸と海のシルクロード経済圏の構築をめざしている。こ

うして，今や中国は政治的，経済的，軍事的にアメリカを脅
おびや

かす存在とな

り，両国の緊張は2018年にはじまる米中経済戦争となってあらわれた。

European Union ₁₉₉₃年

3

₂₀₁₆年

₂₀₂₀年 Brexit

North American Free Trade Agreement

4

MERCOSUR

Association of South-East Asian Nations

ASEAN Free Trade Area5

₁₉₉₃年 Trans-Pacific 

Partnership ₂₀₁₆年

₂₀₁₈年

6

free trade agreement

7

economic partnership agreement

8

Brazil Russia

India China South Africa

Asian Infrastructure Investment Bank ₂₀₁₅年

9

イギリスがEUからの離脱を決めた理由や，EUから離脱するにあたって，どのよう
な点が課題となったか，調べてみよう。

4メキシコとの貿易赤字問題に不満をもつア
メリカのトランプ大統領が主導して，2017年，
北米自由貿易協定（NAFTA）の再交渉がはじ
まった。2018年にはアメリカ・カナダ・メ
キシコの3か国で合意が成立し，米国・メキ
シコ・カナダ協定（USMCA）として署名され
た（2020年発効）。
5日本はASEANとの間で，日・ASEAN包

ほう

括
かつ

的経済連携（AJCEP）協定の締結を進めている。
物品貿易の自由化のほか，知的財産権や農林
水産分野での協力などを規定したものである。
6地域統合には，いくつかの段階がある。一
般に，域内貿易の関税撤

てっ

廃
ぱい

，通関手続きの共
通化，サービス分野の自由化の段階をへて，
域外貿易での共通関税の導入，共通通貨の導
入へいたる。TPPはサービス分野の自由化ま
で，EUの場合は共通通貨の導入まで進んだ。

9アメリカは，中国との貿易で巨額の赤字を
計上している。これに対し，トランプ政権は
鉄鋼をはじめとする中国からの輸入品に高率
の関税をかける措置をとった。対抗して，中
国もアメリから輸入している商品に報

ほう

復
ふく

関税
をかける措置をとった。

7二国間，あるいは，多国間で，関税・非関
税障

しょう

壁
へき

を撤廃することによって自由貿易の促
進をめざす協定のこと。
8貿易障壁の撤廃に加え，知的財産の保護や
労働力移動など，より広い分野での経済協力
をめざす協定のこと。

3ヨーロッパの地域統合（2021年9月現在）
EC結成当初から，加盟国はどのように変化し

てきたのだろうか。

4世界のおもな地域統合（2021年9月現在）　 地域統合が世界で進められている原因は何
だろうか。
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アジア太平洋経済協力会議（APEC）

1995年発足
域内関税の原則撤
廃と域外共通関税
の実施
アルゼンチン，ブラ
ジル，ウルグアイ，
パラグアイ，ベネズ
エラ（資格停止中），
ボリビア（チリ，ペ
ルー，エクアドル，
コロンビア，ガイア
ナ，スリナムは準加
盟国）

＊USMCAは1994年発効
の北米自由貿易協定
（NAFTA）に代わる協定
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192 第５章　国際社会のなかで生きる私たち

南北問題
地球の南側に位置する国々のほとんどはかつての

植民地であり，特定の輸出用換
かん

金
きん

作物を大規模に

生産するモノカルチャー（単
たん

一
いつ

栽
さい

培
ばい

）をおしつけられていた。独立後も事態

は変わらず，北側諸国は工業製品を，南側諸国は農産物や鉱産物などの一

次産品をそれぞれ生産し，貿易を行うという分
ぶん

業
ぎょう

体制（垂直的分業）が固定

化された。そのうえ一次産品の価格下
げ

落
らく

によって交易条件が悪化したため，

南北間の経済格差は拡大する一方であった（南北問題）。

しかし，一部の国々は工業化をはかり，これまで輸入に頼っていた軽工

業品だけでなく，先進国からの資金導入によって輸出用製品の生産も行う

ようになった。1980年代に世界的不況（世界同時不況）が起こると，そのあ

おりを受け，中南米諸国では借金返済のために借金を重ねる累
るい

積
せき

債
さい

務
む

問題

が深刻化した。その後，IMFや先進諸国の支援を得てこの困難を切り抜け

ると，急ピッチで発展を続けた。一方，工業化に乗り遅れた国も多く，成

長する国と貧困にあえぐ国（後発発展途上国〔LDC〕）との間の南南問題が

深刻化している。

人口・食料問題
世界の人口は2019年の77億人から2030年には85億

人へ，さらに2050年には97億人に達すると予測さ

れている。特に増加が著
いちじる

しいのがアフリカをはじめとする発展途上国であ

り，その増加は人口爆発とよばれている。

人口増加にともなって食料不足が深刻さを増している。世界には，飢
き

餓
が

状態にある人 （々長期間にわたってじゅうぶんな食料が得られず，慢性的

monoculture

1

2

3

p.184

3 4

Least Developed Countries

2

発展途上国のなかには，固定電話よりも，携帯電話やスマホが一足飛びに普及し
た国があり，リープフロッグ（蛙

かえる

跳
と

び）型の発展といわれている。

国際社会は経済格差の是正にどのように取り組んでいるのか？国際経済の諸課題4

1植民地化される以前にあった国内の産業や
技術力がそこなわれ，自

じ

力
りき

による経済発展の
芽が失われることになった。
2輸出品一単位との交換で手に入れられる輸
入品の数量のこと。輸入価格指数に対する輸
出価格指数の比率として算出する。

3世界銀行は，「一人1日1.90ドル未満で生
活」する絶対的貧困を国際貧困ライン（2015
年基準）として設定している。
4LDCは，国連総会の決議により，特に開
発が遅れていると認定された国のこと。国民
一人あたりのGNIが1,018ドル以下であるな
どが条件となる。3年に一度，認定国の見直
しが行われ，46か国が該

がい

当
とう

する（2021年現
在）。

1カカオ農園で働くアフリカ人（コートジボワール，2018年）

チョコレート原料の生産者たち
　チョコレートの原料となるカカオ豆。世界のカカオ豆の生
産量の約6割が西アフリカのコートジボワール産とガーナ産
である。カカオ農園の多くは小規模な家族経営で，生産され
たカカオはとても安い金額で引き取られていく。日本を含む
先進国では，チョコレートは手頃でありふれた食品である一
方，私たちが安くておいしいチョコレートを口にできる背景
には，発展途

と

上
じょう

国の貧しい農家の存在があるのだ。
　グローバル化が進む社会において，その恩

おん

恵
けい

ができるだけ
世界中の人に行きわたるようにするために，私たちが取り組
めることにはどんなことがあるか，考えてみよう。

2地域別の人口推移と予測（国際連合資料）
アジアやアフリカで，今後，人口増加が予

測されるのはなぜだろうか。
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活」する絶対的貧困を国際貧困ライン（2015
年基準）として設定している。
4LDCは，国連総会の決議により，特に開
発が遅れていると認定された国のこと。国民
一人あたりのGNIが1,018ドル以下であるな
どが条件となる。3年に一度，認定国の見直
しが行われ，46か国が該

がい

当
とう

する（2021年現
在）。

1カカオ農園で働くアフリカ人（コートジボワール，2018年）

チョコレート原料の生産者たち
　チョコレートの原料となるカカオ豆。世界のカカオ豆の生
産量の約6割が西アフリカのコートジボワール産とガーナ産
である。カカオ農園の多くは小規模な家族経営で，生産され
たカカオはとても安い金額で引き取られていく。日本を含む
先進国では，チョコレートは手頃でありふれた食品である一
方，私たちが安くておいしいチョコレートを口にできる背景
には，発展途

と

上
じょう

国の貧しい農家の存在があるのだ。
　グローバル化が進む社会において，その恩

おん

恵
けい

ができるだけ
世界中の人に行きわたるようにするために，私たちが取り組
めることにはどんなことがあるか，考えてみよう。

2地域別の人口推移と予測（国際連合資料）
アジアやアフリカで，今後，人口増加が予

測されるのはなぜだろうか。
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な栄養不足で生存と生活が困難な人々）が 8億人いる。食料問題は，食料

の絶対的不足というより，その地球規模での偏
へん

在
ざい

に起因している。先進国

では食料過
か

剰
じょう

や食品ロスが問題になっているのに対して，発展途上国では

5人に一人が栄養不足の状態にあるといわれている。国連はこのような問

題に取り組むために国連食
しょく

糧
りょう

農業機関（FAO）や国連世界食糧計画（WFP）

を設置し，飢餓と貧困の撲
ぼく

滅
めつ

をはかろうとしている。

格差の是正に
向けて

このような事態を前にして，国々が手をこまねい

ていたわけではない。南北間格差を是
ぜ

正
せい

するため

に国連は国連貿易開発会議（U
ア ン ク タ ッ ド

NCTAD）で一次産品の価格安定化や特
とっ

恵
けい

関
かん

税
ぜい

の導入などを求め（プレビッシュ報告），OECD（経済協力開発機構）の

D
ダ ッ ク

AC（開発援助委員会）は発展途上国に対するODA（政府開発援助）の強化

を決めた。さらに，第一次石油危機後の資源産出国の発言力の高まりを背

景に，国連資源特別総会において，南北間の公平な経済関係の樹立を要求

する新国際経済秩序（N
ニ エ オ

IEO）樹立宣言が採択された。

1990年代に入ると，資金援助だけでなく，人間一人ひとりの生活や福祉

を重視する援助の必要性が強調されるようになった。国連開発計画（UNDP）

は人間開発指数（HDI）を作成して貧困層に直接届く援助を提唱し，さらに

国連は教育，保健，衛生などの分野で「ミレニアム開発目標（MDGs）」を定

めた。その後，この目標が達成期限をむかえた2015年に，国連サミットで

新たな開発目標「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択された。

また，NGOなどの活躍も顕
けん

著
ちょ

になり，自立支援を行うグラミン銀行や

発展途上国の一次産品を適正な価格で買い取るフェアトレードなどの取り

組みも注目されている。

5

Food and Agriculture Organization of the United Nations World Food Programme

4

United Nations Conference on Trade and Development

₁₉₆₄年

6

Organization for Economic Cooperation and Development

Development Assistance Committee p.179

₁₉₇₃年

₁₉₇₄年

New International Economic Order

United Nations Development Programme

Human Development Index

7

UN Millennium Development Goals

8

Sustainable Development Goals

9

p.194

fair trade

MDGsとSDGsのゴールの違いについて調べてみよう。

6UNCTADの事務局長であったR.プレビッ
シュが，討議資料としてとりまとめた『開発
のための新しい貿易政策を求めて』と題する
報告書のこと。先進国による関税など貿易障

しょう

壁
へき

の緩
かん

和
わ

や撤
てっ

廃
ぱい

，一次産品の輸入目標の設定，
一次産品の価格安定のための国際的な商品協
定の締結などを提起し，南北問題の解決に関
する議論に影響をあたえた。

5本来食べられる状態でありながら廃
はい

棄
き

され
てしまう食品のこと。フードロスともいう。
家庭や飲食店での食べ残し，小売店での売れ
残り，製造過程での規格外品などから生じる。

7出生児の平均余命，就学率，一人あたりの
実質所得などで，各国の生活環境を評価する。
82015年に発表された「MDGs報告2015」に
よれば，たとえば，1日1.25ドル未満で暮ら
す人（旧国際貧困ライン）の割合は，1990年
の47％から14％に減少，初等教育就学率も
2000年の83％から91％に改善されたという
（p.194）。
9持続可能な開発とは，「将来の世代のニー
ズを満たしつつ，現在の世代のニーズも満足
させるような開発」のこと。2015年に開催さ
れた「国連持続可能な開発サミット」では，
2030年までに達成すべき17の目標が示され
た。この目標には，「貧困をなくそう」「飢餓
をゼロに」「質の高い教育をみんなに」などが
ある（p.194）。
バングラデシュの民間銀行。貧しい人々を
対象に無

む

担
たん

保
ぽ

で少額を融
ゆう

資
し

するマイクロファ
イナンスを普及させたことで知られる。

資金
SDR

IMF

要求促進

UNCTAD

資金

IBRDWTO
貿易に関する

国際的ルールの確立

OECD
経済協力の
約束・調整

DAC
調整・
促進

IFC

出資・世界銀行債
引き受け

政府への貸付

企業への貸付

貿易・為替の自由取引 為替相場の安全と統一

先

　進

　国

経済協力

出資

貸付
為替資金貸付
出資
配分

二国間援助

為替資金貸付
出資・金融協力

配分

特恵貿易・援助改善の要求

発
展
途
上
国

●IDA　国際開発協会（第二世銀）。規定のGNIを下回る途上国の政府に無利子で長期融資を行う。
●IFC　国際金融公社。発展途上国の民間企業に政府保証なしで市場金利での融資を行う。
　　　　いずれもIBRD（国際復興開発銀行）の姉妹機関。

IDA

3南北間の格差（世界銀行資料）　 世界に占
める低所得国の人口の割合とGNIの割合から，
どのようなことがいえるだろうか。

4国際経済協力体制　 どのような経済協力が発展途上国に対して行われているだろうか。

面積
1億3203万km2

低所得国
中所得国

下位 上位
高所得国

人口
76億7350万人

GNI
88.8兆ドル

輸出総額
19.0兆ドル

9.7
%

［2019年］

17.1 44.8 28.4

16.137.238.08.7
%

29.2 63.0

66.327.2

6.2

7.2
0.3%0.3%

0.6%0.6%

＊低・中・高所得国の区分は世界銀行による
  （前見返しの地図を参照）

公共_P190-193_k2-5-T4.indd   193 2021/12/22   19:43

トライ

5

10

15

20

1934テーマ グローバル化する国際経済

な栄養不足で生存と生活が困難な人々）が 8億人いる。食料問題は，食料

の絶対的不足というより，その地球規模での偏
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在
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に起因している。先進国
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か

剰
じょう

や食品ロスが問題になっているのに対して，発展途上国では

5人に一人が栄養不足の状態にあるといわれている。国連はこのような問

題に取り組むために国連食
しょく

糧
りょう

農業機関（FAO）や国連世界食糧計画（WFP）

を設置し，飢餓と貧困の撲
ぼく

滅
めつ

をはかろうとしている。
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向けて

このような事態を前にして，国々が手をこまねい

ていたわけではない。南北間格差を是
ぜ

正
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するため

に国連は国連貿易開発会議（U
ア ン ク タ ッ ド

NCTAD）で一次産品の価格安定化や特
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の導入などを求め（プレビッシュ報告），OECD（経済協力開発機構）の

D
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AC（開発援助委員会）は発展途上国に対するODA（政府開発援助）の強化

を決めた。さらに，第一次石油危機後の資源産出国の発言力の高まりを背

景に，国連資源特別総会において，南北間の公平な経済関係の樹立を要求

する新国際経済秩序（N
ニ エ オ

IEO）樹立宣言が採択された。

1990年代に入ると，資金援助だけでなく，人間一人ひとりの生活や福祉

を重視する援助の必要性が強調されるようになった。国連開発計画（UNDP）

は人間開発指数（HDI）を作成して貧困層に直接届く援助を提唱し，さらに

国連は教育，保健，衛生などの分野で「ミレニアム開発目標（MDGs）」を定

めた。その後，この目標が達成期限をむかえた2015年に，国連サミットで

新たな開発目標「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択された。

また，NGOなどの活躍も顕
けん

著
ちょ

になり，自立支援を行うグラミン銀行や

発展途上国の一次産品を適正な価格で買い取るフェアトレードなどの取り

組みも注目されている。
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Food and Agriculture Organization of the United Nations World Food Programme
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United Nations Conference on Trade and Development
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fair trade

MDGsとSDGsのゴールの違いについて調べてみよう。

6UNCTADの事務局長であったR.プレビッ
シュが，討議資料としてとりまとめた『開発
のための新しい貿易政策を求めて』と題する
報告書のこと。先進国による関税など貿易障

しょう

壁
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の緩
かん
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ぱい

，一次産品の輸入目標の設定，
一次産品の価格安定のための国際的な商品協
定の締結などを提起し，南北問題の解決に関
する議論に影響をあたえた。

5本来食べられる状態でありながら廃
はい

棄
き

され
てしまう食品のこと。フードロスともいう。
家庭や飲食店での食べ残し，小売店での売れ
残り，製造過程での規格外品などから生じる。

7出生児の平均余命，就学率，一人あたりの
実質所得などで，各国の生活環境を評価する。
82015年に発表された「MDGs報告2015」に
よれば，たとえば，1日1.25ドル未満で暮ら
す人（旧国際貧困ライン）の割合は，1990年
の47％から14％に減少，初等教育就学率も
2000年の83％から91％に改善されたという
（p.194）。
9持続可能な開発とは，「将来の世代のニー
ズを満たしつつ，現在の世代のニーズも満足
させるような開発」のこと。2015年に開催さ
れた「国連持続可能な開発サミット」では，
2030年までに達成すべき17の目標が示され
た。この目標には，「貧困をなくそう」「飢餓
をゼロに」「質の高い教育をみんなに」などが
ある（p.194）。
バングラデシュの民間銀行。貧しい人々を
対象に無
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●IDA　国際開発協会（第二世銀）。規定のGNIを下回る途上国の政府に無利子で長期融資を行う。
●IFC　国際金融公社。発展途上国の民間企業に政府保証なしで市場金利での融資を行う。
　　　　いずれもIBRD（国際復興開発銀行）の姉妹機関。

IDA

3南北間の格差（世界銀行資料）　 世界に占
める低所得国の人口の割合とGNIの割合から，
どのようなことがいえるだろうか。

4国際経済協力体制　 どのような経済協力が発展途上国に対して行われているだろうか。

面積＊
1億3454万km2

低所得国
中所得国

下位 上位
高所得国

人口
78億3660万人

GNI
94.6兆ドル

輸出総額
22.4兆ドル

12.0
%

［2021年］
＊2018年

19.2 40.8 28.0

15.932.043.19.0
%

8.9 27.5 63.1

64.527.6

7.5

0.4%

0.5%

※低・中・高所得国の区分は世界銀行による
　（前見返しの地図を参照）
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ることを旨として，行われなければならない。
第5条〔国際的協調による地球環境保全の積極的推進〕　地球環境
保全が人類共通の課題であるとともに国民の健康で文化的な生
活を将来にわたって確保する上での課題であること及び我が国
の経済社会が国際的な密接な相互依存関係の中で営まれている
ことにかんがみ，地球環境保全は，我が国の能力を生かして，及
び国際社会において我が国の占める地位に応じて，国際的協調
の下に積極的に推進されなければならない。

（正式名称は「個人情報の保護に関する法律」）

第1条〔目的〕　この法律は，高度情報通信社会の進展に伴い個人
情報の利用が著しく拡大していることに鑑み，個人情報の適正
な取扱いに関し，基本理念及び政府による基本方針の作成その
他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め，国
及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに，個人情報
を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより，個
人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力
ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであるこ
とその他の個人情報の有用性に配慮しつつ，個人の権利利益を
保護することを目的とする。
第15条〔利用目的の特定〕　①個人情報取扱事業者は，個人情報を
取り扱うに当たっては，その利用の目的（以下「利用目的」とい
う。）をできる限り特定しなければならない。
第16条〔利用目的による制限〕　①個人情報取扱事業者は，あらか
じめ本人の同意を得ないで，前条の規定により特定された利用
目的の達成に必要な範囲を超えて，個人情報を取り扱ってはな
らない。
第17条〔適正な取得〕　①個人情報取扱事業者は，偽りその他不正
の手段により個人情報を取得してはならない。
第18条〔取得に際しての利用目的の通知等〕　①個人情報取扱事
業者は，個人情報を取得した場合は，あらかじめその利用目的
を公表している場合を除き，速やかに，その利用目的を，本人
に通知し，又は公表しなければならない。
第19条〔データ内容の正確性の確保等〕　個人情報取扱事業者は，
利用目的の達成に必要な範囲内において，個人データを正確か
つ最新の内容に保つとともに，利用する必要がなくなったとき
は，当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければなら
ない。
第20条〔安全管理措置〕　個人情報取扱事業者は，その取り扱う個
人データの漏えい，滅失又はき損の防止その他の個人データの
安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
第28条〔開示〕　①本人は，個人情報取扱事業者に対し，当該本人
が識別される保有個人データの開示を請求することができる。
第29条〔訂正等〕　①本人は，個人情報取扱事業者に対し，当該本
人が識別される保有個人データの内容が事実でないときは，当
該保有個人データの内容の訂正，追加又は削除（以下この条にお

個人情報保護法（抜すい） ●公布
2003（平成15）年5月30日

いて「訂正等」という。）を請求することができる。

（正式名称は「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」）

第1条〔目的〕　この法律は，国民主権の理念にのっとり，行政文
書の開示を請求する権利につき定めること等により，行政機関
の保有する情報の一層の公開を図り，もって政府の有するその
諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにするとともに，
国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進
に資することを目的とする。
第3条〔開示請求権〕　何人も，この法律の定めるところにより，
行政機関の長（前条第１項第４号及び第５号の政令で定める機
関にあっては，その機関ごとに政令で定める者をいう。以下同
じ。）に対し，当該行政機関の保有する行政文書の開示を請求す
ることができる。
第5条〔行政文書の開示義務〕　行政機関の長は，開示請求があっ
たときは，開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報（以
下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除
き，開示請求者に対し，当該行政文書を開示しなければならな
い。……

第1編　総則
第1条〔基本原則〕　①私権は，公共の福祉に適合しなければなら
ない。

 ②権利の行使及び義務の履行は，信義に従い誠実に行わなけれ
ばならない。

 ③権利の濫用は，これを許さない。
第2条〔解釈の基準〕　この法律は，個人の尊厳と両性の本質的平
等を旨として，解釈しなければならない。 
第3条　①私権の享有は，出生に始まる。
　②外国人は，法令又は条約の規定により禁止される場合を除き，
私権を享有する。 
第4条〔成年〕　年齢18歳をもって，成年とする。
第5条〔未成年者の法律行為〕　①未成年者が法律行為をするには，
その法定代理人の同意を得なければならない。ただし，単に権利
を得，又は義務を免れる法律行為については，この限りでない。

 ②前項の規定に反する法律行為は，取り消すことができる。
第90条〔公序良俗〕　公の秩序又は善良の風俗に反する法律行為
は，無効とする。
第95条〔錯誤〕　①意思表示は，次に掲げる錯誤に基づくものであ
って，その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照ら
して重要なものであるときは，取り消すことができる。
　1　意思表示に対応する意思を欠く錯誤
　2　表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が
真実に反する錯誤
第96条〔詐欺又は強迫〕　①詐欺又は強迫による意思表示は，取り

情報公開法（抜すい） ●公布
1999（平成11）年5月14日

民法（抜すい） ●改正公布
1947（昭和22）年12月22日
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ることを旨として，行われなければならない。
第5条〔国際的協調による地球環境保全の積極的推進〕　地球環境
保全が人類共通の課題であるとともに国民の健康で文化的な生
活を将来にわたって確保する上での課題であること及び我が国
の経済社会が国際的な密接な相互依存関係の中で営まれている
ことにかんがみ，地球環境保全は，我が国の能力を生かして，及
び国際社会において我が国の占める地位に応じて，国際的協調
の下に積極的に推進されなければならない。

（正式名称は「個人情報の保護に関する法律」）

第1条〔目的〕　この法律は，高度情報通信社会の進展に伴い個人
情報の利用が著しく拡大していることに鑑み，個人情報の適正
な取扱いに関し，基本理念及び政府による基本方針の作成その
他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め，国
及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに，個人情報
を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより，個
人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力
ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであるこ
とその他の個人情報の有用性に配慮しつつ，個人の権利利益を
保護することを目的とする。
第15条〔利用目的の特定〕　①個人情報取扱事業者は，個人情報を
取り扱うに当たっては，その利用の目的（以下「利用目的」とい
う。）をできる限り特定しなければならない。
第16条〔利用目的による制限〕　①個人情報取扱事業者は，あらか
じめ本人の同意を得ないで，前条の規定により特定された利用
目的の達成に必要な範囲を超えて，個人情報を取り扱ってはな
らない。
第17条〔適正な取得〕　①個人情報取扱事業者は，偽りその他不正
の手段により個人情報を取得してはならない。
第18条〔取得に際しての利用目的の通知等〕　①個人情報取扱事
業者は，個人情報を取得した場合は，あらかじめその利用目的
を公表している場合を除き，速やかに，その利用目的を，本人
に通知し，又は公表しなければならない。
第19条〔データ内容の正確性の確保等〕　個人情報取扱事業者は，
利用目的の達成に必要な範囲内において，個人データを正確か
つ最新の内容に保つとともに，利用する必要がなくなったとき
は，当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければなら
ない。
第20条〔安全管理措置〕　個人情報取扱事業者は，その取り扱う個
人データの漏えい，滅失又はき損の防止その他の個人データの
安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
第28条〔開示〕　①本人は，個人情報取扱事業者に対し，当該本人
が識別される保有個人データの開示を請求することができる。
第29条〔訂正等〕　①本人は，個人情報取扱事業者に対し，当該本
人が識別される保有個人データの内容が事実でないときは，当
該保有個人データの内容の訂正，追加又は削除（以下この条にお

個人情報保護法（抜すい） ●公布
2003（平成15）年5月30日

いて「訂正等」という。）を請求することができる。

（正式名称は「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」）

第1条〔目的〕　この法律は，国民主権の理念にのっとり，行政文
書の開示を請求する権利につき定めること等により，行政機関
の保有する情報の一層の公開を図り，もって政府の有するその
諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにするとともに，
国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進
に資することを目的とする。
第3条〔開示請求権〕　何人も，この法律の定めるところにより，
行政機関の長（前条第１項第４号及び第５号の政令で定める機
関にあっては，その機関ごとに政令で定める者をいう。以下同
じ。）に対し，当該行政機関の保有する行政文書の開示を請求す
ることができる。
第5条〔行政文書の開示義務〕　行政機関の長は，開示請求があっ
たときは，開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報（以
下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除
き，開示請求者に対し，当該行政文書を開示しなければならな
い。……

第1編　総則
第1条〔基本原則〕　①私権は，公共の福祉に適合しなければなら
ない。

 ②権利の行使及び義務の履行は，信義に従い誠実に行わなけれ
ばならない。

 ③権利の濫用は，これを許さない。
第2条〔解釈の基準〕　この法律は，個人の尊厳と両性の本質的平
等を旨として，解釈しなければならない。 
第3条　①私権の享有は，出生に始まる。
　②外国人は，法令又は条約の規定により禁止される場合を除き，
私権を享有する。 
第4条〔成年〕　年齢18歳をもって，成年とする。
第5条〔未成年者の法律行為〕　①未成年者が法律行為をするには，
その法定代理人の同意を得なければならない。ただし，単に権利
を得，又は義務を免れる法律行為については，この限りでない。

 ②前項の規定に反する法律行為は，取り消すことができる。
第90条〔公序良俗〕　公の秩序又は善良の風俗に反する法律行為
は，無効とする。
第95条〔錯誤〕　①意思表示は，次に掲げる錯誤に基づくものであ
って，その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に照ら
して重要なものであるときは，取り消すことができる。
　1　意思表示に対応する意思を欠く錯誤
　2　表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が
真実に反する錯誤
第96条〔詐欺又は強迫〕　①詐欺又は強迫による意思表示は，取り
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世界内閣日本年

（月） （月）
 1972 2冬季オリンピック札幌大会
                 5沖縄復帰
  9日中共同声明
 73 2円，変動為替相場制へ移行
  0第一次石油危機始まる
 74 ＊ 戦後初のマイナス成長

 75 W赤字国債発行
  ＊ 大学生200万人突破（進学率34.2％）
 76 2ロッキード事件発覚
 77 7領海12海里，漁業水域200海里施行
 78 8日中平和友好条約調印
 79 1共通一次試験始まる
  6先進国首脳会議，東京で開催

 80 ＊ 校内暴力，家庭内暴力深刻化

 81 3臨時行政調査会発足
 82 8参議院に比例代表制を導入
 83 ＊パソコン，ワープロ，急速に普及
 84 9韓国大統領，初来日

 85 6男女雇用機会均等法公布

 86 W国鉄分割･民営化法公布
 87 ＊ 防衛費，GNP1％枠突破
 88 6牛肉･オレンジ輸入自由化決定
  7リクルート事件発覚
 89 1元号「昭和」から「平成」へ
  4消費税スタート
  W株価が史上最高値をつける

 90 1センター試験始まる
  ＊株価･地価急落, 「バブル経済」破綻
 91 5雲仙･普賢岳で火砕流
 92 6PKO協力法成立
  9自衛隊をカンボジアに派遣
 93 8「非自民」連立政権成立
  W米の部分開放を決定
 94 ＊米不足，外国産米の輸入
 95 1阪神･淡路大震災
  3地下鉄サリン事件
 96 2エイズ薬害で厚相謝罪
  8新潟県巻町で条例制定による住
       民投票実施
 97 4消費税5％に引き上げ
  5アイヌ文化振興法成立
  6臓器移植法成立
 98 ＊金融ビッグバン

 99 5ガイドライン関連法成立
  7食料・農業・農村基本法制定
  9東海村臨界事故発生

（昭和47）

（平成元）

2ニクソン米大統領，中国訪問
5米ソ，SALTⅠに調印
6国連人間環境会議 （ストックホルム会議）
1ベトナム和平協定調印
0第四次中東戦争起こる
4国連資源特別総会
5インド，原爆実験
4サイゴン陥落，ベトナム戦争終結
Q第1回先進国首脳会議（サミット）
6南北ベトナム統一
Wベトナム，カンボジア侵攻
5第1回国連軍縮特別総会
1米･中国交回復
2イラン革命。中越国境戦争
3米，スリーマイル島原発事故
Wソ連，アフガニスタンに軍事介入
7西側諸国，モスクワ五輪不参加
9イラン･イラク戦争始まる
4米，初のスペースシャトル打ち上げ
4フォークランド紛争
W米，欧州に中距離核兵器実戦配備
7東側諸国，ロサンゼルス五輪不参
加
＊アフリカの飢餓深刻化
3ソ連，ゴルバチョフ政権成立
9プラザ合意
4チェルノブイリ原発事故
W米･ソ，INF全廃条約調印
5ソ連，アフガニスタン撤退開始
8イラン･イラク戦争停戦
6中国，天安門事件
Qベルリンの壁崩壊
W米ソ首脳マルタ会談（冷戦終結）
＊東欧の民主化ひろがる
8湾岸危機・湾岸戦争（～91年3月）
0東西ドイツ統一
Wソ連解体
6ブラジルで「地球サミット」開幕
＊旧ユーゴの民族紛争深刻化
9イスラエル，PLO暫定自治協定調印
QEU発足
5南ア大統領にマンデラ就任
1WTO発足
9仏，南太平洋で地下核実験を強行
9CTBT，国連総会で採択

2英でクローン羊誕生の報道
7香港返還
7アジア通貨危機
5インド，パキスタン核実験
5インドネシア，スハルト政権崩壊
1EU，単一通貨ユーロ導入
Wマカオ返還

地下鉄サリン事件（1995年）

事故が起きたチェルノブイリ原子力発電所（1986年）

ベルリンの壁撤去（1989年）

干ばつから逃れて
きたエチオピアの
難民（1984年）

那覇市で開かれた
沖縄復帰記念祝賀
式典（1972年）

田中角栄
1972.7～74.12

三木武夫
1974.12～76.12

福田赳夫
1976.12～78.12

大平正芳
1978.12～80.6

鈴木善幸
1980.7～82.11

中曽根康弘 
1982.11～87.11

竹下　登 
1987.11～89.6

宇野宗佑 
1989.6～89.8

海部俊樹
1989.8～91.11

宮沢喜一 
1991.11～93.8

細川護熙 
1993.8～94.4
羽田　孜 
1994.4～94.6
村山富市
1994.6～96.1
橋本龍太郎
1996.1～98.7

小渕恵三
1998.7～2000.4

1980

1990

2010

2020

2000
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6韓国と北朝鮮，南北首脳初会談

9米で同時多発テロ事件 
0米，英など，アフガニスタンへ
　軍事行動
7アフリカ連合（AU）発足 
9持続可能な開発に関する世界首脳
 会議（ヨハネスブルク）
3イラク戦争
8第1回6か国協議
5EU25か国に拡大
Wスマトラ島沖地震,  津波で大被害

2京都議定書発効

7イスラエル，レバノンへ軍事行動
0北朝鮮，核実験
26か国協議，合意文書採択

8ロシア，グルジア（現ジョージア）
　に軍事侵攻
＊世界金融危機
1米でオバマ大統領就任

4ギリシャ財政危機
4メキシコ湾で原油流出事故
＊チュニジア，エジプト，リビアで
独裁政権崩壊
Qパレスチナ，国連総会決議で「オブ
ザーバー国家」に昇格
Qイラン核開発問題，計画縮小で合
意
3ロシア，クリミア半島（ウクライナ）
の編入を宣言

7アメリカとキューバ，国交回復
Wパリ協定採択
Wアジアインフラ投資銀行（AIIB）発足
6イギリス，国民投票でEU離脱派が
賛成多数
1米でトランプ大統領就任
7核兵器禁止条約，国連総会で採択
6米朝首脳初会談

8INF全廃条約失効

1イギリス，EU離脱
3WHO，新型コロナ感染拡大を「パ
ンデミック」と認定
1米でバイデン大統領就任
8米，アフガニスタンから完全撤退

世界日本年

（月） （月）

内閣

2ニクソン米大統領，中国訪問
5米ソ，SALTⅠに調印
6国連人間環境会議 （ストックホルム会議）
1ベトナム和平協定調印
0第四次中東戦争起こる
4国連資源特別総会
5インド，原爆実験
4サイゴン陥落，ベトナム戦争終結
Q第1回先進国首脳会議（サミット）
6南北ベトナム統一
Wベトナム，カンボジア侵攻
5第1回国連軍縮特別総会
1米･中国交回復
2イラン革命。中越国境戦争
3米，スリーマイル島原発事故
Wソ連，アフガニスタンに軍事介入
7西側諸国，モスクワ五輪不参加
9イラン･イラク戦争始まる
4米，初のスペースシャトル打ち上げ
4フォークランド紛争
W米，欧州に中距離核兵器実戦配備
7東側諸国，ロサンゼルス五輪不参
加
＊アフリカの飢餓深刻化
3ソ連，ゴルバチョフ政権成立
9プラザ合意
4チェルノブイリ原発事故
W米･ソ，INF全廃条約調印
5ソ連，アフガニスタン撤退開始
8イラン･イラク戦争停戦
6中国，天安門事件
Qベルリンの壁崩壊
W米ソ首脳マルタ会談（冷戦終結）
＊東欧の民主化ひろがる
8湾岸危機・湾岸戦争（～91年3月）
0東西ドイツ統一
Wソ連解体
6ブラジルで「地球サミット」開幕
＊旧ユーゴの民族紛争深刻化
9イスラエル，PLO暫定自治協定調印
QEU発足
5南ア大統領にマンデラ就任
1WTO発足
9仏，南太平洋で地下核実験を強行
9CTBT，国連総会で採択

2英でクローン羊誕生の報道
7香港返還
7アジア通貨危機
5インド，パキスタン核実験
5インドネシア，スハルト政権崩壊
1EU，単一通貨ユーロ導入
Wマカオ返還

 2000 1国会に憲法調査会設置
  9三宅島噴火で全島民避難
 01 1中央省庁，1府12省庁へ再編
  6ハンセン病補償法成立
  Q海上自衛隊インド洋派遣
 02 9初の日朝首脳会談。北朝鮮，拉致
   事実認める

 03 6有事法制関連3法成立

 04 1自衛隊イラク派遣
  5裁判員法成立
  6有事法制関連7法成立
 05 4JR西日本，尼崎で脱線事故
  ＊日本の人口が減少に転じる
 06 5日米政府，在日米軍再編合意
  W教育基本法改正
 07 5国民投票法成立

 08 4後期高齢者医療制度導入

 09 9民主党中心の連立政権成立

 10 7改正臓器移植法施行

 11 3東日本大震災・東京電力福島
   第一原子力発電所事故
 12 8消費増税関連法成立
  W自民党中心の連立政権成立
 13 7TPP交渉に正式参加
  W特定秘密保護法成立
 14 4消費税8%に引き上げ
  7「集団的自衛権」の行使容認を閣議
　　　　　　決定
 15 6選挙権年齢，18歳以上に引き下げ
  9安全保障関連法成立

 16 1マイナンバー制度発足
  2TPP調印
 17 6 「テロ等準備罪」を新設する改正組

織犯罪処罰法成立
 18 3TPP11協定調印
  6成年年齢，18歳に引き下げ
 19 4アイヌ施策推進法成立
  5元号「平成」から「令和」へ
  0消費税10％に引き上げ
 20 4新型コロナで「緊急事態宣言」発令
  Q�東アジア地域包括的経済連携（RCEP）

調印
 21 78�東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会

（平成12）

日朝首脳会談によって帰国した拉致被害者たち
（2002年）

ロンドンでのイラク戦争反対のデモ（2003年）

東日本大震災（2011年）

新型コロナウイルス感染症のパンデミック
（世界的大流行）をWHOが表明（2020年）

森喜朗
2000.4～01.4

小泉純一郎
2001.4～06.9

安倍晋三
2006.9～07.9

福田康夫
2007.9～08.9

麻生太郎
2008.9～09.9

鳩山由紀夫
2009.9～2010.6
菅直人
2010.6～11.9

野田佳彦
2011.9～12.12

菅義偉
2020.9～21.10

岸田文雄
2021.10～

安倍晋三
2012.12～20.9
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9米で同時多発テロ事件 
0米，英など，アフガニスタンへ
　軍事行動
7アフリカ連合（AU）発足 
9持続可能な開発に関する世界首脳
 会議（ヨハネスブルク）
3イラク戦争
8第1回6か国協議
5EU25か国に拡大
Wスマトラ島沖地震,  津波で大被害

2京都議定書発効

7イスラエル，レバノンへ軍事行動
0北朝鮮，核実験
26か国協議，合意文書採択

8ロシア，グルジア（現ジョージア）
　に軍事侵攻
＊世界金融危機
1米でオバマ大統領就任

4ギリシャ財政危機
4メキシコ湾で原油流出事故
＊チュニジア，エジプト，リビアで
独裁政権崩壊
Qパレスチナ，国連総会決議で「オブ
ザーバー国家」に昇格
Qイラン核開発問題，計画縮小で合
意
3ロシア，クリミア半島（ウクライナ）
の編入を宣言

7アメリカとキューバ，国交回復
Wパリ協定採択
Wアジアインフラ投資銀行（AIIB）発足
6イギリス，国民投票でEU離脱派が
賛成多数
1米でトランプ大統領就任
7核兵器禁止条約，国連総会で採択
6米朝首脳初会談
8INF全廃条約失効

1イギリス，EU離脱
3WHO，新型コロナ感染拡大を「パ
ンデミック」と認定
2ミャンマー，軍事クーデタ
8米，アフガニスタンから完全撤退
2ロシア，ウクライナに軍事侵攻
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内閣

2ニクソン米大統領，中国訪問
5米ソ，SALTⅠに調印
6国連人間環境会議 （ストックホルム会議）
1ベトナム和平協定調印
0第四次中東戦争起こる
4国連資源特別総会
5インド，原爆実験
4サイゴン陥落，ベトナム戦争終結
Q第1回先進国首脳会議（サミット）
6南北ベトナム統一
Wベトナム，カンボジア侵攻
5第1回国連軍縮特別総会
1米･中国交回復
2イラン革命。中越国境戦争
3米，スリーマイル島原発事故
Wソ連，アフガニスタンに軍事介入
7西側諸国，モスクワ五輪不参加
9イラン･イラク戦争始まる
4米，初のスペースシャトル打ち上げ
4フォークランド紛争
W米，欧州に中距離核兵器実戦配備
7東側諸国，ロサンゼルス五輪不参
加
＊アフリカの飢餓深刻化
3ソ連，ゴルバチョフ政権成立
9プラザ合意
4チェルノブイリ原発事故
W米･ソ，INF全廃条約調印
5ソ連，アフガニスタン撤退開始
8イラン･イラク戦争停戦
6中国，天安門事件
Qベルリンの壁崩壊
W米ソ首脳マルタ会談（冷戦終結）
＊東欧の民主化ひろがる
8湾岸危機・湾岸戦争（～91年3月）
0東西ドイツ統一
Wソ連解体
6ブラジルで「地球サミット」開幕
＊旧ユーゴの民族紛争深刻化
9イスラエル，PLO暫定自治協定調印
QEU発足
5南ア大統領にマンデラ就任
1WTO発足
9仏，南太平洋で地下核実験を強行
9CTBT，国連総会で採択

2英でクローン羊誕生の報道
7香港返還
7アジア通貨危機
5インド，パキスタン核実験
5インドネシア，スハルト政権崩壊
1EU，単一通貨ユーロ導入
Wマカオ返還

 2000 1国会に憲法調査会設置
  9三宅島噴火で全島民避難
 01 1中央省庁，1府12省庁へ再編
  6ハンセン病補償法成立
  Q海上自衛隊インド洋派遣
 02 9初の日朝首脳会談。北朝鮮，拉致
   事実認める

 03 6有事法制関連3法成立

 04 1自衛隊イラク派遣
  5裁判員法成立
  6有事法制関連7法成立
 05 4JR西日本，尼崎で脱線事故
  ＊日本の人口が減少に転じる
 06 5日米政府，在日米軍再編合意
  W教育基本法改正
 07 5国民投票法成立

 08 4後期高齢者医療制度導入

 09 9民主党中心の連立政権成立

 10 7改正臓器移植法施行

 11 3東日本大震災・東京電力福島
   第一原子力発電所事故
 12 8消費増税関連法成立
  W自民党中心の連立政権成立
 13 7TPP交渉に正式参加
  W特定秘密保護法成立
 14 4消費税8%に引き上げ
  7「集団的自衛権」の行使容認を閣議
　　　　　　決定
 15 6選挙権年齢，18歳以上に引き下げ
  9安全保障関連法成立

 16 1マイナンバー制度発足
  2TPP調印
 17 6 「テロ等準備罪」を新設する改正組

織犯罪処罰法成立
 18 3TPP11協定調印
 19 4アイヌ施策推進法成立
  5元号「平成」から「令和」へ
  0消費税10％に引き上げ
 20 4新型コロナで「緊急事態宣言」発令
  Q�地域的な包括的経済連携（RCEP）協定
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